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公布された条例のあらまし 
 

亀岡市部設置条例の一部を改正す

る条例要綱 

 

１ 子どもの権利条例をはじめとするこどもの

未来に向けた各施策を一層推進するため、

「こども未来部」を新たに設置し、部及び分

掌事務の一部について再編整備を行うことと

した。 

 

２ 関係する条例について、所要の規定整備を

図ることとした。 

 

３ この条例は、平成３１年４月１日から施行

することとした。 

 

 

 

亀岡市職員の勤務時間、休暇等に

関する条例の一部を改正する条例

要綱 

 

１ 働き方改革を推進するための関係法律の整

備に関する法律の制定に伴い、官民均衡を図

るため、必要な規定を定めることとした。 

 

２ この条例は、平成３１年４月１日から施行

することとした。 

 

 

 

亀岡市立幼稚園条例の一部を改正

する条例要綱 

 

１ 生活保護法による被保護世帯に準じる程度

に困窮していると市長が認める世帯を保育料

の減額対象とすることとした。 

 

２ その他所要の規定整備を図ることとした。 

 

３ この条例は、公布の日から施行することと

した。 

 

 

 

亀岡市放課後児童健全育成事業の

設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例要綱 

 

１ 放課後児童支援員の基礎資格のうち、学校

教育法に規定する大学で社会福祉学等を専修

する学科等を修めて卒業した者として、当該

学科等に係る専門職大学の前期課程を修了し

た者を加えることとした。 

 

２ この条例は、平成３１年４月１日から施行

することとした。 
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亀岡市教育集会所条例の一部を改正する条例要綱 

 

１ 亀岡市松熊教育集会所について、市民が広く使用できるよう貸館機能を追加することに伴い、

使用料を定めるとともに、管理運営に必要な規定整備を図ることとした。 

 

種別 
午前 午後 夜間 

午前９時～午後１時 午後１時～午後５時 午後５時～午後９時 

１階和室 １５０円 １５０円 １５０円 

２階和室 ２５０円 ２５０円 ２５０円 

 

２ この条例は、平成３１年４月１日から施行することとした。 

 

 

 

亀岡市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例要綱 

 

１ 災害援護資金の貸付けに伴う利率を、保証人を立てる場合は無利子とし、保証人を立てない場

合は年３パーセント以内で市長が別に定める率とすることとした。 

 

２ その他所要の規定整備を図ることとした。 

 

３ この条例の施行に関し、必要な経過措置を定めることとした。 

 

４ この条例は、平成３１年４月１日から施行することとした。 

 

 

 

亀岡市国民健康保険条例の一部を改正する条例要綱 

 

１ 国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、次のとおり改正することとした。 

⑴ 国民健康保険料の基礎賦課額に係る賦課限度額を６１０，０００円（現行５８０，０００

円）に改めることとした。 

⑵ 国民健康保険料を減額する所得判定の基準のうち、５割軽減基準の被保険者数に乗ずる金額

を２８０，０００円（現行２７５，０００円）に、２割軽減基準の被保険者数に乗ずる金額を

５１０，０００円（現行５００，０００円）に改めることとした。 

 

２ その他所要の規定整備を図ることとした。 
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３ この条例の施行に関し、必要な経過措置を

定めることとした。 

 

４ この条例は、平成３１年４月１日から施行

することとした。 

 

 

 

亀岡市指定地域密着型サービスの

事業の人員、設備及び運営に関す

る基準等を定める条例の一部を改

正する条例要綱 

 

１ 介護保険法の一部改正に伴い、共生型地域

密着型サービスに関する基準を定めることと

した。 

 

２ その他所要の規定整備を図ることとした。 

 

３ この条例は、平成３１年３月３１日から施

行することとした。 

 

 

 

亀岡市循環型社会推進条例の一部

を改正する条例要綱 

 

１ 廃棄物処理施設技術管理者の資格のうち、

学校教育法に基づく短期大学若しくは高等専

門学校又は旧専門学校令に基づく専門学校の

理学等に関する科目を修めて卒業した者とし

て、当該科目等に係る専門職大学の前期課程

を修了した者を加えることとした。 

 

２ この条例は、平成３１年４月１日から施行

することとした。 

亀岡市下矢田みどりの郷広場条例

の一部を改正する条例要綱 

 

１ 公の施設でのヘイトスピーチを防止するた

め、使用制限に関し必要な事項を定めること

とした。 

 

２ この条例は、公布の日から施行することと

した。 

 

 

 

亀岡市太陽光発電設備の設置及び

管理に関する条例要綱 

 

１ 太陽光発電設備の適正な設置、維持管理及

び廃止並びに廃止後の有効な跡地利用を促進

し、もって市民の生命及び財産の保護を図る

とともに、良好な自然環境等を保全し、公共

の福祉に寄与するため、太陽光発電設備の設

置及び管理について必要な事項を定めること

とした。 

⑴ 太陽光発電事業の禁止区域を定めること

とした。 

⑵ 特定事業（事業区域の面積が５００平方

メートル以上のもの等）に係り許可制を設

けることとした。 

⑶ その他所要の規定整備を図ることとした。 

 

２ この条例は、平成３１年７月１日から施行

することとした。 
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亀岡市交流会館条例の一部を改正

する条例要綱 

 

１ 宿泊施設「キャンプサイト」の使用時間及

び使用料の規定を設けることとした。 

 

２ この条例は、平成３１年５月１日から施行

することとした。 

 

 

 

亀岡市都市計画法に基づく開発許

可等の基準に関する条例の一部を

改正する条例要綱 

 

１ 都市計画法第３４条第１２号により条例で

定める既存集落まちづくり区域指定制度にお

いて、指定区域ごとに許容する開発行為等を

定めるため規定整備を図ることとした。 

 

２ 都市計画法及び建築基準法の一部改正に伴

い、都市計画法第３４条第１１号により条例

で定める指定区域において、許容する予定建

築物等の用途として選択できる用途を追加す

ることとした。 

 

３ その他所要の規定整備を図ることとした。 

 

４ この条例は、平成３１年４月１日から施行

することとした。 

亀岡市都市公園条例の一部を改正

する条例要綱 

 

１ 公の施設でのヘイトスピーチを防止するた

め、使用制限に関し必要な事項を定めること

とした。 

 

２ この条例は、公布の日から施行することと

した。 

 

 

 

亀岡市水道事業給水条例等の一部

を改正する条例要綱 

 

１ 水道の布設工事監督者及び水道技術管理者

の資格のうち、布設工事監督者にあっては学

校教育法に基づく短期大学又は高等専門学校

の土木科を修めて卒業した者、水道技術管理

者にあっては同法に基づく学校の工学等に関

する学科目を修めて卒業した者として、当該

科目等に係る専門職大学の前期課程を修了し

た者を加えることとした。 

 

２ 水道料金、加入金、飲料水供給施設料金及

び下水道使用料について、消費税及び地方消

費税の税率が引き上げられることに伴い、所

要の規定整備を図ることとした。 

 

３ この条例の施行に関し、必要な経過措置を

定めることとした。 

 

４ この条例は、平成３１年４月１日から施行

することとした。ただし、２の改正について

は、平成３１年１０月１日から施行すること

とした。 
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亀岡市税条例等の一部を改正する

条例要綱 

 

１ 地方税法等の一部を改正する法律の制定に

伴い、次のとおり亀岡市税条例等の一部を改

正した。 

⑴ 住宅ローン控除の控除期間を３年間（現

行：１０年間）延長することとした。 

⑵ ふるさと納税制度の健全な発展に向けて、

個人住民税においてふるさと納税（特例控

除）の対象となる地方公共団体を指定する

こととした。 

⑶ 子どもの貧困に対応するため、個人住民

税において非課税措置の対象を拡大するこ

ととした。 

⑷ 環境への賦課を減らすため環境性能に優

れた自動車について、グリーン化特例（軽

課）を２年間継続し、その後は、軽減率等

を見直した上で適用することとした。 

⑸ 自動車取得税のエコカー減税について、

軽減割合等を見直すこととした。 

⑹ 臨時的軽減として、自家用乗用車につい

て、一定期間環境性能割の税率を１％軽減

することとした。 

⑺ その他所要の規定整備を図ることとした。 

 

２ この条例の施行に関し、必要な経過措置を

定めることとした。 

 

３ この条例は、平成３１年４月１日から施行

した。ただし、１の⑵の改正は平成３１年６

月１日から、１の⑷の改正のうちグリーン化

特例を２年間継続する改正及び１の⑹の改正

は平成３１年１０月１日から、１の⑶の改正

は平成３３年１月１日から、１の⑷の改正の

うち軽減率等を見直した上でグリーン化特例

を適用する改正は平成３３年４月１日からそ

れぞれ施行することとした。 

 

条 例 
 

 亀岡市部設置条例の一部を改正する条例をこ

こに公布する。 

 

   平成３１年３月１２日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第２号 

 

亀岡市部設置条例の一部を改正す

る条例 

 

 亀岡市部設置条例（平成１２年亀岡市条例第

１号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１条中「健康福祉部」を「健康福祉部、こ

ども未来部」に改める。 

 第２条中 

「健康福祉部 

⑴ 社会福祉に関すること。 

⑵ 高齢者対策及び介護保険に関するこ

と。 

⑶ 保険衛生及び医療に関すること。 

⑷ 少子化対策及び子育て支援に関する 

こと。              」 

を 
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「健康福祉部 

⑴ 社会福祉（児童福祉を除く。）に関

すること。 

⑵ 高齢者対策及び介護保険に関するこ

と。 

⑶ 保健衛生及び医療に関すること。 

こども未来部 

⑴ 児童福祉に関すること。 

⑵ 少子化対策及び子育て支援に関する 

こと。              」 

に改める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行

する。 

（亀岡市子ども・子育て会議条例の一部改正） 

２ 亀岡市子ども・子育て会議条例（平成２５

年亀岡市条例第２９号）の一部を次のように

改正する。 

 第７条中「健康福祉部」を「こども未来

部」に改める。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市職員の勤務時間、休暇等に関する条例

の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第３号 

 

亀岡市職員の勤務時間、休暇等に

関する条例の一部を改正する条例 

 

 亀岡市職員の勤務時間、休暇等に関する条例

（平成６年亀岡市条例第２７号）の一部を次の

ように改正する。 

 

 第８条に次の１項を加える。 

３ 前項に規定するもののほか、同項に規定す

る正規の勤務時間以外の時間における勤務に

関し必要な事項は、規則で定める。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成３１年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市立幼稚園条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第４号 

 

亀岡市立幼稚園条例の一部を改正

する条例 

 

 亀岡市立幼稚園条例（昭和４０年亀岡市条例

第２４号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表第１の第１階層の項中「世帯」の次に

「及び生活に困窮する外国人に対する生活保護
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の措置として日本国民に対する生活保護に準じ

た取扱いがされている世帯」を加え、同表の備

考第６項に次の１号を加える。 

⑶ 生活保護法による被保護世帯に準ずる程

度に困窮していると市長が認める世帯 

 

   附 則 

 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市放課後児童健全育成事業の設備及び運

営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例をここに公布する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第５号 

 

亀岡市放課後児童健全育成事業の

設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例 

 

 亀岡市放課後児童健全育成事業の設備及び運

営に関する基準を定める条例（平成２６年亀岡

市条例第３３号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１１条第３項第５号中「卒業した者」の次

に「（当該学科又は当該課程を修めて同法の規

定による専門職大学の前期課程を修了した者を

含む。）」を加える。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成３１年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市教育集会所条例の一部を改正する条例

をここに公布する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第６号 

 

亀岡市教育集会所条例の一部を改

正する条例 

 

 亀岡市教育集会所条例（昭和５３年亀岡市条

例第６号）の一部を次のように改正する。 

 

 第４条を次のように改める。 

 （使用の許可） 

第４条 教育集会所を使用しようとする者は、

教育委員会の許可を受けなければならない。 

 第６条を第１１条とし、第５条を第１０条と

し、第４条の次に次の５条を加える。 

 （使用の不許可） 

第５条 次の各号のいずれかに該当するときは、

使用を許可しないことができる。 

⑴ 公の秩序を乱し、善良な風俗を害するお

それがあると認められるとき。 

⑵ 管理上支障があると認められるとき。 

⑶ 営利を目的として使用すると認められる

とき。 

⑷ その他教育委員会が使用を不適当と認め

るとき。 
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 （使用料） 

第６条 使用の許可を受けた者は、別表に定める使用料を納付しなければならない。 

 （使用料の減免） 

第７条 教育委員会は、特に必要があると認めるときは、教育委員会が定めるところにより、前条

に規定する使用料を減額し、又は免除することができる。 

 （使用料の還付） 

第８条 既納の使用料は、還付しない。ただし、教育委員会が特に必要があると認めるときは、そ

の全部又は一部を還付することができる。 

 （損害賠償） 

第９条 使用者は、施設及び附属する設備を損失し、又は滅失したときは、その損害を賠償しなけ

ればならない。 

 附則の次に次の別表を加える。 

 

別表（第６条関係） 

種別 
午前 午後 夜間 

午前９時～午後１時 午後１時～午後５時 午後５時～午後９時 

１階和室 １５０円 １５０円 １５０円 

２階和室 ２５０円 ２５０円 ２５０円 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第７号 

 

亀岡市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例 
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 亀岡市災害弔慰金の支給等に関する条例（昭

和４９年亀岡市条例第２５号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

 第１４条の見出しを「（保証人及び利率）」

に改め、同条中「災害援護資金は」の次に  

「、保証人を立てる場合は、無利子とし、保証

人を立てない場合は」を、「３パーセント」の

次に「以内で市長が別に定める率」を加え、同

条を同条第２項とし、同条に第１項として次の

１項を加える。 

 災害援護資金の貸付けを受けようとする者

は、保証人を立てることができる。 

 第１４条に次の１項を加える。 

３ 第１項の保証人は、災害援護資金の貸付け

を受けた者と連帯して債務を負担するものと

し、その保証債務は、令第９条の違約金を包

含するものとする。 

 第１５条第１項中「又は半年賦償還」を  

「、半年賦償還又は月賦償還」に改め、同条第

３項中「、保証人」を削り、「第１２条」を

「第１１条」に改める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行

する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の亀岡市災害弔慰金

の支給等に関する条例第１４条及び第１５条

第３項の規定は、この条例の施行の日以後に

生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主

に対する災害援護資金の貸付けについて適用

し、同日前に生じた災害により被害を受けた

世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付け

については、なお従前の例による。 

 

「掲示済」 

 亀岡市国民健康保険条例の一部を改正する条

例をここに公布する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第８号 

 

亀岡市国民健康保険条例の一部を

改正する条例 

 

 亀岡市国民健康保険条例（昭和３４年亀岡市

条例第７号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１６条の６中「５８０，０００円」を 

「６１０，０００円」に改める。 

 第２０条第１項中「５８０，０００円」を

「６１０，０００円」に改め、同項第２号中

「２７５，０００円」を「２８０，０００円」

に改め、同項第３号中「５００，０００円」を

「５１０，０００円」に改め、同条第３項  

及び第４項中「５ ８０，０００円」を   

「６１０，０００円」に改める。 

 第２５条第２項中「前７日」を削り、同項に

次のただし書を加える。 

 ただし、法第５９条の規定により療養の給

付等が行われなかった者が、療養の給付等が

行われなかった期間に係る保険料の減免を受

けようとする場合は、本文の規定にかかわら

ず納期限後においても保険料の減免を申請す

ることができる。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行

する。 



 
亀 岡 市 公 報 

 14 

第８９１号平成３１年４月１５日発行 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の第１６条の６及び

第２０条の規定は、平成３１年度以後の年度

分の保険料について適用し、平成３０年度分

以前の年度分の保険料については、なお従前

の例による。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市指定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営に関する基準等を定める条例の一

部を改正する条例をここに公布する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第９号 

 

亀岡市指定地域密着型サービスの

事業の人員、設備及び運営に関す

る基準等を定める条例の一部を改

正する条例 

 

 亀岡市指定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営に関する基準等を定める条例（平

成２４年亀岡市条例第３３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

 目次中 

「第５節 指定療養通所介護の事業の基本方

針並びに人員、設備及び運営に関 

する基準           」 

を 

「第５節 共生型地域密着型サービスに関す

る基準（第６２条の２０の２・第

６２条の２０の３） 

第６節 指定療養通所介護の事業の基本方

針並びに人員、設備及び運営に関 

する基準           」 

に改める。 

 第３章の２中第５節を第６節とし、第４節の

次に次の１節を加える。 

第５節 共生型地域密着型サービス

に関する基準 

 （共生型地域密着型通所介護の基準） 

第６２条の２０の２ 地域密着型通所介護に係

る共生型地域密着型サービス（以下この条及

び次条において「共生型地域密着型通所介

護」という。）の事業を行う指定生活介護事

業者（障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律に基づく指定障害福

祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に

関する基準（平成１８年厚生労働省令第  

１７１号。以下この条において「指定障害福

祉サービス等基準」という。）第７８条第１

項に規定する指定生活介護事業者をいう。）、

指定自立訓練（機能訓練）事業者（指定障害

福祉サービス等基準第１５６条第１項に規定

する指定自立訓練（機能訓練）事業者をい

う。）、指定自立訓練（生活訓練）事業者

（指定障害福祉サービス等基準第１６６条第

１項に規定する指定自立訓練（生活訓練）事

業者をいう。）、指定児童発達支援事業者

（児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等

の人員、設備及び運営に関する基準（平成 

２４年厚生労働省令第１５号。以下この条に

おいて「指定通所支援基準」という。）第５

条第１項に規定する指定児童発達支援事業者

をいい、主として重症心身障害児（児童福祉

法（昭和２２年法律第１６４号）第７条第２

項に規定する重症心身障害児をいう。以下こ
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の条において同じ。）を通わせる事業所にお

いて指定児童発達支援（指定通所支援基準第

４条に規定する指定児童発達支援をいう。第

１号において同じ。）を提供する事業者を除

く。）及び指定放課後等デイサービス事業者

（指定通所支援基準第６６条第１項に規定す

る指定放課後等デイサービス事業者をいい、

主として重症心身障害児を通わせる事業所に

おいて指定放課後等デイサービス（指定通所

支援基準第６５条に規定する指定放課後等デ

イサービスをいう。）を提供する事業者を除

く。）が当該事業に関して満たすべき基準は、

次のとおりとする。 

⑴ 指定生活介護事業所（指定障害福祉サー

ビス等基準第７８条第１項に規定する指定

生活介護事業所をいう。）、指定自立訓練

（機能訓練）事業所（指定障害福祉サービ

ス等基準第１５６条第１項に規定する指定

自立訓練（機能訓練）事業所をいう。）、

指定自立訓練（生活訓練）事業所（指定障

害福祉サービス等基準第１６６条第１項に

規定する指定自立訓練（生活訓練）事業所

をいう。）、指定児童発達支援事業所（指

定通所支援基準第５条第１項に規定する指

定児童発達支援事業所をいう。）又は指定

放課後等デイサービス事業所（指定通所支

援基準第６６条第１項に規定する指定放課

後等デイサービス事業所をいう。）（以下

この号において「指定生活介護事業所等」

という。）の従業者の員数が、当該指定生

活介護事業所等が提供する指定生活介護

（指定障害福祉サービス等基準第７７条に

規定する指定生活介護をいう。）、指定自

立訓練（機能訓練）（指定障害福祉サービ

ス等基準第１５５条に規定する指定自立訓

練（機能訓練）をいう。）、指定自立訓練

（生活訓練）（指定障害福祉サービス等基

準第１６５条に規定する指定自立訓練（生

活訓練）をいう。）、指定児童発達支援又

は指定放課後等デイサービス（以下この号

において「指定生活介護等」という。）の

利用者の数を指定生活介護等の利用者及び

共生型地域密着型通所介護の利用者の数の

合計数であるとした場合における当該指定

生活介護事業所等として必要とされる数以

上であること。 

⑵ 共生型地域密着型通所介護の利用者に対

して適切なサービスを提供するため、指定

地域密着型通所介護事業所その他の関係施

設から必要な技術的支援を受けていること。 

 （準用） 

第６２条の２０の３ 第１１条から第１５条ま

で、第１７条から第２０条まで、第２２条、

第２４条、第３０条、第３６条から第４０条

まで、第４３条、第５６条及び第６２条の２、

第６２条の４、第６２条の５第４項並びに前

節（第６２条の２０を除く。）の規定は、共

生型地域密着型通所介護の事業について準用

する。この場合において、第１１条第１項中

「第３３条に規定する運営規程」とあるのは

「運営規程（第６２条の１２に規定する運営

規程をいう。第３６条において同じ。）」と、

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者」とあるのは「共生型地域密着型通所介護

の提供に当たる従業者（以下「共生型地域密

着型通所介護従業者」という。）」と、第 

３６条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看

護従業者」とあるのは「共生型地域密着型通

所介護従業者」と、第６２条の５第４項中

「前項ただし書の場合（指定地域密着型通所

介護事業者が第１項に掲げる設備を利用し、

夜間及び深夜に指定地域密着型通所介護以外

のサービスを提供する場合に限る。）」とあ

るのは「共生型地域密着型通所介護事業者が

共生型地域密着型通所介護事業所の設備を利

用し、夜間及び深夜に共生型地域密着型通所
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介護以外のサービスを提供する場合」と、第 

６２条の９第４号、第６２条の１０第５項及

び第６２条の１３第３項中「地域密着型通所

介護従業者」とあるのは「共生型地域密着型

通所介護従業者」と、第６２条の１９第２項

第２号中「次条において準用する第２２条第

２項」とあるのは「第２２条第２項」と、同

項第３号中「次条において準用する第３０

条」とあるのは「第３０条」と、同項第４号

中「次条において準用する第４０条第２項」

とあるのは「第４０条第２項」と読み替える

ものとする。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成３１年３月３１日から施行

する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市循環型社会推進条例の一部を改正する

条例をここに公布する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１０号 

 

亀岡市循環型社会推進条例の一部

を改正する条例 

 

 亀岡市循環型社会推進条例（平成１３年亀岡

市条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１４条の２第１項第６号中「短期大学」の

次に「（同法に基づく専門職大学の前期課程を

含む。）」を、「卒業した」の次に「（同法に

基づく専門職大学の前期課程を修了した場合を

含む。）」を加え、同項第７号中「短期大学」

の次に「（同法に基づく専門職大学の前期課程

を含む。）」を、「卒業した」の次に「（同法

に基づく専門職大学の前期課程を修了した場合

を含む。）」を加える。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成３１年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市下矢田みどりの郷広場条例の一部を改

正する条例をここに公布する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１１号 

 

亀岡市下矢田みどりの郷広場条例

の一部を改正する条例 

 

 亀岡市下矢田みどりの郷広場条例（平成１５

年亀岡市条例第１６号）の一部を次のように改

正する。 

 

 第４条中第１０号を第１１号とし、第１号か

ら第９号までを１号ずつ繰り下げ、同条に第１

号として次の１号を加える。 

⑴ 公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害す
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ること。 

 

   附 則 

 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市太陽光発電設備の設置及び管理に関す

る条例をここに公布する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１２号 

 

亀岡市太陽光発電設備の設置及び

管理に関する条例 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、太陽光発電設備の設置が

災害の防止をはじめ自然環境・景観及び生活

環境等（以下「自然環境等」という。）に及

ぼす影響に鑑み、太陽光発電設備の適正な設

置、維持管理及び廃止並びに廃止後の有効な

跡地利用を促進し、もって市民の生命及び財

産の保護を図るとともに、良好な自然環境等

を保全し、公共の福祉に寄与することを目的

とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

⑴ 太陽光発電設備 太陽光を電気に変換す

る設備及びその附属設備をいう。ただし、

道路標識等と一体となっているものであっ

て、国又は地方公共団体が設置するもの及

び建築基準法（昭和２５年法律第２０１

号）第２条第１号に規定する建築物の屋上

等に設置するものを除く。 

⑵ 事業 太陽光発電設備を設置（太陽光発

電設備の設置に伴う木竹の伐採及び切土、

盛土、埋立て等の造成工事を含む。以下同

じ。）して発電を行う事業をいう。 

⑶ 事業者 事業を実施する者（契約により

事業の実施を請け負う者を含む。）をいう。 

⑷ 特定事業 事業のうち、次のいずれかに

該当するものをいう。 

ア 事業の用に供する土地の区域（以下

「事業区域」という。）の面積が５００

平方メートル以上のもの（５００平方 

メートル未満の土地における事業であっ

ても、その事業区域に隣接し、又は近接

する土地において、当該事業を実施する

日前に事業が実施され、若しくは施工中

の場合においては、当該事業の事業区域

と既に実施され、若しくは施工中の事業

の事業区域との面積を合算して５００平

方メートル以上となるものを含む。） 

イ 事業区域内における高低差が１３メー

トル以上のもの 

ウ 事業区域内の傾斜度が２５度以上のも

の 

 （事業者の責務） 

第３条 事業者は、事業の実施に当たり、事業

区域の周辺区域の住民の理解を得るとともに、

事業区域の災害の防止及び自然環境等の保全

のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 事業者は、事業の実施に係る苦情及び紛争

が生じたときは、誠意をもってその解決にあ

たらなければならない。 

 （土地所有者等の責務） 

第４条 土地の所有者、占有者及び管理者は、
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災害の発生を助長し、又は自然環境等を損な

うおそれがある事業を行う事業者に対して、

土地を使用させることのないよう努めなけれ

ばならない。 

 （事業禁止区域） 

第５条 何人も、次の各号に掲げる区域（以下

「事業禁止区域」という。）において、事業

を実施してはならない。 

⑴ 自然公園法（昭和３２年法律第１６１

号）第２条第３号に規定する国定公園及び

同条第４号に規定する都道府県立自然公園

の区域 

⑵ 都市計画法（昭和４３年法律第１００

号）第１１条第１項第２号に規定する公園

及び緑地として都市計画に定めた区域のう

ち未供用区域の地域（国又は地方公共団体

等が所有する区域を除く。） 

⑶ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防

止対策の推進に関する法律（平成１２年法

律第５７号）第９条第１項の規定により指

定された土砂災害特別警戒区域及び同法第

７条第１項の規定により指定された土砂災

害警戒区域 

⑷ 地すべり等防止法（昭和３３年法律第 

３０号）第３条第１項の地すべり防止区域 

⑸ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関す

る法律（昭和４４年法律第５７号）第３条

第１項の規定により指定された急傾斜地崩

壊危険区域 

⑹ 亀岡市景観計画に定める湯の花温泉景観

形成地区及び自然景観形成地区 

⑺ 都市計画法第８条第１項第１号に規定す

る第一種低層住居専用地域、第二種低層住

居専用地域、第一種中高層住居専用地域、

第二種中高層住居専用地域、第一種住居地

域、第二種住居地域、準住居地域、近隣商

業地域及び商業地域 

⑻ 亀岡市都市計画法に基づく開発許可等の

基準に関する条例（平成２８年亀岡市条例

第４２号）第６条、第８条第１項第３号及

び第５号の規定により市長が指定する区域 

 （特定事業の許可） 

第６条 事業禁止区域外において、特定事業を

実施しようとする者は、あらかじめ特定事業

に係る規則で定める事業計画（以下「事業計

画」という。）を定め、市長の許可を受けな

ければならない。 

２ 前項の許可の申請は、第７条第１項による

市長との協議を終えた日から１年を経過した

日までに行われなければならないものとし、

１年を経過した日以後になされた申請は、第

７条第１項による協議が行われていないもの

とする。 

 （事前協議） 

第７条 前条第１項の規定による許可の申請を

しようとする者（以下「申請予定者」とい

う。）は、あらかじめ規則で定めるところに

より、事業計画について市長と協議しなけれ

ばならない。 

２ 前項の規定による協議は、申請予定者が、

電気事業者による再生可能エネルギー電気の

調達に関する特別措置法（平成２３年法律第

１０８号。以下「法」という。）第９条第１

項の再生可能エネルギー発電事業計画の認定

の申請をする前に行わなければならない。 

 （周辺住民等への事前周知） 

第８条 申請予定者は、規則で定めるところに

より特定事業の事業区域の周辺住民等（以下

「周辺住民等」という。）に対し説明会を開

催し、事業計画を周知しなければならない。 

２ 周辺住民等は、申請予定者から前項の説明

会の開催の申出があったときは、誠意をもっ

て対応することとする。 

３ 申請予定者は、周辺住民等から事業計画に

係る意見の申出があったときは、規則で定め

るところにより、その者と誠意をもって協議



 
亀 岡 市 公 報 

 19

第８９１号平成３１年４月１５日発行 

しなければならない。 

４ 申請予定者は、前項の協議について、規則

で定めるところによりその結果を市長に報告

しなければならない。 

 （地元団体等からの意見聴取） 

第９条 申請予定者は、規則で定めるところに

より、周辺住民等で構成される地元団体等と

事業計画について協議し、意見を聴取しなけ

ればならない。 

２ 地元団体等は、申請予定者から前項の協議

の申出があったときは、誠意をもって対応す

ることとする。 

３ 申請予定者は、第１項の協議についてその

結果を市長に報告しなければならない。 

 （許可の基準等） 

第１０条 市長は、第６条第１項の規定による

申請があった場合において、申請の内容が次

の各号のいずれにも適合していると認めると

きでなければ、第６条第１項の許可をしては

ならない。 

⑴ 事業者が次のいずれにも該当しないこと。 

ア 特定事業を実施するために必要な資力

及び信用があると認められない者 

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第７７号）に

規定する暴力団員である者 

ウ 特定事業の実施に関し違法又は不正な

行為をするおそれがあると認めるに足り

る相当の理由がある者 

⑵ 事業計画が、規則で定める基準に適合す

るものであること。 

２ 市長は、第６条第１項の許可に、災害の防

止及び自然環境等の保全のために必要な条件

を付すことができる。 

 （変更の許可等） 

第１１条 第６条第１項の許可を受けた者（以

下「特定事業者」という。）は、当該許可に

係る事業計画を変更しようとするときは、あ

らかじめ規則で定めるところにより、市長の

許可を受けなければならない。 

２ 第７条から前条までの規定は、前項の許可

について準用する。ただし、第７条、第８条

及び第９条の規定は、事業計画の変更が災害

の防止又は自然環境等の保全に及ぼす影響を

勘案し、市長が必要と認める場合に準用する。 

 （工事着手の届出） 

第１２条 特定事業者は、太陽光発電設備の設

置工事（事業区域を工区に分けたときは、工

区に係る設置工事。第１３条において同

じ。）に着手するときは、あらかじめ規則で

定めるところにより、市長に届け出なければ

ならない。 

 （工事完了の検査） 

第１３条 特定事業者は、前条に規定する設置

工事を完了したときは、規則で定めるところ

により市長の検査を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の検査の結果、設置工事が許

可の内容に適合していると認めたときは、規

則で定めるところにより、その旨を特定事業

者に通知するものとする。 

 （地位の承継） 

第１４条 特定事業者の相続人その他の特定事

業を承継する者は、被承継人が有していた特

定事業に基づく地位を承継する。 

２ 特定事業者から事業区域内の太陽光発電設

備の所有権その他の特定事業を実施する権原

を取得した者は、市長の承認を受けて、特定

事業者が有していた特定事業の許可に基づく

地位を承継することができる。 

 （保全義務） 

第１５条 特定事業者は、災害の防止又は自然

環境等の保全における支障が生じないよう、

特定事業により設置された太陽光発電設備及

び事業区域を常時安全かつ良好な状態に維持

しなければならない。 

 （命令） 
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第１６条 市長は、第５条に違反して事業を実

施した事業者及び第６条第１項若しくは第 

１１条第１項の規定による許可を受けずに特

定事業を実施した、又は許可に付した条件若

しくは第１５条の規定に違反した事業者に対

して、事業の停止を命じ、又は相当の期限を

定めて、事業に伴う災害の防止及び自然環境

等の保全のために必要な措置を講ずることを

命じることができる。 

 （許可の取消し） 

第１７条 市長は、特定事業者が次の各号のい

ずれかに該当するときは、第６条第１項及び

第１１条第１項の許可を取り消すことができ

る。 

⑴ 偽りその他不正な手段により、第６条第

１項又は第１１条第１項の許可を受けたと

き。 

⑵ 第６条第１項又は第１１条第１項の許可

に付した条件に違反したとき。 

⑶ 第６条第１項又は第１１条第１項の許可

を受けた日から起算して１年を経過した日

までに事業に着手しなかったとき。 

⑷ 太陽光発電設備の設置工事に着手した後

に、１年以上引き続き工事を施工していな

いとき。 

⑸ 第１０条第１項第１号に適合しないと認

められるに至ったとき。 

⑹ 第１１条第１項の規定による許可を受け

ずに事業計画を変更し、事業を実施したと

き。 

⑺ 第１６条の規定による命令に違反したと

き。 

 （意見聴取） 

第１８条 市長は、次の各号に定める命令又は

処分をしようとするときは、当該処分に係る

事業者に対し、あらかじめ期日、場所及び内

容について通知した上、意見聴取を行わなけ

ればならない。ただし、事業者が意見聴取に

応じないときは、意見聴取を行わないで処分

をし、又は当該措置をとることができる。 

⑴ 第１６条に規定する停止命令及び措置命

令 

⑵ 前条に規定する許可の取消し 

２ 意見聴取の手続に関する必要な事項は、市

長が別に定める。 

 （特定事業の廃止等） 

第１９条 特定事業者は、特定事業を廃止しよ

うとするときは、法第１１条の規定による廃

止の届出の前に市長に届け出なければならな

い。 

２ 市長は、前項の規定による届出があったと

きは、特定事業を廃止する特定事業者に対し、

事業計画に基づく適正な措置を実施するよう

求めるものとする。 

 （報告の徴収及び立入調査） 

第２０条 市長は、この条例の施行に必要な限

度において、第５条に違反して事業を実施し

たと認められる事業者及び第６条第１項若し

くは第１１条第１項の規定による許可を受け

ずに特定事業を実施したと認められる、又は

許可に付した条件若しくは第１５条の規定に

違反したと認められる事業者に対して報告若

しくは資料の提出を求め、又はその職員に事

業区域に立ち入らせて必要な調査をさせるこ

とができる。 

２ 前項の規定による立入調査をする職員は、

その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請

求があったときは、これを提示しなければな

らない。 

３ 第１項の規定による立入調査の権限は、犯

罪捜査のために認められたものと解してはな

らない。 

 （勧告） 

第２１条 市長は、第６条第１項若しくは第 

１１条第１項の規定による許可を受けずに特

定事業を実施したと認められる、又は許可に
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付した条件若しくは第１５条の規定に違反し

たと認められる事業者に対して、相当の期限

を定めて、事業に伴う災害の防止及び自然環

境等の保全のために必要な措置を講ずること

を勧告することができる。 

 （公表） 

第２２条 市長は、第１６条の規定による命令

若しくは第１７条の規定による許可の取消し

又は第２１条の規定による勧告（以下「命令

等」という。）を行ったときは、当該命令等

の内容、当該命令等を受けた者の氏名その他

の規則で定める事項を公表することができる。 

 （委任） 

第２３条 この条例に定めるもののほか、この

条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３１年７月１日から施行

する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日前に事業に着手した者

については、第６条第１項の規定は適用しな

い。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市交流会館条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１３号 

 

亀岡市交流会館条例の一部を改正する条例 

 

 亀岡市交流会館条例（平成８年亀岡市条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表第１を次のように改める。 

別表第１（第９条関係） 

使用時間区分 

 

種別 

午 前 午 後 全 日 宿 泊 

午前９時～ 
午後１時 

午後１時～ 
午後５時 

午前９時～ 
午後５時 

午後２時から翌日
の午前１０時 

ホ ー ル 1,330円 1,330円 2,460円 

教  室 720円 720円 1,230円 

実 習 室 1,020円 1,020円 1,850円 

会 議 室 610円 610円 1,020円 

コテージ（４人用） 4,000円 8,000円

キャンプサイト 1,620円 3,240円

備考 
１ 市外居住者（法人にあっては、その主たる事業所の所在地が市外にある者）が使用するとき
は、使用料の３割相当額を加算する。 

２ 使用者が営利、営業、宣伝等を目的として使用する場合は、使用料の５割相当額を加算する。 
３ 前２項の規定により計算した額に１０円未満の端数を生じた場合は、これを切り捨てるもの
とする。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成３１年５月１日から施行する。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市都市計画法に基づく開発許可等の基準

に関する条例の一部を改正する条例をここに公

布する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１４号 

 

亀岡市都市計画法に基づく開発許

可等の基準に関する条例の一部を

改正する条例 

 

 亀岡市都市計画法に基づく開発許可等の基準

に関する条例（平成２８年亀岡市条例第４２

号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条第１項中「使用する」を「次の各号に

掲げる」に改め、同項第１号中「及び長屋住

宅」を「又は長屋」に改め、同項第２号中「及

び」を「又は」に改め、「又は集合住宅」を削

る。 

 第３条を次のように改める。 

（法第３３条第３項に規定する条例で強化す

る技術的細目） 

第３条 法第３３条第３項に規定する条例で定

める公園、緑地又は広場の技術的細目は、次

の各号に掲げるものとする。 

⑴ 開発区域の面積が０．３ヘクタール以上

５ヘクタール未満の主として分譲住宅又は

集合住宅の建築の用に供する目的で行う開

発行為において設置すべき施設の種類は、

公園とする。 

⑵ 開発区域の面積が０．３ヘクタール以上

の主として分譲住宅又は集合住宅の建築の

用に供する目的で行う開発行為において設

置すべき公園の数及び１箇所当たりの面積

の最低限度は、別表に定める。 

 第４条中「の制限について」を削り、「事業

者は、分譲住宅又は集合住宅を目的とする開発

行為を行う場合」を「主として分譲住宅又は集

合住宅の建築の用に供する目的で行う開発区域

の面積が５００平方メートル以上の開発行為と

し」に、「しなければならない」を「するもの

とする」に改める。 

 第６条第１項第１号中「自然」を「自然的」

に、「日常生活」を「日常生活圏」に改め、同

条第２項中「指定の案を策定」を「案を作成」

に、「指定の案を当該公告」を「案を当該公

告」に、「供さ」を「供し」に改め、同条第３

項及び第５項中「指定の」を削り、同条第６項

中「告示し」の次に「、指定区域の指定に係る

図書を事務所に備え置いて公衆の縦覧に供し」

を加える。 

 第７条第１項に次の１号を加える。 

⑸ 建築基準法別表第２(ち)項に掲げる建築

物の用途以外の用途 

 第７条第２項中「第７項」を「第６項」に改

め、「用途の指定」の次に「又は変更」を加え

る。 

 第８条第１項中「掲げる土地の区域」の次に

「として規則で定めるもの」を、「掲げる開発

行為」の次に「（建築基準法第４３条の規定に

適合するものに限る。）」を加え、同項第１号

中「分家住宅」を「以下「分家住宅」とい

う。」に、「規則に」を「規則で」に改め、同

項第２号中「において」を「又は第一種特定工

作物（以下「土地収用移転対象建築物等」とい

う。）について」に、「を建築する」を「の建

築又は第一種特定工作物の建設を」に、「規則

に」を「規則で」に改め、同項第３号中「規則

に定める基準」を「規則で定める要件」に改め、

「指定した区域」の次に「（以下「指定既存集

落まちづくり区域」という。）」を加え、「開

発行為」の次に「で規則で定めるもの」を加え、
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同項第４号中「土地」の次に「（以下「線引き

前宅地」という。）」を加え、「、規則に定め

る基準のいずれにも該当するもので、宅地の安

全を確保する上で必要と認められる範囲のも

の」を「規則で定めるもの」に改め、同項第５

号中「指定した区域」の次に「（以下「指定概

成団地」という。）」を加え、「自己の」の次

に「居住の」を加え、「建築することができ

る」の次に「自己の居住の用に供する」を加え、

「範囲の」を削り、同条第２項中「区域指定」

を「区域の指定、変更又は廃止」に改める。 

 第９条第１項各号列記以外の部分中「用途の

変更」の次に「又は第一種特定工作物の建設

（以下「建築行為等」という。）」を、「掲げ

る土地の区域」の次に「として規則で定めるも

の」を加え、同項に次のただし書を加える。 

 ただし、建築物の新築、改築又は用途の変

更にあっては建築基準法第４３条の規定に適

合し、かつ、建築物の用途の変更にあっては

用途を変更しようとする既存建築物が適法に

建築され、許可申請時点で１０年以上（使用

者の死亡、破産等のやむを得ない事情がある

場合を除く。）適正に使用されたものに限る。 

 第９条第１項第１号中「、通常の分化発展の

過程で必要とする自己の居住の用に供する住宅

（分家住宅）」を「行う分家住宅」に、「若し

くは用途の変更を目的として行うもののうち規

則に」を「又は分家住宅への用途の変更で規則

で」に改め、同項第２号中「土地収用法（昭和

２６年法律第２１９号）第３条各号に規定する

事業の施行により移転又は除却する建築物にお

いて」を「土地収用移転対象建築物等につい

て」に、「建築物の新築、改築若しくは用途の

変更を目的として行うもののうち規則に」を

「建築行為等で規則で」に改め、同項第３号中

「独立して一体的な日常生活圏を構成している

と認められる大規模な既存集落であって当該都

市計画区域における建築物の連たんの状況とほ

ぼ同程度にある集落で、規則に定める基準のい

ずれにも該当するもののうち市長が指定した区

域」を「指定既存集落まちづくり区域」に、

「若しくは」を「又は」に、「規則に」を「規

則で」に改め、同項第４号中「建築物の使用」

を「建築物又は第一種特定工作物の使用」に改

め、「法第２９条第１項」の次に「、法第４２

条第１項ただし書」を加え、「建築された建築

物又は」を「、又は」に、「の規定により建築

された建築物」を「に該当するため若しくは国、

府又は市が行為者であるため許可を要しないも

のとして建築された建築物若しくは建設された

第一種特定工作物で相当期間適正に利用された

もの」に、「規則に」を「規則で」に改め、同

項第５号中「市街化調整区域に関する都市計画

が決定され、又は当該都市計画が変更されてそ

の区域が拡張された際、既に宅地であった土

地」を「線引き前宅地」に、「自己の用に供す

る専用住宅又は第一種低層住居専用地域内に建

築することができる兼用住宅等を建築する目的

で行う」を「おける」に、「若しくは」を「又

は」に、「規則に」を「規則で」に改め、同項

第６号中「市街化調整区域に関する都市計画が

決定され、又は当該都市計画が変更されてその

区域が拡張された際、すでに概成した住宅団地

として市長が指定した区域」を「指定概成団

地」に改め、「自己の」の次に「居住の」を加

え、「専用住宅又は」を「専用住宅若しくは」

に改め、「建築することができる」の次に「自

己の居住の用に供する」を加え、「若しくは用

途の変更」を「又は自己の居住の用に供する専

用住宅若しくは第一種低層住居専用地域内に建

築することができる自己の居住の用に供する兼

用住宅への用途の変更」に改め、同条に次の１

項を加える。 

２ 前項第３号に係る指定区域については前条

第１項第３号に係る指定区域の規定を、前項

第６号に係る指定区域については前条第１項



 
亀 岡 市 公 報 

 25

第８９１号平成３１年４月１５日発行 

第５号に係る指定区域の規定をそれぞれ準用

する。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成３１年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市都市公園条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１５号 

 

亀岡市都市公園条例の一部を改正

する条例 

 

 亀岡市都市公園条例（昭和４４年亀岡市条例

第１２号）の一部を次のように改正する。 

 

 第６条中第１０号を第１１号とし、第１号か

ら第９号までを１号ずつ繰り下げ、同条に第１

号として次の１号を加える。 

⑴ 公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害す

ること。 

 

   附 則 

 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 亀岡市水道事業給水条例等の一部を改正する

条例をここに公布する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１６号 

 

亀岡市水道事業給水条例等の一部

を改正する条例 

 

 （亀岡市水道事業給水条例の一部改正） 

第１条 亀岡市水道事業給水条例（平成２９年

亀岡市条例第３２号）の一部を次のように改

正する。 

 第２７条第１項中「１００分の１０８を乗

じて得た」を「消費税等相当額（消費税法

（昭和６３年法律第１０８号）に基づき消費

税が課される額に同法に基づく税率を乗じて

得た額及び地方税法（昭和２５年法律第  

２２６号）に基づき地方消費税が課される額

に同法に基づく税率を乗じて得た額の合計額

をいう。以下同じ。）を加算した」に改める。 

 第３１条、第３２条第１項並びに第３６条

第１項及び第２項中「１００分の１０８を乗

じて得た」を「消費税等相当額を加算した」

に改める。 

 第４９条第３号中「短期大学」の次に

「（同法に基づく専門職大学の前期課程を含

む。）」を、「卒業した」の次に「（同法に

基づく専門職大学の前期課程を修了した場合

を含む。）」を加え、同条第６号中「よる」

を「基づく」に改め、同条第８号中「又は水

道環境」を削る。 

 第５０条第２号中「卒業した」の次に

「（学校教育法に基づく専門職大学の前期課

程を修了した場合を含む。）」を、「第３号
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に規定する学校を卒業した者」の次に「（同

法に基づく専門職大学の前期課程を修了した

者を含む。）」を加え、同条第４号中「卒業

した」の次に「（当該学科目を修めて学校教

育法に基づく専門職大学の前期課程（以下こ

の号において「専門職大学前期課程」とい

う。）を修了した場合を含む。）」を、「第

３号に規定する学校の卒業者」の次に「（専

門職大学前期課程の修了者を含む。次号にお

いて同じ。）」を加える。 

 附則第９項中「１００分の１０８を乗じて

得た」を「消費税等相当額を加算した」に改

める。 

 （亀岡市下水道条例の一部改正） 

第２条 亀岡市下水道条例（昭和５７年亀岡市

条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

 第３２条第１項中「１００分の１０８を乗

じて得た」を「消費税等相当額（消費税法

（昭和６３年法律第１０８号）に基づき消費

税が課される額に同法に基づく税率を乗じて

得た額及び地方税法（昭和２５年法律第  

２２６号）に基づき地方消費税が課される額

に同法に基づく税率を乗じて得た額の合計額

をいう。第３５条第１項において同じ。）を

加算した」に改める。 

 第３５条第１項中「１００分の１０８を乗

じて得た」を「消費税等相当額を加算した」

に改める。 

（亀岡市飲料水供給施設給水条例の一部改正） 

第３条 亀岡市飲料水供給施設給水条例（昭和

４３年亀岡市条例第１３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第４条第１項中「１００分の１０８を乗じ

て得た」を「消費税等相当額（消費税法（昭

和６３年法律第１０８号）に基づき消費税が

課される額に同法に基づく税率を乗じて得た

額及び地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）に基づき地方消費税が課される額に同法

に基づく税率を乗じて得た額の合計額をいう。

次項において同じ。）を加算した」に改め、

同条第２項中「１００分の１０８を乗じて得

た」を「消費税等相当額を加算した」に改め

る。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行

する。ただし、次の各号に掲げる規定は、平

成３１年１０月１日から施行する。 

⑴ 第１条中亀岡市水道事業給水条例第２７

条第１項、第３１条、第３２条第１項並び

に第３６条第１項及び第２項並びに附則第

９項の改正規定 

⑵ 第２条中亀岡市下水道条例第３２条第１

項及び第３５条第１項の改正規定 

⑶ 第３条中亀岡市飲料水供給施設給水条例

第４条第１項及び第２項の改正規定 

（亀岡市水道事業給水条例の一部改正に伴う

経過措置） 

２ この条例の施行前に行われた技術士法（昭

和５８年法律第２５号）第４条第１項の規定

による第２次試験のうち上下水道部門に係る

ものに合格した者であって、選択科目として

水道環境を選択したものは、第１条の規定に

よる改正後の亀岡市水道事業給水条例第４９

条第８号の適用については、同法第４条第１

項の規定による第２次試験のうち上下水道部

門に係るものに合格した者であって、選択科

目として上水道及び工業用水道を選択したも

のとみなす。 

３ 第１条の規定による改正後の亀岡市水道事

業給水条例第２７条第１項、第３１条及び附

則第９項の規定は、平成３１年１２月１日以

後の検針に係る料金から適用し、同日前の検

針に係る料金については、なお従前の例によ
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る。 

４ 第１条の規定による改正後の亀岡市水道事

業給水条例第３２条第１項の規定は、平成 

３１年１０月１日以後に使用し、又は給水を

行った料金から適用し、同日前に使用し、又

は給水を行った料金については、なお従前の

例による。 

（亀岡市下水道条例の一部改正に伴う経過措

置） 

５ 第２条の規定による改正後の亀岡市下水道

条例第３２条第１項及び第３５条第１項の規

定は、平成３１年１２月１日以後の検針に係

る使用料から適用し、同日前の検針に係る使

用料については、なお従前の例による。 

（亀岡市飲料水供給施設給水条例の一部改正

に伴う経過措置） 

６ 第３条の規定による改正後の亀岡市飲料水

供給施設給水条例第４条第１項及び第２項の

規定は、平成３１年１２月１日以後の検針に

係る料金から適用し、同日前の検針に係る料

金については、なお従前の例による。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市議会委員会条例の一部を改正する条例

をここに公布する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１７号 

 

亀岡市議会委員会条例の一部を改

正する条例 

 

 亀岡市議会委員会条例（昭和４８年亀岡市条

例第４３号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条環境厚生常任委員会の項中第３号を第

４号とし、第２号の次に次の１号を加える。 

⑶ こども未来部の所管に属する事項 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成３１年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市税条例等の一部を改正する条例をここ

に公布する。 

 

  平成３１年３月３１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１８号 

 

亀岡市税条例等の一部を改正する

条例 

 

 （亀岡市税条例の一部改正） 

第１条 亀岡市税条例（昭和３０年亀岡市条例

第３９号）の一部を次のように改正する。 

 第３４条第１項中「においては、法第  

３１４条の７第１項」を「には、同項」に、

「同項第１号に掲げる寄附金」を「同条第２

項に規定する特例控除対象寄附金」に改め、

同条第２項中「第３１４条の７第２項」を

「第 ３１４条の７第１１項」に改める。 

 附則第７条の３の２第１項中「平成４３年
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度」を「平成４５年度」に、「附則第５条の

４の２第６項（同条第９項」を「附則第５条

の４の２第５項（同条第７項」に改め、同条

第２項を削り、同条第３項中「第１項の規定

の適用が」を「前項の規定の適用が」に改め、

同項を同条第２項とする。 

 附則第７条の４中「第３１４条の７第２項

第２号」を「第３１４条の７第１１項第２

号」に改める。 

 附則第９条の見出し中「寄附金控除額」を

「寄附金税額控除」に改め、同条第１項中

「によって」を「により」に、「第３１４条

の７第１項第１号に掲げる寄附金」を「第 

３１４条の７第２項に規定する特例控除対象

寄附金」に、「地方団体に対する寄附金」を

「特例控除対象寄附金」に、「地方団体の

長」を「都道府県の知事又は市町村若しくは

特別区の長（次項及び第３項において「都道

府県知事等」という。）」に改め、同条第２

項及び第３項中「地方団体の長」を「都道府

県知事等」に改める。 

 附則第９条の２中「地方団体に対する寄附

金」を「特例控除対象寄附金」に、「におい

ては」を「には」に改める。 

 附則第１０条の２第４項中「附則第１５条

第３２項第１号イ」を「附則第１５条第３３

項第１号イ」に改め、同条第５項中「附則第

１５条第３２項第１号ロ」を「附則第１５条

第３３項第１号ロ」に改め、同条第６項中

「附則第１５条第３２項第１号ハ」を「附則

第１５条第３３項第１号ハ」に改め、同条第

７項中「附則第１５条第３２項第１号ニ」を

「附則第１５条第３３項第１号ニ」に改め、

同条第８項中「附則第１５条第３２項第１号

ホ」を「附則第１５条第３３項第１号ホ」に

改め、同条第９項中「附則第１５条第３２項

第２号イ」を「附則第１５条第３３項第２号

イ」に改め、同条第１０項中「附則第１５条

第３２項第２号ロ」を「附則第１５条第３３

項第２号ロ」に改め、同条第１１項中「附則

第１５条第３２項第３号イ」を「附則第１５

条第３３項第３号イ」に改め、同条第１２項

中「附則第１５条第３２項第３号ロ」を「附

則第１５条第３３項第３号ロ」に改め、同条

第１３項中「附則第１５条第３２項第３号

ハ」を「附則第１５条第３３項第３号ハ」に

改め、同条第１４項中「附則第１５条第３７

項」を「附則第１５条第３８項」に改め、同

条第１５項中「附則第１５条第４３項」を

「附則第１５条第４４項」に改め、同条第 

１６項中「附則第１５条第４４項」を「附則

第１５条第４５項」に改め、同条第１７項中

「附則第１５条第４６項」を「附則第１５条

第４７項」に改める。 

 附則第１０条の３第１３項を同条第１４項

とし、同条第１２項を同条第１３項とし、同

条第１１項中「附則第１２条第１７項」を

「附則第１２条第１９項」に改め、同項を同

条第１２項とし、同条第１０項第５号中「附

則第１２条第２９項」を「附則第１２条第 

３１項」に改め、同項を同条第１１項とし、

同条第９項を同条第１０項とし、同条第８項

第５号中「附則第１２条第２９項」を「附則

第１２条第３１項」に改め、同項を同条第９

項とし、同条第７項第４号中「附則第１２条

第２１項」を「附則第１２条第２３項」に改

め、同項第６号中「附則第１２条第２２項」

を「附則第１２条第２４項」に改め、同項を

同条第８項とし、同条第６項中「附則第１２

条第１７項」を「附則第１２条第１９項」に

改め、同項を同条第７項とし、同条第５項の

次に次の１項を加える。 

６ 法附則第１５条の８第４項の家屋につい

て、同項の規定の適用を受けようとする者

は、当該年度の初日の属する年の１月３１

日までに次に掲げる事項を記載した申告書 
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に令附則第１２条第１６項に規定する従前の家屋について移転補償金を受けたことを証する書

類を添付して市長に提出しなければならない。 

⑴ 納税義務者の住所及び氏名又は名称 

⑵ 家屋の所在、家屋番号、種類及び床面積 

⑶ 家屋の建築年月日及び登記年月日 

 附則第１３条の２第３項中「第４号」を「第５号」に、「本条」を「この条」に改める。 

 附則第１６条第１項中「法附則第３０条第１項」を「平成１８年３月３１日までに初めて道路

運送車両法第６０条第１項後段の規定による車両番号の指定（次項から第４項までにおいて「初

回車両番号指定」という。）を受けた法附則第３０条第１項」に、「当該軽自動車が初めて道路

運送車両法第６０条第１項後段の規定による車両番号の指定（以下この条において「初回車両番

号指定」という。）を受けた月から起算して１４年を経過した月の属する年度以後の年度分」を

「平成３１年度分」に改め、同条第２項から第４項までを削り、同条第５項中「附則第３０条第

６項第１号及び第２号」を「附則第３０条第２項第１号及び第２号」に、「第２項の表」を「次

の表」に改め、同項に次の表を加える。 

第２号ア ３，９００円 １，０００円

 ６，９００円 １，８００円

 １０，８００円 ２，７００円

 ３，８００円 １，０００円

 ５，０００円 １，３００円

 

 附則第１６条第５項を同条第２項とし、同条第６項中「附則第３０条第７項第１号及び第２

号」を「附則第３０条第３項第１号及び第２号」に改め、「以上の軽自動車」の次に「（ガソリ

ンを内燃機関の燃料として用いるものに限る。以下この項及び次項において同じ。）」を加え、

「第３項の表」を「次の表」に改め、同項に次の表を加える。 

第２号ア ３，９００円 ２，０００円

 
 

６，９００円 ３，５００円

１０，８００円 ５，４００円

 
 

３，８００円 １，９００円

５，０００円 ２，５００円

 

 附則第１６条第６項を同条第３項とし、同条第７項中「附則第３０条第８項第１号及び第２

号」を「附則第３０条第４項第１号及び第２号」に、「第４項の表」を「次の表」に改め、同項

に次の表を加える。 

第２号ア ３，９００円 ３，０００円

 

 

６，９００円 ５，２００円

１０，８００円 ８，１００円

 

 

３，８００円 ２，９００円

５，０００円 ３，８００円
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 附則第１６条第７項を同条第４項とする。 

 附則第１６条の２第１項中「第７項」を

「第４項」に改める。 

第２条 亀岡市税条例の一部を次のように改正

する。 

 第３５条の３中第８項を第９項とし、第７

項を第８項とし、第６項を第７項とし、第５

項の次に次の１項を加える。 

６ 第１項又は第５項の場合において、前年

において支払を受けた給与で所得税法第 

１９０条の規定の適用を受けたものを有す

る者で市内に住所を有するものが、第１項

の申告書を提出するときは、法第３１７条

の２第１項各号に掲げる事項のうち施行規

則で定めるものについては、施行規則で定

める記載によることができる。 

 第３５条の４の２の見出し中「扶養親族申

告書」を「扶養親族等申告書」に改め、同条

第１項中「同項の」を「同項に規定する」に

改め、同項第３号を同項第４号とし、同項第

２号の次に次の１号を加える。 

⑶ 当該給与所得者が単身児童扶養者に該

当する場合には、その旨 

 第３５条の４の３の見出し中「扶養親族申

告書」を「扶養親族等申告書」に改め、同条

第１項中「第２０３条の５第１項」を「第 

２０３条の６第１項」に改め、「ならない

者」の次に「又は法の施行地において同項に

規定する公的年金等（所得税法第２０３条の

７の規定の適用を受けるものを除く。以下こ

の項において「公的年金等」という。）の支

払を受ける者であって、扶養親族（控除対象

扶養親族を除く。）を有する者若しくは単身

児童扶養者である者」を加え、「同項の」を

「所得税法第２０３条の６第１項に規定す

る」に、「同項に規定する公的年金等」を

「公的年金等」に改め、同項第３号を同項第

４号とし、同項第２号の次に次の１号を加え

る。 

⑶ 当該公的年金等受給者が単身児童扶養

者に該当する場合には、その旨 

 第３５条の４の３第２項中「第２０３条の

５第２項」を「第２０３条の６第２項」に改

め、同条第４項中「第２０３条の５第５項」

を「第２０３条の６第６項」に改める。 

 第３５条の５第１項中「によって」を「に

より」に、「同条第７項」を「同条第８項」

に、「第８項」を「第９項」に、「において

は」を「には」に改める。 

 附則第１５条の２に次の３項を加える。 

２ 京都府知事は、当分の間、前項の規定に

より行う軽自動車税の環境性能割の賦課徴

収に関し、三輪以上の軽自動車が法第  

４４６条第１項（同条第２項において準用

する場合を含む。）又は法第４５１条第１

項若しくは第２項（これらの規定を同条第

４項において準用する場合を含む。）の適

用を受ける三輪以上の軽自動車に該当する

かどうかの判断をするときは、国土交通大

臣の認定等（法附則第２９条の９第３項に

規定する国土交通大臣の認定等をいう。次

項において同じ。）に基づき当該判断をす

るものとする。 

３ 京都府知事は、当分の間、第１項の規定

により賦課徴収を行う軽自動車税の環境性

能割につき、その納付すべき額について不

足額があることを附則第１５条の４の規定

により読み替えられた第７６条の６第１項

の納期限（納期限の延長があったときは、

その延長された納期限）後において知った

場合において、当該事実が生じた原因が、

国土交通大臣の認定等の申請をした者が偽

りその他不正の手段（当該申請をした者に

当該申請に必要な情報を直接又は間接に提

供した者の偽りその他不正の手段を含

む。）により国土交通大臣の認定等を受け 
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たことを事由として国土交通大臣が当該国土交通大臣の認定等を取り消したことによるもので

あるときは、当該申請をした者又はその一般承継人を当該不足額に係る三輪以上の軽自動車に

ついて法附則第２９条の１１の規定によりその例によることとされた法第１６１条第１項に規

定する申告書を提出すべき当該三輪以上の軽自動車の取得者とみなして、軽自動車税の環境性

能割に関する規定を適用する。 

４ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の環境性能割の額は、同項の不

足額に、これに１００分の１０の割合を乗じて計算した金額を加算した金額とする。 

 附則第１５条の２を附則第１５条の２の２とし、附則第１５条の次に次の１条を加える。 

 （軽自動車税の環境性能割の非課税） 

第１５条の２ 法第４５１条第１項第１号（同条第４項において準用する場合を含む。）に掲げ

る三輪以上の軽自動車（自家用のものに限る。以下この条において同じ。）に対しては、当該

三輪以上の軽自動車の取得が平成３１年１０月１日から平成３２年９月３０日までの間（附則

第１５条の６第３項において「特定期間」という。）に行われたときに限り、第７５条第１項

の規定にかかわらず、軽自動車税の環境性能割を課さない。 

 附則第１５条の６に次の１項を加える。 

３ 自家用の三輪以上の軽自動車であって乗用のものに対する第７６条の４（第２号に係る部分

に限る。）及び前項の規定の適用については、当該軽自動車の取得が特定期間に行われたとき

に限り、これらの規定中「１００分の２」とあるのは、「１００分の１」とする。 

 附則第１６条中「附則第３０条」を「附則第３０条第１項」に改め、「指定」の次に「（次項

から第４項までにおいて「初回車両番号指定」という。）」を加え、同条に次の３項を加える。 

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる三輪以上の軽自動車に対する第７７条の規

定の適用については、当該軽自動車が平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日までの間

に初回車両番号指定を受けた場合には平成３２年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自

動車が平成３２年４月１日から平成３３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場

合には平成３３年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表

の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第２号ア(ｲ) ３，９００円 １，０００円

第２号ア(ｳ)ａ ６，９００円 １，８００円

 １０，８００円 ２，７００円

第２号ア(ｳ)ｂ ３，８００円 １，０００円

 ５，０００円 １，３００円

 

３ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号に掲げる法第４４６条第１項第３号に規定するガソ

リン軽自動車（以下この項及び次項において「ガソリン軽自動車」という。）のうち三輪以上

のものに対する第７７条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が平成３１年４月１

日から平成３２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成３２年度分の

軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が平成３２年４月１日から平成３３年３月

３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成３３年度分の軽自動車税の種別割に
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限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に

掲げる字句とする。 

第２号ア(ｲ) ３，９００円 ２，０００円

第２号ア(ｳ)ａ ６，９００円 ３，５００円

 １０，８００円 ５，４００円

第２号ア(ｳ)ｂ ３，８００円 １，９００円

 ５，０００円 ２，５００円

 

４ 法附則第３０条第４項第１号及び第２号に掲げるガソリン軽自動車のうち三輪以上のもの

（前項の規定の適用を受けるものを除く。）に対する第７７条の規定の適用については、当該

ガソリン軽自動車が平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日までの間に初回車両番号指

定を受けた場合には平成３２年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が平

成３２年４月１日から平成３３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平

成３３年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に

掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第２号ア(ｲ) ３，９００円 ３，０００円

第２号ア(ｳ)ａ 

 

６，９００円 ５，２００円

１０，８００円 ８，１００円

第２号ア(ｳ)ｂ 

 

３，８００円 ２，９００円

５，０００円 ３，８００円

 

 附則第１６条の２を次のように改める。 

 （軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第１６条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し、三輪以上の軽自動車が前条第２

項から第４項までの規定の適用を受ける三輪以上の軽自動車に該当するかどうかの判断をする

ときは、国土交通大臣の認定等（法附則第３０条の２第１項に規定する国土交通大臣の認定等

をいう。次項において同じ。）に基づき当該判断をするものとする。 

２ 市長は、納付すべき軽自動車税の種別割の額について不足額があることを第７８条第２項の

納期限（納期限の延長があったときは、その延長された納期限）後において知った場合におい

て、当該事実が生じた原因が、国土交通大臣の認定等の申請をした者が偽りその他不正の手段

（当該申請をした者に当該申請に必要な情報を直接又は間接に提供した者の偽りその他不正の

手段を含む。）により国土交通大臣の認定等を受けたことを事由として国土交通大臣が当該国

土交通大臣の認定等を取り消したことによるものであるときは、当該申請をした者又はその一

般承継人を賦課期日現在における当該不足額に係る三輪以上の軽自動車の所有者とみなして、

軽自動車税の種別割に関する規定（第８２条及び第８２条の２の規定を除く。）を適用する。 

３ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の種別割の額は、同項の不足額

に、これに１００分の１０の割合を乗じて計算した金額を加算した金額とする。 
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第３条 亀岡市税条例の一部を次のように改正

する。 

 第２４条第１項第２号中「又は寡夫」を 

「、寡夫又は単身児童扶養者」に改める。 

 附則第１６条第１項中「第４項」を「第５

項」に改め、同条に次の１項を加える。 

５ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号

に掲げる三輪以上の軽自動車のうち、自家

用の乗用のものに対する第７７条の規定の

適用については、当該軽自動車が平成３３

年４月１日から平成３４年３月３１日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には

平成３４年度分の軽自動車税の種別割に限

り、当該軽自動車が平成３４年４月１日か

ら平成３５年３月３１日までの間に初回車

両番号指定を受けた場合には平成３５年度

分の軽自動車税の種別割に限り、第２項の

表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。 

 附則第１６条の２第１項中「第４項」を

「第５項」に改める。 

（亀岡市税条例等の一部を改正する条例の一

部改正） 

第４条 亀岡市税条例等の一部を改正する条例

（平成２９年亀岡市条例第５号）の一部を次

のように改正する。 

 第１条の２のうち、亀岡市税条例附則第 

１５条の２の次に４条を加える改正規定（同

条例附則第１５条の６第２項に係る部分に限

る。）中「については」の次に「、当分の

間」を加え、同条例附則第１６条第１項の改

正規定中「初めて道路運送車両法第６０条第

１項後段の規定による」を「最初の法第  

４４４条第３項に規定する」を「平成１８年

３月３１日までに初めて道路運送車両法第 

６０条第１項後段の規定による車両番号の指

定（次項から第４項までにおいて「初回車両

番号指定」という。）を受けた法附則第３０

条第１項」を「法附則第３０条」に、「平成

３１年度分」を「当該軽自動車が最初の法第

４４４条第３項に規定する車両番号の指定を

受けた月から起算して１４年を経過した月の

属する年度以後の年度分」に改める。 

（亀岡市税条例等の一部を改正する条例の一

部改正） 

第５条 亀岡市税条例等の一部を改正する条例

（平成３０年亀岡市条例第３２号）の一部を

次のように改正する。 

 第１条のうち、亀岡市税条例第４６条第１

項の改正規定中「及び第１１項」を「、第 

１１項及び第１３項」に改め、同条に３項を

加える改正規定中「３項」を「８項」に改め、

同改正規定（同条第１０項に係る部分に限

る。）中「次項」の次に「及び第１２項」を

加え、「その他施行規則で定める方法」を削

り、同改正規定（同条第１２項に係る部分に

限る。）中「申告は、」の次に「申告書記載

事項が」を加え、同改正規定に次のように加

える。 

１３ 第１０項の内国法人が、電気通信回線

の故障、災害その他の理由により地方税関

係手続用電子情報処理組織を使用すること

が困難であると認められる場合で、かつ、

同項の規定を適用しないで納税申告書を提

出することができると認められる場合にお

いて、同項の規定を適用しないで納税申告

書を提出することについて市長の承認を受

けたときは、当該市長が指定する期間内に

行う同項の申告については、前３項の規定

は、適用しない。法人税法第７５条の４第

２項の申請書を同項に規定する納税地の所

轄税務署長に提出した第１０項の内国法人

が、当該税務署長の承認を受け、又は当該

税務署長の却下の処分を受けていない旨を

記載した施行規則で定める書類を、納税申
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告書の提出期限の前日までに、又は納税申

告書に添付して当該提出期限までに、市長

に提出した場合における当該税務署長が指

定する期間内に行う第１０項の申告につい

ても、同様とする。 

１４ 前項前段の承認を受けようとする内国

法人は、同項前段の規定の適用を受けるこ

とが必要となった事情、同項前段の規定に

よる指定を受けようとする期間その他施行

規則で定める事項を記載した申請書に施行

規則で定める書類を添付して、当該期間の

開始の日の１５日前までに、これを市長に

提出しなければならない。 

１５ 第１３項の規定の適用を受けている内

国法人は、第１０項の申告につき第１３項

の規定の適用を受けることをやめようとす

るときは、その旨その他施行規則で定める

事項を記載した届出書を市長に提出しなけ

ればならない。 

１６ 第１３項前段の規定の適用を受けてい

る内国法人につき、法第３２１条の８第 

５１項の処分又は前項の届出書の提出が 

あったときは、これらの処分又は届出書の

提出があつた日の翌日以後の第１３項前段

の期間内に行う第１０項の申告については、

第１３項前段の規定は適用しない。ただし、

当該内国法人が、同日以後新たに同項前段

の承認を受けたときは、この限りでない。 

１７ 第１３項後段の規定の適用を受けてい

る内国法人につき、第１５項の届出書の提

出又は法人税法第７５条の４第３項若しく

は第６項（同法第８１条の２４の３第２項

において準用する場合を含む。）の処分が

あったときは、これらの届出書の提出又は

処分があった日の翌日以後の第１３項後段

の期間内に行う第１０項の申告については、

第１３項後段の規定は適用しない。ただし、

当該内国法人が、同日以後新たに同項後段

の書類を提出したときは、この限りでない。 

 附則第１条第５号中「３項」を「８項」に

改める。 

 附則第２条第３項中「第１２項」を「第 

１７項」に改める。 

 （亀岡市都市計画税条例の一部改正） 

第６条 亀岡市都市計画税条例（昭和３２年亀

岡市条例第２号）の一部を次のように改正す

る。 

 附則第１６項中「第１７項、第１８項、第

２０項から第２４項まで、第２６項」を「第

１８項、第１９項、第２１項から第２５項ま

で」に、「第３１項、第３５項、第３９項、

第４２項、第４３項、第４４項若しくは第 

４７項」を「第２８項、第３２項、第３６項、

第４０項、第４３項から第４５項まで若しく

は第４８項から第５０項まで」に改める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成３１年４月１日から

施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

⑴ 第１条中亀岡市税条例第３４条の改正規

定並びに同条例附則第７条の３の２、第７

条の４、第９条及び第９条の２の改正規定

並びに次条第２項から第４項までの規定 

平成３１年６月１日 

⑵ 第２条（次号に掲げる改正規定を除

く。）及び附則第７条の規定 平成３１年

１０月１日 

⑶ 第２条中亀岡市税条例第３５条の３中第

８項を第９項とし、第７項を第８項とし、

第６項を第７項とし、第５項の次に１項を

加える改正規定並びに第３５条の４の２、

第３５条の４の３及び第３５条の５第１項

の改正規定並びに附則第３条の規定 平成 
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３２年１月１日 

⑷ 第３条中亀岡市税条例第２４条の改正規定及び附則第４条の規定 平成３３年１月１日 

⑸ 第３条（前号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第８条の規定 平成３３年４月１日 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、第１条の規定による改正後の亀岡市税条例（以下「新条

例」という。）の規定中個人の市民税に関する部分は、平成３１年度以後の年度分の個人の市民

税について適用し、平成３０年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

２ 新条例第３４条並びに附則第７条の４及び第９条の２の規定は、平成３２年度以後の年度分の

個人の市民税について適用し、平成３１年度分までの個人の市民税については、なお従前の例に

よる。 

３ 新条例第３４条第１項及び附則第９条の２の規定の適用については、平成３２年度分の個人の

市民税に限り、次の表の左欄に掲げる新条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表

の右欄に掲げる字句とする。 

第３４条 特例控除対象

寄附金 

特例控除対象寄附金又は同条第１項第１号に掲

げる寄附金（平成３１年６月１日前に支出した

ものに限る。） 

附則第９条

の２ 

特例控除対象

寄附金 

特例控除対象寄附金又は法第３１４条の７第１

項第１号に掲げる寄附金（平成３１年６月１日

前に支出したものに限る。） 

送付 送付又は亀岡市税条例等の一部を改正する条例

（平成３１年亀岡市条例第 号）附則第２条第

４項の規定によりなお従前の例によることとさ

れる同条例第１条の規定による改正前の亀岡市

税条例附則第９条第３項の規定による同条第１

項に規定する申告特例通知書の送付 

 

４ 新条例附則第９条第１項から第３項までの規定は、市民税の所得割の納税義務者が前条第１号

に掲げる規定の施行の日以後に支出する地方税法等の一部を改正する法律（平成３１年法律第２

号。以下この項において「改正法」という。）第１条の規定による改正後の地方税法（昭和２５

年法律第２２６号）第３１４条の７第２項に規定する特例控除対象寄附金について適用し、市民

税の所得割の納税義務者が同日前に支出した改正法第１条の規定による改正前の地方税法第  

３１４条の７第１項第１号に掲げる寄附金については、なお従前の例による。 

第３条 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後の亀岡市税条例（次項及び第３項において

「３２年新条例」という。）第３５条の３第６項の改正規定は、同号に掲げる規定の施行の日以

後に平成３２年度以後の年度分の個人の市民税に係る申告書を提出する場合について適用し、同

日前に当該申告書を提出した場合及び同日以後に平成３１年度分までの個人の市民税に係る申告

書を提出する場合については、なお従前の例による。 
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２ ３２年新条例第３５条の４の２第１項（第

３号に係る部分に限る。）の規定は、附則第

１条第３号に掲げる規定の施行の日以後に支

払を受けるべき亀岡市税条例第３５条の３第

１項に規定する給与について提出する３２年

新条例第３５条の４の２第１項及び第２項に

規定する申告書について適用する。 

３ ３２年新条例第３５条の４の３第１項の規

定は、附則第１条第３号に掲げる規定の施行

の日以後に支払を受けるべき所得税法等の一

部を改正する法律（平成３１年法律第６号）

第１条の規定による改正後の所得税法（昭和

４０年法律第３３号。以下この項において

「新所得税法」という。）第２０３条の６第

１項に規定する公的年金等（新所得税法第 

２０３条の７の規定の適用を受けるものを除

く。）について提出する３２年新条例第３５

条の４の３第１項に規定する申告書について

適用する。 

第４条 附則第１条第４号に掲げる規定による

改正後の亀岡市税条例第２４条第１項（第２

号に係る部分に限る。）の規定は、平成３３

年度以後の年度分の個人の市民税について適

用し、平成３２年度分までの個人の市民税に

ついては、なお従前の例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第５条 新条例の規定中固定資産税に関する部

分は、平成３１年度以後の年度分の固定資産

税について適用し、平成３０年度分までの固

定資産税については、なお従前の例による。 

 （軽自動車税に関する経過措置） 

第６条 新条例の規定中軽自動車税に関する部

分は、平成３１年度分の軽自動車税について

適用し、平成３０年度分までの軽自動車税に

ついては、なお従前の例による。 

第７条 別段の定めがあるものを除き、附則第

１条第２号に掲げる規定による改正後の亀岡

市税条例（以下「３１年１０月新条例」とい

う。）の規定中軽自動車税の環境性能割に関

する部分は、同号に掲げる規定の施行の日以

後に取得された三輪以上の軽自動車に対して

課する軽自動車税の環境性能割について適用

する。 

２ ３１年１０月新条例の規定中軽自動車税の

種別割に関する部分は、平成３２年度以後の

年度分の軽自動車税の種別割について適用す

る。 

第８条 附則第１条第５号に掲げる規定による

改正後の亀岡市税条例の規定は、平成３３年

度以後の年度分の軽自動車税の種別割につい

て適用し、平成３２年度分までの軽自動車税

の種別割については、なお従前の例による。 

 

「掲示済」 
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規 則 
 

 亀岡市助産施設及び母子生活支援施設の入所

に関する規則の一部を改正する規則をここに公

布する。 

 

   平成３１年３月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第５号 

 

亀岡市助産施設及び母子生活支援

施設の入所に関する規則の一部を

改正する規則 

 

 亀岡市助産施設及び母子生活支援施設の入所

に関する規則（平成２９年亀岡市規則第１９

号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表備考３第２号中「第６条第１項及び第２

項」を「第６条第１項又は第２項」に改め、

「配偶者のない者で」の次に「あって、民法

（明治２９年法律第８９号）第８７７条の規定

に基づき、」を加え、同表備考５を備考６とし、

備考４を備考５とし、同表備考３の次に次のよ

うに加える。 

４ 次の⑴から⑶までのいずれかに該当する者

については、地方税法第２９２条第１項第 

１１号に規定する寡婦又は同項第１２号に規

定する寡夫とみなし、その者の前年の所得

（地方税法第３１３条第１項に規定する所得

の合計額。１月から６月までの間の利用にお

いては、前々年とする。以下同じ。）が同法

第２９５条の規定に該当するときは、市町村

民税非課税として取扱う。また、上記により

寡婦又は寡夫とみなした者であって、市町村

民税非課税として取り扱う者以外の者につい

ては、１における所得割の額を計算する場合

には、総所得金額、退職所得金額又は山林所

得金額から、⑴又は⑶に該当する場合にあっ

ては２６万円を、⑵に該当する場合にあって

は３０万円を控除するものとし、２における

所得税の額を計算する場合には、総所得金額、

退職所得金額又は山林所得金額から、⑴又は

⑶に該当する場合にあっては２７万円を、⑵

に該当する場合にあっては３５万円を控除す

るものとする。 

⑴ 婚姻によらないで母となった女子であっ

て、現に婚姻をしていないもののうち、扶

養親族その他その者と生計を一にする子

（前年の所得が所得税法第８６条第１項の

規定により控除される額（以下「基礎控除

額」という。）以下である子（他の者の控

除対象配偶者又は扶養親族である者を除く。

以下同じ。））を有するもの（⑵に掲げる

者を除く。） 

⑵ ⑴に掲げる者のうち、扶養親族である子

を有し、かつ、前年の所得が５００万円以

下であるもの 

⑶ 婚姻によらないで父となった男子であっ

て、現に婚姻をしていないもののうち、そ

の者と生計を一にする子（前年の所得が基

礎控除額以下である子）を有し、前年の所

得が５００万円以下であるもの 

 

   附 則 

 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市営特定目的住宅条例の一部を改正する

条例の施行期日を定める規則をここに公布する。 

 

   平成３１年３月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第６号 

 

亀岡市営特定目的住宅条例の一部

を改正する条例の施行期日を定め

る規則 

 

 亀岡市営特定目的住宅条例の一部を改正する

条例（平成３０年亀岡市条例第４２号）の附則

に規定する規則で定める日は、平成３１年３月

１４日とする。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市路上喫煙の規制に関する条例の一部の

施行期日を定める規則をここに公布する。 

 

   平成３１年３月２０日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第７号 

 

亀岡市路上喫煙の規制に関する条

例の一部の施行期日を定める規則 

 

 亀岡市路上喫煙の規制に関する条例（平成 

３０年亀岡市条例第３４号）附則ただし書に規

定する規定の施行期日は、平成３１年７月１日

とする。 

「掲示済」 
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 亀岡市事務分掌規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第８号 

 

亀岡市事務分掌規則の一部を改正する規則 

 

 亀岡市事務分掌規則（平成１２年亀岡市規則第２号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表第１市長公室の部光秀大河推進課の項を削り、同表健康福祉部の部こども未来課の項及び保

育課の項を削り、同部の次に次のように加える。 

こども未来
部 

子育て支援課 こども政策係 こども支援係 こども給付係 
母子健康係 

保育課 保育政策係 保育幼稚園係 

 

 別表第１産業観光部の部商工観光課の項の次に次のように加える。 

光秀大河推進課  

 

 別表第１まちづくり推進部の部桂川・道路整備課の項中「整備係」を「整備係 用地係」に改め、

同部土木管理課の項中「用地係」を削る。 

 別表第２健康福祉部の項の次に次のように加える。 

こども未来部 子育て支援課 

 

 別表第３市長公室の部光秀大河推進課の項を削り、同表環境市民部の部環境政策課の項中「啓蒙

及び」を削り、同表健康福祉部の部地域福祉課の項中「旧厚生会館に関すること。」を削り、同部

こども未来課の項及び保育課の項を削り、同部の次に次のように加える。 

こども未来部 子育て支援課 少子化対策の総合調整に関すること（他の部課等の所管

に属するものを除く。）。 

青少年の健全育成に関すること。 

青少年問題協議会に関すること。 

要保護児童対策地域協議会に関すること。 

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。別に定めるも

のを除く。）に関すること。 

児童手当及び児童扶養手当に関すること。 

助産施設の入所に関すること。 

母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第 

１２９号）に関すること。 
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  家庭児童相談室に関すること。 

こども医療に関すること。 

ひとり親家庭医療に関すること。 

子ども・子育て支援事業計画に関すること。 

未熟児養育医療に関すること。 

妊産婦及び乳幼児の保健指導に関すること。 

新生児及び未熟児の訪問指導に関すること。 

妊婦及び乳幼児の健康診査に関すること。 

妊産婦及び乳幼児の栄養摂取の援助に関すること。 

妊婦の届出に関すること。 

低体重児の届出に関すること。 

発達支援事業に関すること。 

母子保健事業に関すること。 

不妊・不育治療に関すること。 

保健センターの管理運営に関すること。 

亀岡市子どもの権利条例に基づく基本計画に関するこ

と。 

部の総務担当課事務に関すること。 

 保育課 保育の方針及び計画に関すること。 

保育所施設の整備及び管理に関すること。 

保育所及び市立幼稚園の運営指導（他の部課等の所管に

属するものを除く。）及び連絡調整に関すること。 

保育所及び市立幼稚園の入退所（園）に関すること。 

保育料の調定及び徴収に関すること。 

その他保育に関すること。 

その他市立幼稚園（他の部課等の所管に属するものを除

く。）に関すること。 

 

 別表第３産業観光部の部商工観光課の項の次に次のように加える。 

光秀大河推進

課 

「光秀公のまち」大河プロジェクトに関すること。 

 

 別表第３まちづくり推進部の部まちづくり交通課の項中「（仮称）」を削り、同部桂川・道路整

備課の項中 

「京都丹波基幹交通整備協議会に関すること。」を 

「京都丹波基幹交通整備協議会に関すること。 

 道路及び河川に係る用地補償契約事務に関すること。 

 土地の収用及び使用に関すること。 

 地価の公示に関すること。 

 買収用地等の取得状況調査に関すること。 

 用地対策連絡協議会に関すること。        」に改め、 
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同部土木管理課の項中 

「土地の収用及び使用に関すること。 

 地価の公示に関すること。 

 買収用地等の取得状況調査に関すること。 

 用地対策連絡協議会に関すること。   」を削る。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市副市長事務担任規則等の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第９号 

 

亀岡市副市長事務担任規則等の一部を改正する規則 

 

 （亀岡市副市長事務担任規則の一部改正） 

第１条 亀岡市副市長事務担任規則（昭和３８年亀岡市規則第９号）の一部を次のように改正する。 

 第２条中「健康福祉部」の次に「、こども未来部」を加える。 

 （亀岡市文書取扱規則の一部改正） 

第２条 亀岡市文書取扱規則（平成１３年亀岡市規則第２７号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１光秀大河推進課の項を削り、同表中 

「 
                           を 

                          」 

「 

                           に、 

                          」 

「 
                           を 

                          」 

 こども未来課 こ未 

こども未来部  

 子育て支援課 子育 

 商工観光課 商観 
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「 

                           に、 

                          」 

「 

                           を 

                          」 

「 

                           に改める。 

                          」 

 （亀岡市公印規則の一部改正） 

第３条 亀岡市公印規則（昭和３０年亀岡市規則第６号）の一部を次のように改正する。 

        「         「 

 

 別表１１の項中          を         に改め、 

 

                 」         」 

同表１３の項中 

「 

府民税、市税の更正（決定）通知書、過誤納

金還付通知書及び過誤納金充当通知書 

                       」を 

「 

府民税、市税の更正（決定）通知書、過誤納

金還付通知書、過誤納金充当通知書、減免決

定通知書及び口座振替領収済通知書 

                       」に改める。 

 （出納員及びその他の会計職員設置規則の一部改正） 

第４条 出納員及びその他の会計職員設置規則（昭和３９年亀岡市規則第６号）の一部を次のよう

に改正する。 

 別表８の項中「こども未来課長」を「子育て支援課長」に、「こども未来課担当職員」を「子

育て支援課担当職員」に改め、同表中３６の項を削り、３７の項を３６の項とし、３８の項を削

り、３９の項を３７の項とし、同項の次に次のように加える。 

38 新修亀岡市史及び文化財
等に関する冊子に係る費用
の収納 

歴史文化財課長 歴史文化財課担
当職員 
文化資料館長 
文化資料館担当
職員 

 

 

 商工観光課 商観 

 光秀大河推進課 光 

 社会教育課 教社 

 社会教育課 教社 

 歴史文化財課 教歴 

こども未来

課長 
子育て支援

課長 
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 別表４０の項中「社会教育課長」を「歴史文化財課長」に、 

「文化資料館長 

 文化資料館担当職員」を 

「歴史文化財課担当職員 

 文化資料館長 

 文化資料館担当職員 」に改め、同項を３９の項とし、同表中４１の項を４０の項とし、４２

の項を４１の項とする。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市臨時的任用職員取扱規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１０号 

 

亀岡市臨時的任用職員取扱規則の一部を改正する規則 

 

 亀岡市臨時的任用職員取扱規則（平成８年亀岡市規則第８号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１４条第２項中「、６月に支給する場合においては１００分の１２２．５、１２月に支給する

場合においては１００分の１３７．５」を「１００分の１３０」に改める。 

 別表第１中 

「 

 

 

                        を 

 

 

                       」 

一般事務 151,156円

保育士、幼稚園教諭⑴ 163,452円

保育士、幼稚園教諭⑵ 167,798円

看護師 169,388円

保健師 196,948円
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「 

 

 

                        に、 

 

 

                       」 

「 

一般事務 6,550円 4,950円 7,000円 900円 

保育士 6,550円 5,000円 7,000円 910円 

                                      」を 

「 

一般事務 6,750円 5,150円 7,250円 930円 

保育士、司書等 6,850円 5,200円 7,300円 940円 

                                      」に改める。 

 別表第４の備考に次のように加える。 

３ この表において週所定勤務日数と年所定勤務日数に差異が生じる場合は、年所定勤務日数の欄

を適用する。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市非常勤職員取扱規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１１号 

 

亀岡市非常勤職員取扱規則の一部を改正する規則 

 

 亀岡市非常勤職員取扱規則（平成８年亀岡市規則第９号）の一部を次のように改正する。 

 

一般事務 152,746円

保育士、幼稚園教諭⑴ 165,042円

保育士、幼稚園教諭⑵ 169,388円

看護師、養護師、学芸員 170,978円

保健師、管理栄養士 198,432円
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 別表第１中 

「 

定型的な嘱託業務を行う職 7,350円（1,009円） 126,800円（4,372円） 

一般的な資格又は知識経験
等を要する嘱託業務を行う
職 

7,800円（1,072円） 134,800円（4,645円） 

特定の資格又は知識経験等
を要する嘱託業務を行う職 

8,350円（1,151円） 144,700円（4,988円） 

専門の資格及び知識経験を
要する嘱託業務を行う職 

8,950円（1,230円） 154,700円（5,332円） 

特定の専門資格及び知識経
験を要する嘱託業務を行う
職 

9,550円（1,315円） 165,300円（5,697円） 

高度な専門資格及び知識経
験を要する嘱託業務を行う
職 

10,050円（1,385円） 174,000円（6,000円） 

特に高度な専門資格及び知
識経験を要する嘱託業務を
行う職 

12,700円（1,748円） 219,800円（7,576円） 

長期の特別の職務経験を要
する嘱託業務を行う職 

9,900円（1,363円） 171,400円（5,908円） 

主任に相当する嘱託業務を
行う職 

11,850円（1,628円） 204,700円（7,056円） 

特定の資格を要する主任に
相当する嘱託業務を行う職 

12,450円（1,716円） 215,700円（7,435円） 

専門の資格を要する主任に
相当する嘱託業務を行う職 

13,050円（1,799円） 226,100円（7,796円） 

再任用職員３級に相当する
嘱託業務を行う職 

14,050円（1,932円） 242,900円（8,373円） 

再任用職員４級に相当する
嘱託業務を行う職 

15,150円（2,086円） 262,200円（9,039円） 

                                         」を 
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「 

定型的な嘱託業務を行う職 7,400円（1,020円） 128,200円（4,418円） 

子育て支援員研修修了資格
を要する嘱託業務を行う職 

7,550円（1,036円） 130,200円（4,489円） 

一般的な資格又は知識経験
等を要する嘱託業務を行う
職 

7,850円（1,083円） 136,100円（4,691円） 

特定の資格又は知識経験等
を要する嘱託業務を行う職 

8,450円（1,162円） 146,000円（5,034円） 

専門の資格及び知識経験を
要する嘱託業務を行う職 

9,000円（1,241円） 156,000円（5,378円） 

特定の専門資格及び知識経
験を要する嘱託業務を行う
職 

9,650円（1,325円） 166,500円（5,740円） 

高度な専門資格及び知識経
験を要する嘱託業務を行う
職 

10,150円（1,393円） 175,100円（6,037円） 

特に高度な専門資格及び知
識経験を要する嘱託業務を
行う職 

12,750円（1,752円） 220,200円（7,591円） 

長期の特別の職務経験を要
する嘱託業務を行う職 

10,000円（1,373円） 172,500円（5,948円） 

主任に相当する嘱託業務を
行う職 

11,900円（1,636円） 205,700円（7,090円） 

特定の資格を要する主任に
相当する嘱託業務を行う職 

12,500円（1,722円） 216,500円（7,463円） 

専門の資格を要する主任に
相当する嘱託業務を行う職 

13,100円（1,805円） 226,900円（7,824円） 

再任用職員３級に相当する
嘱託業務を行う職 

14,100円（1,942円） 244,100円（8,416円） 

再任用職員４級に相当する
嘱託業務を行う職 

15,250円（2,097円） 263,500円（9,086円） 

                                        」に、 

「       「 
       を       に改める。 
      」       」 

 別表第３の備考に次のように加える。 

３ この表において週所定勤務日数と年所定勤務日数に差異が生じる場合は、年所定勤務日数の欄

を適用する。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

900円 930円 
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 亀岡市職員の勤務時間、休暇等に関する条例

施行規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１２号 

 

亀岡市職員の勤務時間、休暇等に

関する条例施行規則の一部を改正

する規則 

 

 亀岡市職員の勤務時間、休暇等に関する条例

施行規則（平成２１年亀岡市規則第７号）の一

部を次のように改正する。 

 

 第８条第１項中「条例第８条第２項の規定に

より正規の勤務時間以外の時間において職員に

勤務すること」を「職員に時間外勤務（条例第

８条第２項の規定に基づき命ぜられて行う勤務

をいう。以下同じ。）」に改め、同条第２項中

「条例第８条第２項の規定により正規の勤務時

間以外の時間において再任用短時間勤務職員等

（条例第２条第３項及び第４項に規定する職員

をいう。以下同じ。）に勤務すること」を「再

任用短時間勤務職員等に時間外勤務」に改める。 

 第８条の２を第８条の３とし、第８条の次に

次の１条を加える。 

 （時間外勤務を命ずる時間及び月数の上限） 

第８条の２ 任命権者は、職員に時間外勤務を

命ずる場合には、次の各号に掲げる職員の区

分に応じ、それぞれ当該各号に定める時間及

び月数の範囲内で必要最小限の時間外勤務を

命ずるものとする。 

⑴ 次号に規定する部署以外の部署に勤務す

る職員 次に掲げる職員の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める時間及び月数（アにあっ

ては、時間） 

ア イに掲げる職員以外の職員 次の及

びに定める時間 

 １月において時間外勤務を命ずる時

間について４５時間 

 １年において時間外勤務を命ずる時

間について３６０時間 

イ １年において勤務する部署が次号に規

定する部署からこの号に規定する部署と

なった職員 次の及びに定める時間

及び月数 

 １年において時間外勤務を命ずる時

間について７２０時間 

 ア及び次号（イを除く。）に規定す

る時間及び月数並びに職員の健康及び

福祉を考慮して、市長が定める期間に

おいて市長が定める時間及び月数 

⑵ 他律的業務（業務量、業務の実施時期そ

の他の業務の遂行に関する事項を自ら決定

することが困難な業務をいう。）の比重が

高い部署として任命権者が指定するものに

勤務する職員 次のアからエまでに定める

時間及び月数 

ア １月において時間外勤務を命ずる時間

について１００時間未満 

イ １年において時間外勤務を命ずる時間

について７２０時間 

ウ １月ごとに区分した各期間に当該各期

間の直前の１月、２月、３月、４月及び

５月の期間を加えたそれぞれの期間にお

いて時間外勤務を命ずる時間の１月当た

りの平均時間について８０時間 

エ １年のうち１月において４５時間を超

えて時間外勤務を命ずる月数について６

月 

２ 任命権者が、特例業務（大規模災害等への

対処その他の重要な業務であって特に緊急に



 
亀 岡 市 公 報 

 48 

第８９１号平成３１年４月１５日発行 

処理することを要するものと任命権者が認め

るものをいう。以下この項において同じ。）

に従事する職員に対し、前項各号に規定する

時間又は月数を超えて時間外勤務を命ずる必

要がある場合については、同項（当該超える

こととなる時間又は月数に係る部分に限

る。）の規定は、適用しない。市長が定める

期間において特例業務に従事していた職員に

対し、同項各号に規定する時間又は月数を超

えて時間外勤務を命ずる必要がある場合とし

て市長が定める場合も、同様とする。 

３ 任命権者は、前項の規定により、第１項各

号に規定する時間又は月数を超えて職員に時

間外勤務を命ずる場合には、当該超えた部分

の時間外勤務を必要最小限のものとし、かつ、

当該職員の健康の確保に最大限の配慮をする

とともに、当該時間外勤務を命じた日が属す

る当該時間又は月数の算定に係る１年の末日

の翌日から起算して６月以内に、当該時間外

勤務に係る要因の整理、分析及び検証を行わ

なければならない。 

４ 前３項に定めるもののほか、職員に時間外

勤務を命ずる場合における時間及び月数の上

限に関し必要な事項は、市長が定める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３１年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 管理職手当支給規則の一部を改正する規則を

ここに公布する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１３号 

 

管理職手当支給規則の一部を改正

する規則 

 

 管理職手当支給規則（昭和３４年亀岡市規則

第７号）の一部を次のように改正する。 

 

 附則第３項を削る。 

 別表第１中「、文化資料館長」を削る。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３１年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市福祉事務所設置条例施行規則の一部を

改正する規則をここに公布する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１４号 

 

亀岡市福祉事務所設置条例施行規

則の一部を改正する規則 
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 亀岡市福祉事務所設置条例施行規則（平成 

１３年亀岡市規則第２３号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

 第２条中「、高齢福祉課、こども未来課」を

「及び高齢福祉課並びにこども未来部子育て支

援課」に改める。 

 第３条第１項中「所長」の次に「及び副所

長」を加え、同条第３項中「、高齢福祉課、こ

ども未来課」を「及び高齢福祉課並びにこども

未来部子育て支援課」に改め、同項を同条第４

項とし、同項の前に次の１項を加える。 

３ 副所長は、こども未来部長をもって充てる。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３１年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市災害弔慰金の支給等に関する条例施行

規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１５号 

 

亀岡市災害弔慰金の支給等に関す

る条例施行規則の一部を改正する

規則 

 

 亀岡市災害弔慰金の支給等に関する条例施行

規則（昭和４９年亀岡市規則第１１号）の一部

を次のように改正する。 

 

 第６条第１項第４号中「保証人」を「保証人

を立てる場合は、保証人」に改める。 

 第９条中「保証人の連署した」を削り、「以

下「借用書」という。）」の次に「（保証人を

立てる場合は、保証人の連署した借用書）」を

加え、「及び保証人の印鑑証明書」を「の印鑑

証明書（保証人を立てる場合は、借受人及び保

証人の印鑑証明書）」に改める。 

 第１８条を第１９条とし、第１７条を第１８

条とし、第１６条を第１７条とする。 

 第１５条第１項中「一部の償還」の次に「免

除」を加え、同条を第１６条とする。 

 第１４条を第１５条とし、第１１条から第 

１３条までを１条ずつ繰り下げ、第１０条の次

に次の１条を加える。 

 （利率） 

第１１条 保証人を立てない場合における資金

の貸付利率は、措置期間中は無利子とし、据

置期間経過後はその利率を延滞の場合を除き

年１．５パーセントとする。 
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 別記第２号様式中 

「 

 

                                    」 

を 

「 

 

                                    」 

に改める。 

         「償還方法  年賦・半年賦   「償還方法  年賦・半年賦・月賦 
 別記第３号様式中

 利  子  年３パーセント」
を
 利  子           」

に、
 

「⑷ あなたと保証人の印鑑証明書各１通」を 

「⑷ あなたの印鑑証明書 

 ⑸ 保証人の印鑑証明書（保証人を立てる場合のみ）」に改める。 

 別記第５号様式中「年３％」を削る。 

 別記第６号様式中「第１２条関係」を「第１３条関係」に改める。 

 別記第７号様式中「第１３条関係」を「第１４条関係」に、 

「 

                   を 

                  」 

「 

 

                   に改める。 

 

                  」 

 別記第８号様式中「第１３条関係」を「第１４条関係」に改める。 

 別記第９号様式中「第１３条関係」を「第１４条関係」に改める。 

 別記第１０号様式中「第１４条関係」を「第１５条関係」に、「猶予」を「免除」に改める。 

 別記第１１号様式中「第１４条関係」を「第１５条関係」に改める。 

 別記第１２号様式中「第１４条関係」を「第１５条関係」に改める。 

 別記第１３号様式中「第１５条関係」を「第１６条関係」に、 

「                 「 

                 を                 に改める。 

                」                 」 

 別記第１４号様式中「第１５条関係」を「第１６条関係」に、「年利１０．７５％」を「年

５％」に改める。 

 別記第１５号様式中「第１５条関係」を「第１６条関係」に、「１０．７５％」を「５％」に改

める。 

 

１ 年 賦      ２ 半年賦 

１ 年 賦      ２ 半年賦      ３ 月 賦 

１ 年賦  ２ 半年賦 

１ 年賦 

２ 半年賦 

３ 月賦 

年賦・半年賦・月賦 年賦・半年賦 
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 別記第１６号様式中「第１７条関係」を「第

１８条関係」に改める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成３１年４月１日から施行

する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正後の亀岡市災害弔慰金

の支給等に関する条例施行規則の規定は、こ

の規則の施行の日前に生じた災害により被害

を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金

の貸付けについては、適用しない。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市都市計画法に基づく開発許可等の基準

に関する条例施行規則の一部を改正する規則を

ここに公布する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１６号 

 

亀岡市都市計画法に基づく開発許

可等の基準に関する条例施行規則

の一部を改正する規則 

 

 亀岡市都市計画法に基づく開発許可等の基準

に関する条例施行規則（平成２８年亀岡市規則

第４０号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条の見出しを削り、同条の前に見出しと

して「（指定区域の要件）」を付し、同条に次

の１項を加える。 

２ 条例第６条第１項第２号の規則で定める道

路の幅員は、次に掲げるものとする。 

⑴ 指定区域内の道路の幅員は、６メートル

以上とする。 

⑵ 指定区域内の道路が接続する指定区域外

の道路の幅員は、６．５メートル以上とす

る。 

 第３条を次のように改める。 

第３条 条例第８条第１項第３号の規則で定め

る要件は、次に掲げるものとする。 

⑴ 土地の区域における居住者の減少等に伴

い地域コミュニティの維持が困難な既存集

落であること。 

⑵ 敷地間隔が１００メートル以内にあるお

おむね５０以上の建築物が連たんしている

土地の区域及びその区域と一体的な日常生

活圏を構成していると認められる土地の区

域にあっては、敷地間隔が１００メートル

以内にあるおおむね２５以上の建築物が連

たんしている土地の区域を含む区域である

こと。 

⑶ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１

号）第４２条に規定する道路がおおむね配

置され、排水施設及び給水施設が整備され

ている又は整備されることが確実であり、

建築物が建築されても支障のない土地であ

ること。 

 第４条第１項中「第８条」の次に「第１項」

を、「第９条」の次に「第１項」を加え、同項

第２号中「（昭和２５年法律第２０１号）」を

削り、同項第１５号中「農地用」を「農用地」

に改める。 

 第５条の見出し中「指定の」を削り、同条第

１項及び第３項中「及び第７条第２項並びに」

を「、第７条第２項及び」に改め、同条に次の

１項を加える。 
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４ 条例第８条第２項において準用する場合において、第１項第３号に掲げる事項は、「予定建築

物等の用途」と読み替えるものとする。 

 第６条第１項中「及び第７条第２項並びに」を「、第７条第２項及び」に改め、同条に次の１項

を加える。 

４ 条例第８条第２項において準用する場合において、第１項第３号に掲げる事項は、「予定建築

物等の用途」と読み替えるものとする。 

 第７条の見出し中「建築行為」を「建築行為等」に改める。 

 第７条の表を次のように改める。 

区分 

（条例第８条第

１項） 

条件又は基準 

第１号  次の全てに該当するもの 

⑴ 予定建築物は、既存集落又はその周辺の区域内にあり、かつ、

適正な規模であるもの 

⑵ 住宅を建築する理由が、世帯分離等正当なものであり、新規に

建築することがやむを得ないと認められるもの 

⑶ 対象世帯は、原則として市街化調整区域に関する都市計画が決

定され、又は当該都市計画が変更されてその区域が拡張された土

地にあってはその区域が拡張される前から引き続いて当該市街化

調整区域内に居住しており、当基準を用いる申請者の範囲は、対

象世帯において民法（明治２９年法律第８９号）第７２５条に定

める親族の範囲に該当する者であって、当該世帯に現に同居して

いる又は以前に同居していた者（その配偶者又は婚姻予定者を含

む。）であるもの 

第２号  次のいずれかに該当するもの 

⑴ 市街化調整区域内に存する建築物又は第一種特定工作物が収用

対象事業の施行により移転又は除却しなければならない場合で

あって、これに代わるべきものとして、従前とほぼ同一の用途及

び規模の建築物又は第一種特定工作物を従前とほぼ同一規模の敷

地に建築又は建設する目的として行うもの 

⑵ 市街化区域に存する建築物又は第一種特定工作物が収用対象事

業の施行により移転又は除却しなければならない場合であって、

次の全てに該当するもの 

ア 従前とほぼ同一の用途及び規模の建築物又は第一種特定工作

物を従前とほぼ同一の規模の敷地に建築又は建設する目的とし

て行うもの 

イ 市街化調整区域に関する都市計画が決定された際、既に所有

していた土地又は市長がやむを得ないと認めた土地において行

うもの 

第３号  次のいずれかに該当するもの 

⑴ 保津地区又は馬路地区において、次のアからキまでに掲げる建

築物の建築の用に供する目的で行うもの 

ア 専用住宅（その敷地面積が、自己の居住の用に供するものに

あっては１５０平方メートル以上のもの、その他のものにあっ

ては３００平方メートル以上のものに限る。） 
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 イ 第一種低層住居専用地域内に建築することができる兼用住宅

（その敷地面積が、自己の居住の用に供するものにあっては

１５０平方メートル以上のもの、その他のものにあっては

３００平方メートル以上のものに限る。） 

ウ エに掲げるもののほか、第二種低層住居専用地域内に建築す

ることができる店舗、飲食店、その他これらに類するものでそ

の用途に供する部分の床面積の合計が１５０平方メートル以内

のもの（３階以上の部分をその用途に供するものを除く。） 

エ 次に掲げる農業の利便を増進するために必要な店舗等でその

用途に供する部分の床面積の合計が５００平方メートル以内の

もの（３階以上の部分をその用途に供するものを除く。） 

(ｱ) 建築物の周辺の地域で生産された農産物の販売を主たる目

的とする店舗 

(ｲ) (ｱ)の農産物を材料とする料理の提供を主たる目的とする

飲食店 

(ｳ) 自家販売のために食品製造業を営むパン屋、米屋、豆腐

屋、菓子屋その他これらに類するもの（(ｱ)の農産物を原材

料とする食品の製造又は加工を主たる目的とするものに限

る。）で作業場の床面積の合計が５０平方メートル以内のも

の（原動機を使用する場合にあっては、その出力の合計が

０．７５キロワット以下のものに限る。） 

オ 診療所 

カ 第一種低層住居専用地域内に建築することができる兼用住宅

の兼用用途である事務所でその用途に供する部分の床面積の合

計が５０平方メートル以内のもの 

キ 第一種低層住居専用地域内に建築することができる兼用住宅

の兼用用途である美術品又は工芸品を製作するためのアトリエ

又は工房でその用途に供する部分の床面積の合計が５０平方

メートル以内のもの 

⑵ 河原林町河原尻地区において、次のアからウまでに掲げる建築

物の建築の用に供する目的で行うもの 

ア 自己の居住の用に供する専用住宅（その敷地面積が２００平

方メートル以上のものに限る。） 

イ 第一種低層住居専用地域内に建築することができる自己の居

住の用に供する兼用住宅（その敷地面積が２００平方メートル

以上のものに限る。） 

ウ ⑴ウ、エ、カ及びキに掲げるもの 

⑶ 河原林町勝林島地区において、次のアからウまでに掲げる建築

物の建築の用に供する目的で行うもの 

ア 自己の居住の用に供する専用住宅（その敷地面積が１５０平

方メートル以上のものに限る。） 

イ 第一種低層住居専用地域内に建築することができる自己の居

住の用に供する兼用住宅（その敷地面積が１５０平方メートル

以上のものに限る。） 

ウ ⑴ウからキまでに掲げるもの 
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第４号  次の全てに該当するもの 

⑴ 土地登記事項証明書、固定資産評価証明書、建物登記事項証明

書等から、当該土地が、市街化調整区域に関する都市計画が決定

され又は当該都市計画が変更されてその区域が拡張された際に宅

地であったことが明らかであり、現在に至るまで宅地として継続

していると認められる土地において行うもの 

⑵ 排水施設及び給水施設が整備されている又は整備されることが

確実であり、市のまちづくり上支障のない土地において行うもの

⑶ 現在居住している住宅が過密、狭小、被災、立退き又は借家の

事情がある場合、婚姻、定年、退職、卒業又はＵ・Ｉ・Ｊターン

の事情がある場合等、社会通念上の事情により新規に建築するこ

と又は用途を変更することがやむを得ないと認められるもの 

⑷ 自己の居住の用に供する専用住宅若しくは第一種低層住居専用

地域内に建築することができる自己の居住の用に供する兼用住宅

の建築を目的として行うもので、宅地の安全を確保する上で必要

と認められるもの 

 

 第８条中「用途の変更」の次に「又は第一種特定工作物の新設」を加える。 

 第８条の表を次のように改める。 

区分 

（条例第９条第

１項） 

条件又は基準 

第１号  次の全てに該当するもの 

⑴ 予定建築物は、既存集落又はその周辺の区域内にあり、かつ、

適正な規模であるもの 

⑵ 住宅を建築する理由が、世帯分離等正当なものであり、新規に

建築することがやむを得ないと認められるもの 

⑶ 対象世帯は、原則として市街化調整区域に関する都市計画が決

定され、又は当該都市計画が変更されてその区域が拡張された土

地にあってはその区域が拡張される前から引き続いて当該市街化

調整区域内に居住しており、当基準を用いる申請者の範囲は、対

象世帯において民法第７２５条に定める親族の範囲に該当する者

であって、当該世帯に現に同居している又は以前に同居していた

者（その配偶者又は婚姻予定者を含む。）であるもの 

第２号  次のいずれかに該当するもの 

⑴ 市街化調整区域内に存する建築物又は第一種特定工作物が収用

対象事業の施行により移転又は除却しなければならない場合で

あって、これに代わるべきものとして、従前とほぼ同一の用途及

び規模の建築物又は第一種特定工作物であって、従前とほぼ同一

規模の敷地において行うもの 

⑵ 市街化区域に存する建築物又は第一種特定工作物が収用対象事

業の施行により移転又は除却しなければならない場合であって、

次の全てに該当するもの 

ア 従前とほぼ同一の用途及び規模の建築物又は第一種特定工作

物であって、従前とほぼ同一の規模の敷地において行うもの 

イ 市街化調整区域に関する都市計画が決定された際、既に所有

していた土地又は市長がやむを得ないと認めた土地において行

うもの 
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第３号  次のいずれかに該当するもの 

⑴ 保津地区又は馬路地区における次のアからコまでに掲げるもの

ア 自己の居住の用に供する専用住宅（第７条の表第３号⑴ア又

はイのうちその他のものとして都市計画法第２９条第１項の規

定に基づく開発許可を受けた土地に建築するものを除き、か

つ、新築の場合にあってはその敷地面積が１５０平方メートル

以上のものに限る。） 

イ アに掲げるもののほか自己の居住の用に供する専用住宅（そ

の敷地面積が３００平方メートル以上のものに限る。） 

ウ 第一種低層住居専用地域内に建築することができる自己の居

住の用に供する兼用住宅（第７条の表第３号（１）ア又はイの

うちその他のものとして都市計画法第２９条第１項の規定に基

づく開発許可を受けた土地に建築するものを除き、かつ、新築

の場合にあってはその敷地面積が１５０平方メートル以上のも

のに限る。） 

エ ウに掲げるもののほか第一種低層住居専用地域内に建築する

ことができる自己の居住の用に供する兼用住宅（その敷地面積

が３００平方メートル以上のものに限る。） 

オ カに掲げるもののほか、第二種低層住居専用地域内に建築す

ることができる店舗、飲食店、その他これらに類するものでそ

の用途に供する部分の床面積の合計が１５０平方メートル以内

のもの（３階以上の部分をその用途に供するものを除く。） 

カ 次に掲げる農業の利便を増進するために必要な建築物でその

用途に供する部分の床面積の合計が５００平方メートル以内の

もの（３階以上の部分をその用途に供するものを除く。） 

(ｱ) 建築物の周辺の地域で生産された農産物の販売を主たる目

的とする店舗 

(ｲ) (ｱ)の農産物を材料とする料理の提供を主たる目的とする

飲食店 

(ｳ) 自家販売のために食品製造業を営むパン屋、米屋、豆腐

屋、菓子屋その他これらに類するもの（(ｱ)の農産物を原材

料とする食品の製造又は加工を主たる目的とするものに限

る。）で作業場の床面積の合計が５０平方メートル以内のも

の（原動機を使用する場合にあっては、その出力の合計が

０．７５キロワット以下のものに限る。） 

キ 診療所 

ク 第一種低層住居専用地域内に建築することができる兼用住宅

の兼用用途である事務所でその用途に供する部分の床面積の合

計が５０平方メートル（用途を変更する場合にあっては、

１５０平方メートル）以内のもの 

ケ 第一種低層住居専用地域内に建築することができる兼用住宅

の兼用用途である美術品又は工芸品を製作するためのアトリエ

又は工房でその用途に供する部分の床面積の合計が５０平方

メートル（用途を変更する場合にあっては、１５０平方メート

ル）以内のもの 

コ 旅館業法第２条第３項に規定する簡易宿所営業に係るもの

（用途を変更する場合に限る。） 

⑵ 河原林町河原尻地区における次のアからウまでに掲げるもの 

ア 自己の居住の用に供する専用住宅（新築の場合にあってはそ

の敷地面積が２００平方メートル以上のものに限る。） 
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 イ 第一種低層住居専用地域内に建築することができる自己の居

住の用に供する兼用住宅（新築の場合にあってはその敷地面積

が２００平方メートル以上のものに限る。） 

ウ ⑴オ、カ及びクからコまでに掲げるもの 

⑶ 河原林町勝林島地区における次のアからウまでに掲げるもの 

ア 自己の居住の用に供する専用住宅（新築の場合にあってはそ

の敷地面積が１５０平方メートル以上のものに限る。） 

イ 第一種低層住居専用地域内に建築することができる自己の居

住の用に供する兼用住宅（新築の場合にあってはその敷地面積

が１５０平方メートル以上のものに限る。） 

ウ ⑴オからコまでに掲げるもの 

第４号  次のいずれかに該当するもの 

⑴ 建築物又は第一種特定工作物（以下「建築物等」という。）の

使用の主体に係る適格性に従い適正に利用された期間が１０年以

上であって、当該適格性を解除するものとして行うもの。ただ

し、使用者の死亡による相続、債務の弁済、転職等による住所の

移転（一時的な転居を除く。）若しくは事業の廃止（統廃合、事

業譲渡等を含む。）に伴うものである場合（建築物の用途の変更

を伴わないものに限る。）は、適正に利用された期間が１０年未

満であっても相当期間適正に利用されたものとみなす。 

⑵ 建築物等の使用の用途に係る適格性に従い適正に利用された期

間が１０年以上であって、当該適格性を解除するものとして行う

もの。ただし、使用者の事業の廃止、変更等に伴うものである場

合（変更後の用途が従前の用途と著しく異ならないものに限

る。）は、適正に利用された期間が１０年に満たない場合であっ

ても相当期間適正に利用されたものとみなす。 

第５号  次の全てに該当するもの 

⑴ 土地登記事項証明書、固定資産評価証明書、建物登記事項証明

書等から、当該土地が市街化調整区域に関する都市計画が決定さ

れ又は当該都市計画が変更されてその区域が拡張された際に宅地

であったことが明らかであり、現在に至るまで宅地として継続し

ていると認められる土地において行うもの 

⑵ 排水施設及び給水施設が整備されている又は整備されることが

確実であり、市のまちづくり上支障のない土地において行うもの

⑶ 現在居住している住宅が過密、狭小、被災、立退き又は借家の

事情がある場合、婚姻、定年、退職、卒業又はＵ・Ｉ・Ｊターン

の事情がある場合等、社会通念上の事情により新規に建築するこ

と又は用途を変更することがやむを得ないと認められるもの 

⑷ 自己の居住の用に供する専用住宅若しくは第一種低層住居専用

地域内に建築することができる自己の居住の用に供する兼用住宅

であるもの 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 
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告 示 
 

 亀岡市告示第１６号 

 

 亀岡市障害児保育事業費補助金交付要綱（平

成１１年亀岡市告示第４６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

   平成３１年３月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第１条中「経営する保育所」の次に「又は認

定こども園」を加え、「民間保育所」を「民間

保育所等」に改める。 

 第３条中「民間保育所」を「民間保育所等」

に、「当該保育所」を「当該保育所等」に改め

る。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施し、平成３０

年度分の補助金から適用する。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第１７号 

 

 亀岡市障害児（者）日常生活用具給付事業実施要綱（平成１８年亀岡市告示第１６０号）の一部

を次のように改正する。 

 

   平成３１年３月１日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

    「             「 

 

 

 別表中             を             に、 

 
 

                」             」 

「             「 

             を             に、 

            」             」 

「 

 

                       を 

 

                      」 

「 

 

                       に、 

 

                      」 

「               「 

 

 

               を               に改める。 

 

 

              」               」 

 

 

 

500,000円 
（工事を伴うもの） 

500,000円 

500,000円 

200,000円
（工事を伴うもの）

200,000円

200,000円

38,950円 23,000円

録音再生機 
89,800円 

再生専用機 
36,750円 

115,000円 

録音再生機
85,000円

再生専用機
48,000円

99,800円

視覚障害２級以上 
（盲人のみの世帯及びこれに準ずる世帯）

視覚障害２級以上 
（盲人のみの世帯及びこれに準ずる世帯）

視覚障害２級以上 

視覚障害２級以上 
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   附 則 

 

 この要綱は、平成３１年４月１日から実施す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１８号 

 

 亀岡市未熟児養育医療給付要綱（平成２５年

亀岡市告示第５２号）の一部を次のように改正

する。 

 

   平成３１年３月５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 別表備考第１項第２号エ中「第４１条第 

２４項」を「第４１条第２５項」に改め、同エ

中「附則第１２条」の次に「、所得税法等の

一部を改正する法律（平成２５年法律第５号）

附則第５９条第１項及び第６０条第１項並びに

所得税法等の一部を改正する法律（平成２８年

法律第１５号）附則第７６条第１項、附則第 

７７条第１項及び第２項、附則第８０条、附則

第８１条及び附則第８２条第１項」を加える。 

 別表備考第２項に次のように加える。 

⑹ Ｂ階層に属する世帯のうち、特に困窮し

ていると市長が認めた世帯については、Ａ

階層と同様の取扱いとする。 

⑺ 次のアからウまでのいずれかに該当する

者については、地方税法第２９２条第１項

第１１号に規定する寡婦又は同項第１２号

に規定する寡夫とみなし、その者の前年の

所得（地方税法第３１３条第１項に規定す

る所得の合計額。１月から６月までの間の

利用においては、前々年とする。以下同

じ。）が同法第２９５条の規定に該当する

ときは、市町村民税非課税として取り扱う

ものとする。 

 また、上記により寡婦又は寡夫とみなし

た者であって、市町村民税非課税として取

り扱う者以外の者については、１⑵ウにお

ける所得割の額を計算する場合には、総所

得金額、退職所得金額又は山林所得金額か

ら、ア又はウに該当する場合にあっては 

２６万円を、イに該当する場合にあっては

３０万円を控除するものとし、１⑵エにお

ける所得税の額を計算する場合には、総所

得金額、退職所得金額又は山林所得金額か

ら、ア又はウに該当する場合にあっては 

２７万円を、イに該当する場合にあっては、

３５万円を控除するものとする。 

ア 婚姻によらないで母となった女子で 

あって、現に婚姻をしていないもののう

ち、扶養親族その他その者と生計を一に

する子（前年の所得が所得税法第８６条

第１項の規定により控除される額（以下

「基礎控除額」という。）以下である子

（他の者の控除対象配偶者又は扶養親族

である者を除く。以下同じ。））を有す

るもの（イに掲げる者を除く。） 

イ アに掲げる者のうち、扶養親族である

子を有し、かつ、前年の所得が５００万

円以下であるもの 

ウ 婚姻によらないで父となった男子で 

あって、現に婚姻をしていないもののう

ち、その者と生計を一にする子（前年の

所得が基礎控除額以下である子）を有し、

かつ、前年の所得が５００万円以下であ

るもの 

 なお、上記のアからウまでのいずれかに

該当する者のうち、寡婦又は寡夫のみなし

適用を受けようとするものは、その旨を記
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載した申請書を市長に提出するものとする。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１９号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成３１年３月７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「宮前町猪倉区」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 宮本 和行 

２ 変更年月日 

   平成３０年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 亀岡市告示第２０号 

 

 亀岡市放置自転車の防止に関する条例（平成

５年亀岡市条例第１４号）第１１条の規定によ

り、放置自転車の撤去、保管について次のとお

り告示する。 

 

   平成３１年３月１４日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 撤去した理由 

亀岡市放置自転車の防止に関する条例第９

条に違反して、自転車放置禁止区域に放置さ

れていたため。 

２ 撤去した区域 

ＪＲ並河駅前自転車放置禁止区域 

３ 撤去した日時 

平成３１年３月１３日（水） 

午後１時～午後３時 

４ 撤去し、保管した台数  １台 

５ 保管場所  ＪＲ馬堀駅前自転車等駐車場 

６ 保管期間  告示の日から３箇月間 

７ 返還期間 

月曜日～土曜日 午前１０時～午後７時 

８ 返還を受けるための手続き 

① 撤去された自転車は、保管場所で引き取

ることができる。 

② 返還の申請には、自転車の鍵、印鑑、住

所・氏名を明らかにできるものが必要であ

る。 

③ 撤去・保管に要した費用として１台  

２，０００円を負担する。 

９ 引取りのない場合の措置 

保管期間を経過しても引き取りのない自転

車は、関係法令等の規定により処分する。 
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※ 連絡先 まちづくり推進部 土木管理課 

      電話 0771（25）5043 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２１号 

 

 亀岡市重度障害児（者）在宅生活支援事業費

補助金交付要綱（平成２４年亀岡市告示第６４

号）は、廃止する。 

 

   平成３１年３月１５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２２号 

 

 亀岡市医療的ケア児者・重症心身障害児者福

祉サービス利用等促進事業補助金交付要綱を次

のように定める。 

 

   平成３１年３月１５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市医療的ケア児者・重症心身

障害児者福祉サービス利用等促進

事業補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 市長は、市内に住所を有する医療的ケ

ア児者、重症心身障害児者その他障害の程度

がこれらの者と同程度以上と認められる障害

児又は障害者が安定した日常生活を営むため

の福祉サービスの利用の促進、その家族等の

負担の軽減等を図るために、医療的ケア児

者・重症心身障害児者短期入所受入体制拡充

事業を実施する事業者に対し、亀岡市補助金

等交付規則（昭和４１年亀岡市規則第５号。

以下「規則」という。）及びこの要綱の定め

るところにより、予算の範囲内において補助

金を交付する。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

⑴ 障害児 児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）第４条第２項に規定する障害児

をいう。 

⑵ 障害者 障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律（平成１７

年法律第１２３号。以下「法」という。）

第４条第１項に規定する障害者をいう。 

⑶ 医療的ケア児者 人工呼吸器を装着して

いる障害児又は障害者その他の日常生活を

営むために医療を要する状態にある障害児

又は障害者をいう。 

⑷ 重症心身障害児者 重度の知的障害又は

重度の肢体不自由が重複している障害者並

びに児童福祉法第７条第２項に規定する重

傷心身障害児をいう。 

⑸ 医療的ケア児者・重症心身障害児者短期

入所受入体制拡充事業 指定障害福祉サー

ビス事業者（法第２９条第１項に規定する

指定障害福祉サービス事業者であって、医

療機関（医療法（昭和２３年法律第２０５

号）第１条の５第１項に規定する病院、同

条第２項に規定する診療所、介護保険法

（平成９年法律第１２３号）第８条第２８

項に規定する介護老人保健施設又は同条第
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２９項に規定する介護医療院をいう。以下

同じ。）において法第５条第８項に規定す

る短期入所（以下「短期入所」という。）

を行うものに限る。）が行う次に掲げる事

業をいう。 

ア 次に掲げる者に対して短期入所を行う

場合に、当該者の介護又は看護に係る課

題の解決及び障害に応じた対応のために

必要な措置を講じる事業（以下「医療型

短期入所受入体制強化事業」という。） 

 医療的ケア児者 

 重症心身障害児者 

 及びに掲げる者のほか、障害の

程度がこれらの者と同程度以上である

と認められる障害児又は障害者 

 （補助金の対象経費等） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下

「補助対象事業」という。）、補助対象事業

の基準額（以下「補助基準額」という。）及

び補助金の交付の対象となる経費（以下「補

助対象経費」という。）は、別表に定めると

おりとする。 

２ 補助金の額は、補助基準額と補助対象経費

の実支出額とを比較して、いずれか少ない方

の額に別に市長が認める日数を乗じて得た額

とする。 

 （交付申請） 

第４条 規則第５条に規定する申請書は、別記

第１号様式によるものとし、次に定める書類

を添えて市長に提出するものとする。 

⑴ 実施計画書 

⑵ 収支予算書 

⑶ その他市長が必要と認める書類 

 （交付決定） 

第５条 市長は、前条の規定による申請書を受

理したときは、必要事項を調査のうえ補助金

の交付の適否を審査し、適当と認めたときは、

補助金の交付を決定（却下）し、別記第２号

様式により交付申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の交付の決定に際して必要な

条件を付することができる。 

 （変更申請） 

第６条 規則第８条に規定する申請書は、別記

第３号様式によるものとし、当該変更に係る

必要な書類を添えて、市長に提出するものと

する。 

 （実績報告） 

第７条 規則第１０条に規定する実績報告書は、

別記第４号様式によるものとし、次に定める

書類を添えて市長に提出するものとする。 

⑴ 事業報告書 

⑵ 所要額調書 

⑶ 収支決算（見込）書 

⑷ その他市長が必要と認める書類 

 （その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか必要な事

項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施し、平成３０

年度分の補助金から適用する。 
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別記様式 省略 

 

「掲示済」 

 

別表（第３条関係） 

補助対象事業 補助基準額 補助対象経費 

１ 医療的ケア
児者・重症心
身障害児者短
期入所受入体
制拡充事業 

⑴ 医療型短期
入所受入体制
強化事業 

事業を利用して短期入所
を行う障害児又は障害者
１人につき１日当たり
10,000円。ただし、同一
人に係る補助基準額は、
月２日以内を上限とし
て、算出した額とする。

医療機関が第２条第６号ア
からまでに掲げる事業
を実施するために要する経
費 
⑴ 居宅介護（法第５条第

２項に規定する居宅介護
をいう。以下同じ。）を行
う事業者から居宅介護の
提供に当たる従業者の派
遣を受ける事業 

⑵ 訪問看護（介護保険法
第８条第４項に規定する
訪問看護をいう。以下同
じ。）又は訪問看護事業
（健康保険法（大正１１
年法律第７０号）第８８
条第１項に規定する訪問
看護事業をいう。）を行う
事業所から看護師その他
の訪問看護の提供に当た
る従業者の派遣を受ける
事業 

⑶ ⑴及び⑵に掲げる事業
のほか、短期入所を行う
に当たり介護又は看護に
係る課題の解決及び障害
に応じた対応のために市
長が特に必要と認める事
業 
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 亀岡市告示第２３号 

 

 亀岡市空家等対策の推進に関する条例（平成

３０年亀岡市条例第２６号）第１８条第１項の

規定により、緊急安全措置を講じたので、同条

第３項の規定により次のとおり告示する。 

 

   平成３１年３月１５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 対象とした空家等 

所在地  亀岡市畑野町千ケ畑西山 

     ７－６９ 

用 途  居宅（未登記物件のため推定） 

構 造  木造平家建 

２ 緊急安全措置の実施内容 

 劣化により廃棄物化した家財等が空家等建

物及び敷地から敷地外へ流出している状態の

抑止及び状況の是正 

３ 緊急安全措置の実施日 

平成３１年３月７日（木）から 

３月１３日（水）まで 

４ 緊急安全措置に要した費用 

 この措置を講じた際に要した費用はない。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第２４号 

 

市道路線の区域変更に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域を次のように変

更する。 

 なお、その関係書類は、亀岡市まちづくり推進部土木管理課において平成３１年３月１８日から

平成３１年４月１日まで一般の縦覧に供する。 

 

   平成３１年３月１８日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

路線番号 路 線 名 
 

変 更 区 間 
変 更 前 変 更 後 

 延長(ｍ) 幅員(ｍ) 延長(ｍ) 幅員(ｍ)

01160 東 股 線 
 亀岡市荒塚町2丁目55番4先 

28.60
3.28 

28.60 
3.31

 亀岡市荒塚町2丁目61番先 ～ 3.31 ～ 7.84

01165 西 町 裏 線 
 亀岡市荒塚町鍛治ケ嶋39番先 

26.50
4.18 

26.50 
5.90

 亀岡市荒塚町鍛治ケ嶋41番先 ～ 5.90 ～ 6.75

01182 中 条 清 水 又 線 
 亀岡市余部町清水又8番1先 

13.60
2.96 

13.60 
2.96

 亀岡市余部町清水又9番1先 ～ 3.00 ～ 4.04

01209 余 部 天 神 線 
 亀岡市余部町樋又80番1先 

63.60
4.60 

63.60 
4.60

 亀岡市余部町樋又82番1先 ～ 6.35 ～ 9.03

01222 才ノ溝下垣内２号線 
 亀岡市上矢田町下垣内3番19先 

4.30
6.02 

4.30 
6.02

 亀岡市上矢田町下垣内3番19先 ～ 6.02 ～ 6.60

01281 東 竪 北 古 世 線 
 亀岡市北古世町2丁目109番3先 

100.70
4.90 

100.70 
5.00

 亀岡市北古世町2丁目191番2先 ～ 5.90 ～ 5.90

01305 才ノ溝下垣内１号線 
 亀岡市上矢田町下垣内3番17先 

9.00
6.03 

9.00 
6.03

 亀岡市上矢田町下垣内3番17先 ～ 6.03 ～ 6.60

02018 日 向 垣 内 線 
 亀岡市東別院町栢原才ノ下17番先 

30.00
2.80 

30.00 
2.80

 亀岡市東別院町栢原才ノ下20番先 ～ 8.50 ～ 8.50

02026 湯 谷 区 道 線 
 亀岡市東別院町湯谷大西16番1先 

28.80
2.90 

28.80 
2.90

 亀岡市東別院町湯谷大西16番1先 ～ 5.50 ～ 5.50

04042 春 日 部 南 条 線 
 亀岡市曽我部町寺長縄手27番先 

20.60
4.50 

20.60 
4.50

 亀岡市曽我部町寺長縄手27番先 ～ 4.80 ～ 6.12

06019 西 山 奥 条 線 
 亀岡市薭田野町奥条中道11番1先 

10.60
3.85 

10.60 
4.67

 亀岡市薭田野町奥条中道12番1先 ～ 4.15 ～ 4.88

06031 太 田 口 天 川 線 
 亀岡市吉川町吉田堅田56番先 

41.00
1.50 

41.00 
2.30

 亀岡市吉川町吉田堅田58番先 ～ 2.40 ～ 2.40

06052 湯 ノ 花 ２ 号 線 
 亀岡市薭田野町佐伯下峠20番先 

48.72
4.00 

48.72 
4.00

 亀岡市薭田野町佐伯下峠20番先 ～ 4.00 ～ 4.00

06079 湯 ノ 花 温 泉 線 
 亀岡市薭田野町佐伯飼条13番1先 

4.60
7.00 

4.60 
6.98

 亀岡市薭田野町佐伯飼条13番1先 ～ 7.09 ～ 7.00

07017 深 田 線 
 亀岡市本梅町東加舎磐ノ上16番1先 

40.60
2.80 

40.60 
4.30

 亀岡市本梅町東加舎磐ノ上16番1先 ～ 2.90 ～ 4.30
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路線番号 路 線 名 
 

変 更 区 間 
変 更 前 変 更 後 

 延長(ｍ) 幅員(ｍ) 延長(ｍ) 幅員(ｍ)

07017 深 田 線 
 亀岡市本梅町東加舎深田26番先 

50.40
2.50 

50.40 
2.50

 亀岡市本梅町東加舎深田28番先 ～ 3.30 ～ 5.20

07045 平 松 中 ノ 道 線 
 亀岡市本梅町平松田端36番先 

37.50
5.80 

37.50 
5.80

 亀岡市本梅町平松田端36番先 ～ 10.00 ～ 10.00

07060 磐 ノ 上 線 
 亀岡市本梅町東加舎玄蔵縄手9番先 

223.00
3.50 

223.00 
3.50

 亀岡市本梅町東加舎大前3番先 ～ 5.00 ～ 6.70

07060 磐 ノ 上 線 
 亀岡市本梅町東加舎大前後19番先 

6.50
3.50 

6.50 
3.80

 亀岡市本梅町東加舎大前後19番先 ～ 3.50 ～ 3.80

11041 小 金 岐 土 田 線 
 亀岡市大井町小金岐旭62番1先 

2.00
7.80 

2.00 
8.26

 亀岡市大井町小金岐旭62番1先 ～ 7.80 ～ 8.26

11091 熊 田 亀 ケ 渕 線 
 亀岡市大井町並河亀ケ渕58番1先 

53.00
5.50 

53.00 
5.50

 亀岡市大井町並河亀ケ渕60番1先 ～ 7.80 ～ 10.41

12007 小 川今津 １号 線 
 亀岡市千代川町今津2丁目58番先 

4.40
6.06 

4.40 
6.36

 亀岡市千代川町今津2丁目58番先 ～ 7.30 ～ 7.30

12050 小 林 線 
 亀岡市千代川町小林前田41番2先 

59.20
1.88 

59.20 
2.02

 亀岡市千代川町小林前田45番先 ～ 3.40 ～ 7.02

12127 今津３丁目４号線 
 亀岡市千代川町今津3丁目1番280先 

12.50
6.00 

12.50 
6.40

 亀岡市千代川町今津3丁目1番280先 ～ 6.00 ～ 6.40

15058 小 口 線 
 亀岡市千歳町千歳溝川48番1先 

53.40
3.50 

53.40 
3.84

 亀岡市千歳町千歳溝川49番1先 ～ 5.98 ～ 6.30

16002 中 垣 内 北 垣 内 線 
 亀岡市河原林町河原尻北垣内1番先 

75.50
1.99 

75.50 
2.96

 亀岡市河原林町河原尻才ノ本29番先 ～ 2.64 ～ 4.17

16035 勝林島河原尻１号線 
 亀岡市河原林町河原尻高野垣内21番3先 

19.40
5.75 

19.40 
5.75

 亀岡市河原林町河原尻高野垣内103番先 ～ 5.85 ～ 6.25

16055 清 水 線 
 亀岡市河原林町河原尻清水100番先 

22.70
6.70 

22.70 
6.70

 亀岡市河原林町河原尻清水102番先 ～ 8.50 ～ 8.50

18066 篠 バ ス 停 線 
 亀岡市篠町篠赤畑20番2先 

23.52
6.00 

22.60 
6.60

 亀岡市篠町篠赤畑20番2先 ～ 7.57 ～ 9.60

18101 柏 原 森 線 
 亀岡市篠町柏原町頭47番先 

20.20
4.25 

20.20 
7.85

 亀岡市篠町柏原町頭49番3先 ～ 4.45 ～ 8.06

18108 土 井 線 
 亀岡市篠町浄法寺土井44番2先 

37.50
2.10 

37.50 
2.15

 亀岡市篠町浄法寺土井46番先 ～ 2.74 ～ 12.07

18207 上 又 上 西 裏 線 
 亀岡市篠町篠杢殿林9番1先 

16.50
5.99 

16.50 
6.51

 亀岡市篠町篠杢殿林9番4先 ～ 6.05 ～ 6.52

18207 上 又 上 西 裏 線 
 亀岡市篠町篠上西裏41番1先 

14.80
6.01 

14.80 
6.44

 亀岡市篠町篠上西裏56番2先 ～ 6.44 ～ 6.90

18208 出 葉 ３ 号 線 
 亀岡市篠町広田1丁目7番1先 

3.00
9.22 

3.00 
9.22

 亀岡市篠町広田1丁目7番1先 ～ 9.22 ～ 9.22
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 亀岡市告示第２５号 

 

市道路線の供用開始に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、次の路線を平成３１年３月

１８日から供用開始する。 

 なお、その関係書類は、亀岡市まちづくり推進部土木管理課において平成３１年３月１８日から

平成３１年４月１日まで一般の縦覧に供する。 

 

   平成３１年３月１８日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

路 線 
番 号 

路  線  名 
 
 供 用 開 始 区 間 

 

 

供用開始 
延  長 

幅 員 

01160 東 股 線 
 

 

亀岡市荒塚町2丁目55番4先  

 
28.60m 

3.31m

亀岡市荒塚町2丁目61番先 ～ 7.84m

01165 西 町 裏 線 
 

 

亀岡市荒塚町鍛治ケ嶋39番先  

 
26.50m 

5.90m

亀岡市荒塚町鍛治ケ嶋41番先 ～ 6.75m

01182 中 条 清 水 又 線 
 

 

亀岡市余部町清水又8番1先  

 
13.60m 

2.96m

亀岡市余部町清水又9番1先 ～ 4.04m

01209 余 部 天 神 線 
 

 

亀岡市余部町樋又80番1先  

 
63.60m 

4.60m

亀岡市余部町樋又82番1先 ～ 9.03m

01222 才ノ溝下垣内２号線 
 

 

亀岡市上矢田町下垣内3番19先  

 
4.30m 

6.02m

亀岡市上矢田町下垣内3番19先 ～ 6.60m

01281 東 竪 北 古 世 線 
 

 

亀岡市北古世町2丁目109番3先  

 
100.70m 

5.00m

亀岡市北古世町2丁目191番2先 ～ 5.90m

01305 才ノ溝下垣内１号線 
 

 

亀岡市上矢田町下垣内3番17先  

 
9.00m 

6.03m

亀岡市上矢田町下垣内3番17先 ～ 6.60m

02018 日 向 垣 内 線 
 

 

亀岡市東別院町栢原才ノ下17番先  

 
30.00m 

2.80m

亀岡市東別院町栢原才ノ下20番先 ～ 8.50m

02026 湯 谷 区 道 線 
 

 

亀岡市東別院町湯谷大西16番1先  

 
28.80m 

2.90m

亀岡市東別院町湯谷大西16番1先 ～ 5.50m

04042 春 日 部 南 条 線 
 

 

亀岡市曽我部町寺長縄手27番先  

 
20.60m 

4.50m

亀岡市曽我部町寺長縄手27番先 ～ 6.12m

06019 西 山 奥 条 線 
 

 

亀岡市薭田野町奥条中道11番1先  

 
10.60m 

4.67m

亀岡市薭田野町奥条中道12番1先 ～ 4.88m

06031 太 田 口 天 川 線 
 

 

亀岡市吉川町吉田堅田56番先  

 
41.00m 

2.30m

亀岡市吉川町吉田堅田58番先 ～ 2.40m

06052 湯 ノ 花 ２ 号 線 
 

 

亀岡市薭田野町佐伯下峠20番先  

 
48.72m 

4.00m

亀岡市薭田野町佐伯下峠20番先 ～ 4.00m

06079 湯 ノ 花 温 泉 線 
 

 

亀岡市薭田野町佐伯飼条13番1先  

 
4.60m 

6.98m

亀岡市薭田野町佐伯飼条13番1先 ～ 7.00m

07017 深 田 線 
 

 

亀岡市本梅町東加舎磐ノ上16番1先  

 
40.60m 

4.30m

亀岡市本梅町東加舎磐ノ上16番1先 ～ 4.30m
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路 線 
番 号 

路  線  名 
 
 供 用 開 始 区 間 

 

 

供用開始 
延  長 

幅 員 

07017 深 田 線 
 

 

亀岡市本梅町東加舎深田26番先  

 
50.40m 

2.50m

亀岡市本梅町東加舎深田28番先 ～ 5.20m

07045 平 松 中 ノ 道 線 
 

 

亀岡市本梅町平松田端36番先  

 
37.50m 

5.80m

亀岡市本梅町平松田端36番先 ～ 10.00m

07060 磐 ノ 上 線 
 

 

亀岡市本梅町東加舎玄蔵縄手9番先  

 
223.00m 

3.50m

亀岡市本梅町東加舎大前3番先 ～ 6.70m

07060 磐 ノ 上 線 
 

 

亀岡市本梅町東加舎大前後19番先  

 
6.50m 

3.80m

亀岡市本梅町東加舎大前後19番先 ～ 3.80m

11041 小 金 岐 土 田 線 
 

 

亀岡市大井町小金岐旭62番1先  

 
2.00m 

8.26m

亀岡市大井町小金岐旭62番1先 ～ 8.26m

11091 熊 田 亀 ケ 渕 線 
 

 

亀岡市大井町並河亀ケ渕58番1先  

 
53.00m 

5.50m

亀岡市大井町並河亀ケ渕60番1先 ～ 10.41m

12007 小 川 今 津 １ 号 線 
 

 

亀岡市千代川町今津2丁目58番先  

 
4.40m 

6.36m

亀岡市千代川町今津2丁目58番先 ～ 7.30m

12050 小 林 線 
 

 

亀岡市千代川町小林前田41番2先  

 
59.20m 

2.02m

亀岡市千代川町小林前田45番先 ～ 7.02m

12127 今津３丁目４号線 
 

 

亀岡市千代川町今津3丁目1番280先  

 
12.50m 

6.40m

亀岡市千代川町今津3丁目1番280先 ～ 6.40m

15058 小 口 線 
 

 

亀岡市千歳町千歳溝川48番1先  

 
53.40m 

3.84m

亀岡市千歳町千歳溝川49番1先 ～ 6.30m

16002 中 垣 内 北 垣 内 線 
 

 

亀岡市河原林町河原尻北垣内1番先  

 
75.50m 

2.96m

亀岡市河原林町河原尻才ノ本29番先 ～ 4.17m

16035 勝林島河原尻１号線 
 

 

亀岡市河原林町河原尻高野垣内21番3先  

 
19.40m 

5.75m

亀岡市河原林町河原尻高野垣内103番先 ～ 6.25m

16055 清 水 線 
 

 

亀岡市河原林町河原尻清水100番先  

 
22.70m 

6.70m

亀岡市河原林町河原尻清水102番先 ～ 8.50m

18066 篠 バ ス 停 線 
 

 

亀岡市篠町篠赤畑20番2先  

 
22.60m 

6.60m

亀岡市篠町篠赤畑20番2先 ～ 9.60m

18101 柏 原 森 線 
 

 

亀岡市篠町柏原町頭47番先  

 
20.20m 

7.85m

亀岡市篠町柏原町頭49番3先 ～ 8.06m

18108 土 井 線 
 

 

亀岡市篠町浄法寺土井44番2先  

 
37.50m 

2.15m

亀岡市篠町浄法寺土井46番先 ～ 12.07m

18207 上 又 上 西 裏 線 
 

 

亀岡市篠町篠杢殿林9番1先  

 
16.50m 

6.51m

亀岡市篠町篠杢殿林9番4先 ～ 6.52m

18207 上 又 上 西 裏 線 
 

 

亀岡市篠町篠上西裏41番1先  

 
14.80m 

6.44m

亀岡市篠町篠上西裏56番2先 ～ 6.90m

18208 出 葉 ３ 号 線 
 

 

亀岡市篠町広田1丁目7番1先  

 
3.00m 

9.22m

亀岡市篠町広田1丁目7番1先 ～ 9.22m

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第２６号 

 

 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第 

４１６条第３項の規定により、平成３１年度分

固定資産税に係る土地価格等縦覧帳簿及び家屋

価格等縦覧帳簿の縦覧期間及び縦覧場所を次の

とおり定める。 

 

   平成３１年３月２２日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 縦覧期間  平成３１年４月１日から 

        平成３１年５月３１日まで 

        （閉庁日を除く） 

 

２ 縦覧場所  亀岡市安町野々神８番地 

        亀岡市総務部税務課 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２７号 

 

 亀岡市木造住宅耐震改修事業費補助金交付要

綱（平成２８年亀岡市告示第２０５号）の一部

を次のように改正する。 

 

   平成３１年３月２５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第２条第４号中「木造住宅（耐震改修を実施

した木造住宅を除く。）」を「耐震診断の結果

評点が１．０未満と診断された木造住宅（耐震

改修を実施した木造住宅を除く。）」に改める。 

 第４条第１項第３号ただし書を削る。 

 第５条を次のように改める。 

 （補助金の額） 

第５条 補助金の額は、一の木造住宅につき耐

震改修若しくは簡易耐震改修の実施に要する

経費に５分の４を乗じて得た額又は耐震シェ

ルター設置に要する経費に４分の３を乗じて

得た額とする。ただし、次の各号に定める額

を限度とし、補助金の額に１，０００円未満

の端数が生じた場合にあっては、これを切り

捨てた額とする。 

⑴  耐 震 改 修 に あ っ て は 、       

１，０００，０００円 

⑵  簡 易 耐 震 改 修 に あ っ て は 、      

４００，０００円 

⑶ 耐震シェルター設置にあっては、   

３００，０００円 

 別記第１号様式を次のように改める。 

 

別記様式 省略 
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 別記第１号様式別紙中 

「 

 

 

 

 

 

                                          」 

を 

「 

 

 

 

 

 

                                          」 

に改める。 

 別記第９号様式中 

「 

                                    を 

                                   」 

「 
 

                                    に改める。 

 

                                   」 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この告示は、平成３１年４月１日から実施する。 

 （経過措置） 

２ この告示の実施の日前にされた処分等に係る手続その他の行為については、なお従前の例によ

る。 

 

「掲示済」 

設
計
者 

資 格  京都府木造住宅耐震診断士登録 第       号 

氏 名                         ㊞ 

建築士 
事務所 

名 称  

登 録 番 号  京都府知事登録        第       号 

所 在 地  京都府  

電 話 番 号  

設
計
者
・
建
築
関
係
者

資 格 等  

氏 名                         ㊞ 

事業所 

名 称  

登 録 番 号  

所 在 地  

電 話 番 号  

□ 耐震改修後の木造住宅耐震診断結果報告書（京都府木造住宅耐

震診断士の記名及び押印のあるもの） 

□ 耐震改修後の木造住宅耐震診断結果報告書又は住宅の耐震性が

向上したことを確認する書類（京都府木造住宅耐震診断士、建

築士又は建築関係者の記名及び押印のあるもの） 
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 亀岡市告示第２８号 

 

市道路線の区域変更に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域を次のように変

更する。 

 なお、その関係図面は、亀岡市まちづくり推進部土木管理課において平成３１年３月２６日から

平成３１年４月９日まで一般の縦覧に供する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 路線番号   １８２９４ 

２ 路 線 名   馬堀停車場篠線 

３ 道路の変更区域 

変 更 区 間 
変 更
前後別

変更区間最小幅員 変更区間 
延  長 

備  考 
変更区間最大幅員

亀岡市篠町野条井ホラ16番1先から 

亀岡市篠町野条井ホラ16番1先まで 
前 

17.85ｍ
5.00ｍ 

変更後路線幅員 

最小 17.85ｍ 

最大 52.70ｍ 

変更後路線延長 

    989.25ｍ

52.70ｍ

亀岡市篠町野条井ホラ16番1先から 

亀岡市篠町野条井ホラ16番1先まで 
後 

17.85ｍ
5.00ｍ 

52.70ｍ

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第２９号 

 

 亀岡市就学前教育・保育検討委員会設置要綱

（平成１９年亀岡市告示第５６号）の一部を次

のように改正する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第８条中「健康福祉部」を「こども未来部」

に改める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、平成３１年４月１日から実施す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第３０号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第

６３条第１項の規定により、都市計画事業の事

業計画の変更を認可したので、同条第２項の規

定において準用する同法第６２条第１項の規定

に基づき、次のとおり告示する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 施行者の名称 

亀岡市 

２ 都市計画事業の種類及び名称 

平成２６年亀岡市告示第１６８号 

南丹都市計画公園事業 ５・５・３０３号 

京都・亀岡保津川公園 

３ 事業施行期間 

自平成２６年７月１１日 

至平成３６年３月３１日 

４ 事業地 

収用の部分 変更なし 

使用の部分 なし 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第３１号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第

２１条第２項の規定において準用する同法第 

１９条第１項の規定により、南丹都市計画生産

緑地地区を変更したので、同法第２１条第２項

の規定において準用する同法第２０条第１項の

規定により、次のとおり告示し、同法同条第２

項の規定により、当該都市計画の図書を公衆の

縦覧に供する。 

 

   平成３１年３月２８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 都市計画の種類 

生産緑地地区 

２ 都市計画を変更する土地の区域 

亀岡市篠町森下垣内の一部 

３ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市まちづくり推進部都市計画課 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第３２号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３

年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定

により、下記の国民健康保険被保険者証は無効

としたので告示する。 

 

   平成３１年３月２８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

亀１００１－７１０１０ 

１ 当該者生年月日 

昭和５１年９月２１日 

２ 保 険 者 

亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

３ 交付した日 

平成３１年１月２９日 

４ 無効になる日 

平成３１年３月２７日 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第３３号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３

年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定

により、下記の国民健康保険被保険者証は無効

としたので告示する。 

 

   平成３１年３月２８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

亀１９０５－１３０１１ 

１ 当該者生年月日 

昭和１９年９月１９日 

２ 保 険 者 

亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

３ 交付した日 

平成３０年４月１日 

４ 無効になる日 

平成３１年３月２７日 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第３４号 

 

 亀岡市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１７年亀岡市条例第４号）第３

条第３項の規定により次のとおり告示する。 

 

   平成３１年３月２８日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

管理を行わせる 
公の施設の名称 

指定管理者となる団体 指定の期間 

東別院グラウンド 東別院町自治会 
平成31年4月1日から 
平成35年3月31日まで 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第３５号 

 

 都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第８１条第１項の規定により、亀岡市立地適正

化計画を策定したので、同条第１８項の規定により、次のとおり告示し、当該計画書を公衆の縦覧

に供する。 

 

   平成３１年３月２９日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 計画の名称 

亀岡市立地適正化計画 

２ 計画区域 

亀岡市都市計画区域 

３ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市まちづくり推進部都市計画課 

 

「掲示済」 
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訓 令 
 

 亀岡市訓令第１号 

 

               庁中一般 

 

 亀岡市公用車使用規程の一部を改正する訓令

を次のように定める。 

 

   平成３１年３月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市公用車使用規程の一部を改

正する訓令 

 

 亀岡市公用車使用規程（平成８年亀岡市訓令

第６号）の一部を次のように改正する。 

 

 第８条第１項第２号を次のように改める。 

⑵ 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）第２２条第１項に規定する条件付採用

になっている者（市長が特に認める者を除

く。）以外の者 

 

   附 則 

 

 この訓令は、平成３１年３月１日から施行す

る。 

 

 

 

 亀岡市訓令第２号 

 

               庁中一般 

 

 亀岡市事務処理規程の一部を改正する訓令を

次のように定める。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市事務処理規程の一部を改正

する訓令 

 

 亀岡市事務処理規程（昭和５８年亀岡市訓令

第２号）の一部を次のように改正する。 

 

 第９条を次のように改める。 

 （健康福祉部長の専決事項） 

第９条 生活保護法（昭和２５年法律第１４４

号）、身体障害者福祉法（昭和２４年法律第

２８３号）、知的障害者福祉法（昭和３５年

法律第３７号）、児童福祉法（昭和２２年法

律第１６４号。こども未来部に属するものを

除く。）、特別児童扶養手当等の支給に関す

る法律（昭和３９年法律第１３４号）、老人

福祉法（昭和３８年法律第１３３号）及び精

神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭

和２５年法律第１２３号）による扶助費の支

出負担行為（１件２，０００，０００円  

以 上 ） の 決 定 及 び 支 出 命 令 （ １ 件     

２０，０００，０００円以上）に関すること

は、健康福祉部長が専決する。 

 第９条の次に次の１条を加える。 

 （こども未来部長の専決事項） 

第９条の２ 児童福祉法（健康福祉部に属する

ものを除く。）、児童手当法（昭和４６年法

律第７３号）及び児童扶養手当法（昭和３６

年法律第２３８号）による扶助費の支出負担

行為（１件２，０００，０００円以上）の決

定及び支出命令（１件２０，０００，０００

円以上）に関することは、こども未来部長が

専決する。 
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 第３１条（見出しを含む。）中「こども未来

課長」を「子育て支援課長」に改める。 

 

   附 則 

 

 この訓令は、平成３１年４月１日から施行す

る。 

 

 

 

 亀岡市訓令第３号 

 

               庁中一般 

 

 亀岡市福祉事務所専決規程を次のように定め

る。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市福祉事務所専決規程 

 

 （趣旨） 

第１条 この訓令は、福祉事務所長の権限に属

する事務を迅速に処理し、事務能率の向上を

期し、かつ、内部的責任の範囲を明らかにす

るため、事務の専決に関し必要な事項を定め

るものとする。 

 （定義） 

第２条 この訓令において「専決」とは、前条

に規定する事務についてこの訓令に定める者

が決裁（当該事務の管理執行について意思決

定することをいう。）することをいう。 

 （専決） 

第３条 福祉事務所長は、その権限に属する事

務のうち子育て支援課及び保育課の所管に係

るものの決裁について、副所長に専決をさせ

るものとする。 

 （亀岡市事務処理規程との関係） 

第４条 前条に定めるもののほか、福祉事務所

長の権限に属する事務に係る専決については、

亀岡市事務処理規程（昭和５８年亀岡市訓令

第２号）の規定の例による。 

 

   附 則 

 

 この訓令は、平成３１年４月１日から施行す

る。 
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公 告 
 

 亀岡市公告第１２号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第

２９条第１項に関する工事が完了したので、次

のとおり公告する。 

 

   平成３１年３月５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 工事が完了した開発区域に含まれる地域 

 亀岡市追分町八ノ坪４３の１、４３の２、

４３の４、４３の５、４３の１２から４３

の１４まで、４４の３ 

（関連区域） 

 亀岡市追分町八ノ坪１の１の一部、４３

の１８の一部、４４の４、４６の３の一部、

府有地 

２ 開発許可を受けた者の住所及び名称 

京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町 

７００ 

株式会社京都銀行 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第１３号 

 

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第

６５号）第１８条第１項の規定により、農用地

利用集積計画を定めたので、同法第１９条の規

定により公告し、その関係書類を次により縦覧

に供する。 

 

   平成３１年３月１３日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 縦覧期間 

 平成３１年３月１３日以後、常時備え置

くこととする。 

２ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市産業観光部農林振興課 

 

「掲示済」 
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 亀岡市公告第１４号 

 

 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第３９条第１項の規定により亀岡市大井町南部土

地区画整理組合の事業計画の変更を認可したので、同条第４項の規定により公告する。 

 

   平成３１年３月２０日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 組合の名称 

亀岡市大井町南部土地区画整理組合 

２ 事業施行期間 

平成２１年６月１５日から平成３３年３月３１日まで 

３ 施行地区の区域 

区   域 付記 区   域 付記 

大井町  並河堂又 全部 大井町  並河三丁目 一部 

 〃   並河前脇 一部  〃   南金岐重見 一部 

 〃   並河熊田 一部  〃   南金岐好実根 一部 

 〃   並河亀ケ渕 一部  〃   南金岐丁田 一部 

 〃   並河深町 一部 薭田野町 太田古実根 一部 

 〃   並河観並 一部  〃   太田草田 一部 

 〃   並河二丁目 一部   

 

４ 事務所の所在地 

亀岡市大井町並河一丁目２１番１号 

５ 設立認可の年月日 

平成２１年６月１５日 

６ 変更認可の年月日 

平成３１年３月２０日 

 

「掲示済」 
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 亀岡市公告第１５号 

 

 南丹都市計画事業大井町南部土地区画整理事業の事業計画において定める施行地区及び設計の概

要を表示する図書を土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第３９条第２項において準用す

る同法第２１条第６項の規定により公衆の縦覧に供するので、土地区画整理法施行令（昭和３０年

政令第４７号）第１条の２の規定により公告する。 

 

   平成３１年３月２０日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 事業の名称 

南丹都市計画事業大井町南部土地区画整理事業 

２ 施行地区の区域 

区   域 付記 区   域 付記 

大井町  並河堂又 全部 大井町  並河三丁目 一部 

 〃   並河前脇 一部  〃   南金岐重見 一部 

 〃   並河熊田 一部  〃   南金岐好実根 一部 

 〃   並河亀ケ渕 一部  〃   南金岐丁田 一部 

 〃   並河深町 一部 薭田野町 太田古実根 一部 

 〃   並河観並 一部  〃   太田草田 一部 

 〃   並河二丁目 一部   

 

３ 縦覧に供する図書 

施行地区及び設計の概要を表示する図書 

４ 縦覧期間 

土地区画整理法第４５条第５項又は同法第１０３条第４項の公告の日まで 

５ 縦覧時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで 

６ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市まちづくり推進部都市整備課 

 

「掲示済」 
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 亀岡市公告第１６号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第

６３条第２項の規定において準用する同法第 

６２条第２項の規定により、次のとおり公衆の

縦覧に供する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 都市計画事業の種類及び名称 

南丹都市計画公園事業 ５・５・３０３号 

京都・亀岡保津川公園 

２ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市まちづくり推進部都市整備課 

 

「掲示済」 

 

任免及び辞令 
 

             川 瀨 浩 史 

亀岡市交通安全対策会議委員の委嘱を解きます 

             塩 見 孝 康 

亀岡市交通安全対策会議委員に委嘱します 

             川 瀨 浩 史 

亀岡市防災会議委員の委嘱を解きます 

             塩 見 孝 康 

亀岡市防災会議委員に委嘱します 

             川 瀨 浩 史 

亀岡市国民保護協議会委員の委嘱を解きます 

             桑 迫   修 

亀岡市国民保護協議会幹事の委嘱を解きます 

             塩 見 孝 康 

亀岡市国民保護協議会委員に委嘱します 

任期は平成３２年９月３０日までとします 

             村 井 正 史 

亀岡市国民保護協議会幹事に委嘱します 

任期は平成３２年３月１２日までとします 

   平成３１年３月１日 

 

             塩 見 孝 康 

亀岡市都市計画審議会委員に委嘱します 

任期は平成３２年９月４日までとします 

   平成３１年３月１４日 
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監査委員欄 
 

公 表 
 

 亀岡市監査公表第１号 

 

 地方自治法第１９９条第４項の規定による監査を都市監査基準に準拠して実施し、同条第１１項

の規定に基づき監査の結果に関する報告を決定したので、同条第９項の規定により次のとおり公表

する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

                      亀 岡 市 監 査 委 員 関本 孝一 

                      亀岡市監査委員職務執行者 山本由美子 

 

１ 監査の種類 

平成３０年度定期監査 

 

２ 監査の期間、監査対象課等、監査の対象 

（１）平成３０年９月１４日～平成３０年１１月１５日 

○健康福祉部（地域福祉課、障害福祉課、高齢福祉課、健康増進課、こども未来課、保育課） 

・監査の対象課にかかる平成３０年度の財務に関する事務の執行について 

（２）平成３０年１０月１５日～平成３０年１２月２８日 

○議会事務局 

○市長公室（秘書広報課、人事課、ふるさと創生課、光秀大河推進課） 

○企画管理部（企画調整課、財政課、契約検査課） 

○会計管理室（財産管理課、会計課） 

・監査の対象課等にかかる平成３０年度の財務に関する事務の執行について 

○上下水道部（総務・経営課、お客様サービス課、水道課、下水道課） 

○市立病院 

・監査の対象課等にかかる平成３０年度の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管

理について 

（３）平成３１年１月１８日～平成３１年３月８日 

○産業観光部（商工観光課、農林振興課、農地整備課） 

○農業委員会事務局 

・監査の対象課等にかかる平成３０年度の財務に関する事務の執行について 
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３ 監査の着眼点 

 市の財務に関する事務の執行が、適正かつ効率的に行われているか 

 

４ 監査の主な実施内容 

 監査の対象について、関係諸帳簿、証拠書類等を調査し、併せて関係各課長等への聴取を行っ

た。 

 

５ 監査の結果 

 監査の結果は、次の事項を除いては概ね適正であると認められた。 

 なお、監査執行の過程において口頭により指導を行った軽易な事項については、今後の事務処

理に留意されたい。 

（１）健康福祉部 

 以下の各課に係る平成３０年８月末現在における財務に関する事務の執行について、抽出し

て監査を行った。 

 概ね適正に処理されていたが、一部に次のような事項が見受けられたので、適正な事務処理

をされたい。 

ア 地域福祉課 

 亀岡市福祉コミュニティづくり支援事業委託において、予定価格調書の作成を省略してい

たが、省略する理由を伺書に明記していなかった。 

 「予定価格の取扱いについて」（平成２３年４月２７日付け２３執第１００４号企画管理

部長通知）では、予定価格調書を省略する場合、予定価格調書を省略する理由を明らかにす

ることとされている。 

 契約事務を適正に行われたい。 

イ 障害福祉課 

 特に指摘する事項はなかった。 

ウ 高齢福祉課 

（ア）敬老乗車券利用者負担金に係る現金の時間外の保管において、収納した現金が課内の施

錠できる棚で保管されていた。 

 窓口収納現金取扱基準には、勤務時間外における現金の保管は会計課金庫で保管するこ

とが定められている。 

 取扱基準に基づき適正な保管をされたい。 

（イ）亀岡市介護予防センター（畑野健康ふれあいセンター）の指定管理において、受注者か

ら業務主任の届出が提出されていなかった。 

 基本協定書には、業務の管理を担当する業務主任を定め、書面をもって通知することと

定められている。 

 協定書に基づき適正な事務処理をされたい。 

（ウ）介護保険料の滞納繰越分普通徴収保険料に係る繰越調定事務において、繰越調定額に誤

りがあった。 
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 地方自治法施行令には、歳入の調定は、当該歳入について、所属年度、歳入科目、納入

すべき金額、納入義務者等を誤っていないかどうかその他法令又は契約に違反する事実が

ないかどうかを調査してこれをしなければならないと定められている。 

 規定に基づき適正な事務処理をされたい。 

エ 健康増進課 

 広域予防接種事業業務委託において、予防接種業務と予防接種審査支払業務の単価契約を

していたが、予防接種業務費の積算根拠が不十分であった。 

 積算根拠のわかる資料を伺書に添付されたい。 

オ こども未来課 

 特に指摘する事項はなかった。 

カ 保育課 

 預かり保育事業保護者負担金及び保育所広域入所運営費において、事後調定が行われてい

た。 

 地方自治法には歳入を収入するときは、これを調定し、納入義務者に対して納入の通知を

しなければならないと定められている。 

 規定に基づき適正な事務処理をされたい。 

（２）議会事務局 

 平成３０年９月末現在における財務に関する事務の執行について、抽出して監査を行った。 

 特に指摘する事項はなかった。 

（３）市長公室 

 以下の各課に係る平成３０年９月末現在における財務に関する事務の執行について、抽出し

て監査を行った。 

ア 秘書広報課 

 特に指摘する事項はなかった。 

イ 人事課 

 特に指摘する事項はなかった。 

ウ ふるさと創生課 

 特に指摘する事項はなかった。 

エ 光秀大河推進課 

 特に指摘する事項はなかった。 

（４）企画管理部 

 以下の各課に係る平成３０年９月末現在における財務に関する事務の執行について、抽出し

て監査を行った。 

ア 企画調整課 

 特に指摘する事項はなかった。 

イ 財政課 

 特に指摘する事項はなかった。 
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ウ 契約検査課 

 特に指摘する事項はなかった。 

（５）会計管理室 

 以下の各課に係る平成３０年９月末現在における財務に関する事務の執行について、抽出し

て監査を行った。 

 概ね適正に処理されていたが、一部に次のような事項が見受けられたので、適正な事務処理

をされたい。 

ア 財産管理課 

 土地売払収入（法定外公共物）において、契約書の中で語句の統一ができていなかった。 

 契約書の記載内容に誤りがないか十分に確認されたい。 

イ 会計課 

 特に指摘する事項はなかった。 

（６）上下水道部 

 以下の各課に係る平成３０年９月末現在における財務に関する事務の執行について、抽出し

て監査を行った。 

ア 総務・経営課、お客様サービス課、水道課（水道事業会計） 

 特に指摘する事項はなかった。 

イ 総務・経営課、お客様サービス課、下水道課（下水道事業会計） 

 特に指摘する事項はなかった。 

ウ 総務・経営課、お客様サービス課、下水道課（地域下水道事業特別会計） 

 特に指摘する事項はなかった。 

（７）市立病院 

 平成３０年９月末現在における財務に関する事務の執行について、抽出して監査を行った。 

 概ね適正に処理されていたが、一部に次のような事項が見受けられたので、適正な事務処理

をされたい。 

 亀岡市立病院医事関連業務委託契約に係る委託料積算資料に積算者及び検算者が記入されて

いなかった。 

 入札・契約事務の手引きには積算者と検算者を明記するように定められている。 

 適正な事務処理をされたい。 

（８）産業観光部 

 以下の各課に係る平成３０年１２月末現在における財務に関する事務の執行について、抽出

して監査を行った。 

ア 商工観光課 

 特に指摘する事項はなかった。 

イ 農林振興課 

 特に指摘する事項はなかった。 

ウ 農地整備課 

 特に指摘する事項はなかった。 
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（９）農業委員会事務局 

 平成３０年１２月末現在における財務に関する事務の執行について、抽出して監査を行った。 

 特に指摘する事項はなかった。 

 

 以上が平成３０年度の財務に関する事務の執行について監査した結果である。 

 なお、今回の監査で見受けられた以下の点については、今後の事務処理において留意されたい。 

 各種の契約や補助金を監査する中で、契約手続きに不備があるもの、業務の実態を契約書に反映

できていないもの、また、契約の履行確認や補助金を確定する際の調査・確認を形式的に行ってい

るのではないかと危惧されるものがあった。 

 これらのことは、同じ相手と長期にわたって繰り返し行っている随意契約や補助金に見受けられ、

疑問を持たずに正しいものとして前例踏襲で事務を行っていることが原因と考えられる。 

 財務に関する事務の執行においては、根拠法令等に基づく事務処理が求められるとともに、事業

目的に沿って事務が執行され、効率的に成果を上げることが求められている。 

 契約の履行確認や補助金確定時の調査・確認においては、完了報告書や実績報告書のみを形式的

に検査するのではなく、契約書、仕様書、それに状況写真、証拠書類などの資料による確認のほか、

必要に応じて現場確認を行うなど適正な検査を実施する必要がある。 

 安易に前例を踏襲するのではなく、事業完了後には検査とともに効果の検証を行い、何か見直す

べき点はないかという改善意識をもって事業に取り組むことを望む。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市監査公表第２号 

 

 地方自治法第１９９条第７項の規定による監査を都市監査基準に準拠して実施し、同条第１１項

の規定に基づき監査の結果に関する報告を決定したので、同条第９項の規定により次のとおり公表

する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

                      亀 岡 市 監 査 委 員 関本 孝一 

                      亀岡市監査委員職務執行者 山本由美子 

 

１ 監査の種類 

平成２９年度財政援助団体等監査 
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２ 監査の対象及び範囲 

 公益財団法人亀岡市体育協会、亀岡市森林組合及び公益財団法人亀岡市都市緑花協会の次の財

政援助等に係る出納、その他の事務並びに生涯学習部文化・スポーツ課、産業観光部農林振興課

及びまちづくり推進部都市整備課の同財政援助等に係る事務の執行について 

（１）公益財団法人亀岡市体育協会 

平成２９年度亀岡市体育協会人件費補助金               29,116,900円 

平成２９年度亀岡市体育協会運営活動補助金               4,432,600円 

平成２９年度亀岡市社会体育施設指定管理料               1,663,000円 

（２）亀岡市森林組合 

平成２９年度亀岡市林業振興及び森林環境対策事業補助金 

 作業道第二東谷線開設事業                       771,000円 

 作業道上谷線開設事業                         756,000円 

 作業道火打線開設事業                         273,000円 

 森林組合育成事業                           580,000円 

 緑の公共事業                             639,384円 

（３）公益財団法人亀岡市都市緑花協会 

平成２９年度公益財団法人亀岡市都市緑花協会補助金          29,750,719円 

平成２９年度亀岡市都市公園３３箇所指定管理料            26,938,000円 

 

３ 監査の着眼点 

 亀岡市が補助金等の財政援助を行っている団体等について、財政援助に係る出納、その他の事

務執行が、適正かつ経済的・効率的に行われているか 

 

４ 監査の期間 

 平成３０年１２月１４日から平成３１年３月８日まで 

 

５ 監査の方法 

 団体及び関係課から提出された資料及び提示のあった出納関係帳票その他関係書類に基づき、

関係職員から事務の執行状況を聴取し、監査を実施した。 

 

６ 公益財団法人亀岡市体育協会の概要及び結果 

（１）団体の概要 

ア 設立の目的・事業 

 公益財団法人亀岡市体育協会（以下、「体育協会」という。）は、多様化した市民のス 

ポーツ活動に対する欲求にこたえ、市民スポーツの普及、振興に関する事業を積極的に推進

し、もって市民の健全な心身の発達と明るく豊かな市民生活の形成に寄与することを目的と

し、主に次の事業を行っている。 

○亀岡市における競技力の向上及び地域スポーツ、生涯スポーツの普及振興に関すること。 
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○スポーツ指導者の育成及び市民に対するスポーツの指導 

○亀岡市内の少年スポーツの育成 

○スポーツ施設の管理運営事業 

○その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

イ 組織（平成３０年３月３１日現在） 

○評議員           ２４名 

○役 員  理事       ２１名 

        （うち、会長１名、副会長４名、専務理事１名） 

      監事        ２名 

○事務局  事務局長      １名 

      事務職員      ３名 

      嘱託職員      ２名 

（２）補助金概要 

 平成２９年度に亀岡市から体育協会へ交付された補助金総額は36,749,596円で、うち監査対

象とした補助金及びその内訳は次のとおりである。 

                                    （単位：円） 

項  目 事 業 費 補助金額 補助内訳等 

体育協会人件費補助金 29,116,900 29,116,900

給与手当等  23,904,677

福利厚生費   3,872,793

退職給付引当金 1,339,430

体育協会運営活動 

補助金 
4,930,479 4,432,600

各競技団体運営活動補助金

         777,600

各地域団体運営活動補助金

        1,264,000

手数料他    2,391,000

計 34,047,379 33,549,500  

 

（３）指定管理料の概要 

 平成２９年度に亀岡市から体育協会へ支払われた指定管理料は1,663,000円である。 

 その内訳としては、管理費となっている。 

（４）監査の結果 

 監査の結果は次の事項を除いて、概ね適正であると認められた。 

 なお、監査執行の過程において口頭により指導を行った軽易な事項については、今後の事務

処理において留意されたい。 

ア 体育協会に対する監査の結果 

（ア）補助金にかかる出納、その他の事務について、次のような事例が見受けられた。 

ａ 体育協会の各加盟団体に補助をしている亀岡市体育協会加盟団体運営・活動補助金の

実績報告において、提出された書類に不備のある団体が複数あった。 
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 必要書類一覧や記載例を作成するなど工夫し、団体からの書類提出もれや記載誤りが

起こらないようにした上で、適正な書類審査に努められたい。 

ｂ 体育協会運営活動補助金の実績報告において、支出の証拠書類に添付漏れがあった。 

 決裁等の過程において十分な確認をされたい。 

ｃ 人件費補助金の実績報告において、時間外勤務手当、社会保険料、健康診断費用の実

績額算定に一部誤りがあった。 

 適正な事務処理をされたい。 

（イ）指定管理料にかかる出納、その他の事務について、次のような事例が見受けられた。 

 基本協定書において、管理運営業務の全部又は一部を第三者に請け負わせる場合は書面

により発注者の承諾が必要と規定されているが、再委託しているにもかかわらず、発注

者から書面による承諾を得ていなかった。 

 基本協定書に基づき、適正な事務処理をされたい。 

イ 生涯学習部文化・スポーツ課に対する監査の結果 

（ア）補助金にかかる出納、その他の事務について、次のような事例が見受けられた。 

 体育協会運営活動補助金の実績報告において、実績報告書の十分な確認がなされずに了

承され、確定行為がされていた。 

 補助金の確定事務においては、十分な審査を尽くした上で確定行為を行い、規定に基づ

き、適正な事務処理をされたい。 

（イ）指定管理料にかかる出納、その他の事務について、次のような事例が見受けられた。 

 基本協定書において、管理運営業務の全部又は一部を第三者に請け負わせる場合は書面

により発注者の承諾が必要と規定されているが、再委託が行われているにもかかわらず、

書面による承諾の手続きを行っていなかった。 

 基本協定書に基づき、書面により再委託の届出を行うよう指導し、書面による承諾を行

うことにより改善されたい。 

 

７ 亀岡市森林組合の概要及び結果 

（１）団体の概要 

ア 設立の目的・事業 

亀岡市森林組合（以下「森林組合」という。）は、組合員が協同してその経済的社会的地

位の向上並びに森林の保続培養及び森林生産力の増進を図ることを目的とし、主に次の事業

を行っている。 

○組合員を対象とした森林経営指導 

○病害虫の防除、組合員の森林の保護に関する事業 

○組合員の生産する環境緑化木の採取、育成、運搬、加工、保管及び販売 

イ 組織（平成３０年３月３１日現在） 

○役 員  理事       １８名 

        （うち、理事長１名、副理事長１名） 

      監事        ２名 
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○事務局  会計主任      １名 

      係長        １名 

      技術員       １名 

      職員        １名 

      作業員       ６名 

○会 員  正組合員  １，６２５名   准組合員     ０名 

（２）補助金概要 

平成２９年度に亀岡市から森林組合へ交付された補助金総額は6,620,520円で、今回監査対

象とした補助金及びその内訳は次のとおりである。 

（単位：円） 

項  目 事 業 費 補助金額 補助内訳等 

亀岡市林業振興及び森林環

境対策事業補助金 

（作業道整備事業） 

9,428,107 1,800,000 作業道開設に対する補助 

亀岡市林業振興及び森林環

境対策事業補助金 

（森林組合育成事業） 

1,620,870 580,000
林業経営者の育成、相談活

動等の充実に対する補助 

亀岡市林業振興及び森林環

境対策事業補助金 

（緑の公共事業） 

1,258,460 639,384
間伐・間伐材搬出に対する

補助 

 

（３）監査の結果 

ア 森林組合に対する監査の結果 

 監査の結果は次の事項を除いて、概ね適正であると認められた。 

 なお、監査執行の過程において口頭により指導を行った軽易な事項等については、今後の

事務処理において留意されたい。 

（ア）補助金にかかる出納、その他の事務について、次のような事例が見受けられた。 

 森林組合育成事業補助金の実績報告書において、添付されていた平成２９年度事業報告

書及び収支精算書の内容が、農林振興課へ提出されたものと異なっていた。 

 補助金に係る書類の適正な管理をされたい。 

イ 産業観光部農林振興課に対する監査の結果 

監査の結果は、概ね適正であると認められた。 

なお、監査執行の過程において口頭により指導を行った簡易な事項等については、今後の

事務処理において留意されたい。 

 

８ 公益財団法人亀岡市都市緑花協会の概要及び結果 

（１）団体の概要 

ア 設立の目的・事業 
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 公益財団法人亀岡市都市緑花協会（以下｢緑花協会｣という。）は、亀岡市の緑地の保全及

び緑化の推進に係る事業を行うことにより、亀岡市における都市緑化を推進し、「花」と

「緑」にふれあう場や、身近な暮らしの中の「花」と「緑」を創出し身近に感じ親しめるよ

う心豊かな生活環境を支えるとともに、緑化啓発活動の発信と交流を図り、もって、亀岡市

の『緑ゆたかな潤いと安らぎのある街づくり』の発展に寄与することを目的とし、主に次の

事業を行っている。 

○街路、都市公園、公共施設等の緑花木及び施設の維持管理事業 

○都市緑化・緑地保全を推進するための緑化推進普及啓発事業 

○都市緑花基金の造成、管理・運用事業  

○その他この法人の目的を達するために必要な事業 

イ 組織（平成３０年３月３１日現在）  

○評議員              １０名 

○役 員  理事          １２名 

        （うち、理事長１名、副理事長１名、常務理事１名） 

                  ※常務理事は管理課長を兼務 

      監事           ２名 

○事務局  事務局長         １名 ※総務課長を兼務 

      総務課長         １名 

      管理課長         １名 

      事務局長補佐兼管理係長  １名 

      事務職員         ２名 

      技術職員         ３名 

      再任用職員        １名 

      臨時職員         ４名 

（２）補助金概要 

平成２９年度に亀岡市から緑花協会へ交付された補助金総額は33,400,719円で、うち監査対

象とした補助金及びその内訳は次のとおりである。 

（単位：円） 

項  目 事 業 費 補助金額 補助内訳等 

緑花協会補助金 40,127,386 29,750,719

役員報酬     600,000

給料手当   23,984,459

退職給付費用   545,647

福利厚生費   3,852,445

光熱水費     606,363

保険料      18,291

租税公課     143,514
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（３）指定管理料の概要 

 平成２９年度に亀岡市から緑花協会へ支払われた指定管理料は26,938,000円である。 

 その内訳としては、人件費（職員給与等）、事務費（通信運搬費、消耗品費等）、管理費

（光熱水費、委託料、修繕費等）となっている。 

（４）監査の結果 

ア 緑花協会に対する監査の結果 

監査の結果は、概ね適正であると認められた。 

なお、監査執行の過程において口頭により指導を行った簡易な事項等については、今後の

事務処理において留意されたい。 

イ まちづくり推進部都市整備課に対する監査の結果 

監査の結果は、概ね適正であると認められた。 

なお、監査執行の過程において口頭により指導を行った簡易な事項等については、今後の

事務処理において留意されたい。 

 

「掲示済」 
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教育委員会欄  
 

規 則 
 

 亀岡市教育委員会事務局事務分掌規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   平成３１年３月２０日 

 

                        亀岡市教育委員会教育長 田中太郎 

 

 亀岡市教育委員会規則第１号 

 

亀岡市教育委員会事務局事務分掌規則の一部を改正する規則 

 

 亀岡市教育委員会事務局事務分掌規則（昭和４０年亀岡市教育委員会規則第３号）の一部を次の

ように改正する。 

 

 別表第１中 

「 

社会教育課 社会教育係 文化財係 放課後児童係 

                                           」 

を 

「 

社会教育課 社会教育係 放課後児童係 

歴史文化財課 文化財係 資料館企画係 

                                           」 

に改める。 

 別表第２社会教育課の項中「心の教育推進事業」を「学校、家庭及び地域の連携並びに協働の推

進」に改め、 

「文化財保護委員会委員に関すること。 

文化財の保護に関すること。 

文化資料館との連絡調整に関すること。 

文化財関係補助金に関すること。 

文化活動（文化財関係）に関すること。」 

を削り、同項の次に次のように加える。 
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歴史文化財課 文化財保護委員会に関すること。 

 文化財の調査研究、保護及び活用に関すること。 

 文化財の指定に関すること。 

 文化財の普及啓発に関すること。 

 文化財関係補助金に関すること。 

 文化活動（文化財関係）に関すること。 

 所管する施設の管理に関すること。 

 文化資料館の企画運営及び啓発に関すること。 

 その他歴史文化に関すること。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市立小学校、中学校及び義務教育学校の

管理運営に関する規則の一部を改正する規則を

ここに公布する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

         亀岡市教育委員会 

           教育長 田中太郎 

 

 亀岡市教育委員会規則第２号 

 

亀岡市立小学校、中学校及び義務

教育学校の管理運営に関する規則

の一部を改正する規則 

 

 亀岡市立小学校、中学校及び義務教育学校の

管理運営に関する規則（昭和５８年亀岡市教育

委員会規則第３号）の一部を次のように改正す

る。 

 

 第３条第１項第５号中「１２月２４日」を

「１２月２５日」に改める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３１年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市教育集会所条例施行規則をここに公布

する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

         亀岡市教育委員会 

           教育長 田中太郎 

 

 亀岡市教育委員会規則第３号 

 

亀岡市教育集会所条例施行規則 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、亀岡市教育集会所条例

（昭和５３年亀岡市条例第６号。以下「条

例」という。）の施行について必要な事項を

定めるものとする。 

 （使用時間） 

第２条 教育集会所の使用時間は、午前９時か

ら午後９時までとする。ただし、教育長が必

要と認めたときは、使用時間を変更すること

ができる。 

 （使用許可の申請） 

第３条 条例第４条の規定による使用の許可を

受けようとする者は、亀岡市教育集会所使用

許可申請書（別記第１号様式。以下「使用許

可申請書」という。）を教育長に提出しなけ

ればならない。 

 （使用許可書の交付） 

第４条 教育長は、使用料の納付のあった後、

亀岡市教育集会所使用許可書（別記第２号様

式）を交付するものとする。 

 （使用料の減免） 

第５条 条例第７条の規定により使用料を減額

し、又は免除することができる場合及びその

額は、次のとおりとする。 

⑴ 自治会等地域住民団体が、地域活動を目

的として使用する場合 全額 

⑵ その他公益のため使用するものとして、

特に教育長が認める場合 ５割 

２ 前項の規定により使用料の減免を受けよう

とするときは、亀岡市教育集会所使用料減免

申請書（別記第３号様式）にその理由を記入
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し、使用許可申請書と同時に提出しなければ

ならない。 

 （使用料の還付） 

第６条 条例第８条ただし書の規定により使用

料を還付する場合は、次の各号に掲げる場合

とする。 

⑴ 災害その他不可抗力により使用できない

場合 全額 

⑵ 公用又は管理上の都合により使用の許可

を取り消した場合 全額 

 （その他） 

第７条 この規則に定めるもののほか、教育集

会所の管理その他必要な事項については、教

育長が別に定める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３１年４月１日から施行す

る。 

 

別記様式 省略 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市野外活動施設条例施行規則の一部を改

正する規則をここに公布する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

         亀岡市教育委員会 

           教育長 田中太郎 

 

 亀岡市教育委員会規則第４号 

 

亀岡市野外活動施設条例施行規則

の一部を改正する規則 

 

 亀岡市野外活動施設条例施行規則（平成１８

年亀岡市教育委員会規則第２号）の一部を次の

ように改正する。 

 

 第１１条中「施設を使用する者」を「使用

者」に改め、同条に次のただし書を加える。 

 ただし、管理上支障がないと認められるも

ので、教育委員会が承認した場合は、この限

りでない。 

 第１３条中「第８条第１項及び第１４条」を

「第８条第１項、第１１条及び第１４条」に改

める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 
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告 示 
 

 亀岡市教育委員会告示第２号 

 

 亀岡市文化財保護条例（昭和４３年亀岡市条例第４３号）第６条第１項の規定により次のとおり

告示する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

                        亀岡市教育委員会教育長 田中太郎 

 

 次の文化財を、亀岡市指定文化財に指定する。 

 

指定名称 種別 所有者 所在地 

亀山城惣構跡（土塁） 史跡   

天満神社境内地  天満神社 亀岡市京町３８番地１、３９番地１ 

嶺樹院境内地  嶺樹院 亀岡市西竪町５０番 

宗堅寺境内地  宗堅寺 亀岡市西竪町２４番１ 

聖隣寺境内地  聖隣寺 亀岡市東竪町４３番 

坂部公園内  亀岡市 亀岡市東竪町４７番 

宗福寺境内地  宗福寺 亀岡市矢田町２６番地 

 

 なお、平成２４年１１月２２日に指定した指定番号第５４号、第５５号、第５６号、第５７号及

び第５８号は上の文化財に整理して統合することとする。 

 

「掲示済」 
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教育長訓令 
 

 亀岡市教育委員会教育長訓令第１号 

 

               庁中一般 

 

 亀岡市教育委員会事務専決規程の一部を改正

する訓令を次のように定める。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

         亀岡市教育委員会 

           教育長 田中太郎 

 

亀岡市教育委員会事務専決規程の

一部を改正する訓令 

 

 亀岡市教育委員会事務専決規程（昭和５３年

亀岡市教育委員会教育長訓令第１号）の一部を

次のように改正する。 

 

 第９条第２号中「及び資料館」を削る。 

 第１０条中「第１６条」を「第１７条」に改

め、第１９条を第２０条とし、第１０条から第

１８条までを１条ずつ繰り下げ、第９条の次に

次の１条を加える。 

 （歴史文化財課長の専決事項） 

第１０条 歴史文化財課長は、第４条に掲げる

事項のほか、資料館の事務に係る事務処理規

程第１４条に規定する財務に関する事項につ

いて専決することができる。ただし、館長が

６級相当職員であるときは、この限りでない。 

 

   附 則 

 

 この訓令は、平成３１年４月１日から施行す

る。 

選挙管理委員会欄 
 

告 示 
 

 亀岡市選挙管理委員会告示第２６号 

 

 亀岡市条例の制定又は改廃の請求に要する有

権者総数の５０分の１の数、亀岡市の事務の執

行に関する監査の請求に要する有権者総数の 

５０分の１の数及び合併協議会設置の請求に要

する有権者総数の５０分の１の数は、次のとお

りである。 

 

   平成３１年３月１日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

１，４８８人 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第２７号 

 

 亀岡市議会の解散請求に要する有権者総数の

３分の１の数並びに亀岡市の市長、副市長、教

育長、教育委員会の委員、選挙管理委員、監査

委員及び亀岡市議会議員の解職請求に要する有

権者総数の３分の１の数は、次のとおりである。 

 

   平成３１年３月１日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 
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２４，７９３人 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第２８号 

 

 合併協議会設置協議について選挙人の投票に

付する請求に要する有権者総数の６分の１の数

は、次のとおりである。 

 

   平成３１年３月１日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

１２，３９７人 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第２９号 

 

 平成３１年４月７日執行予定の京都府議会議

員一般選挙におけるポスター掲示場の設置場所

を次のように定める。 

 

   平成３１年３月２０日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

省  略 

 

「掲示済」 

 亀岡市選挙管理委員会告示第３０号 

 

 亀岡市条例の制定又は改廃の請求に要する有

権者総数の５０分の１の数、亀岡市の事務の執

行に関する監査の請求に要する有権者総数の 

５０分の１の数及び合併協議会設置の請求に要

する有権者総数の５０分の１の数は、次のとお

りである。 

 

   平成３１年３月２８日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

１，４８８人 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第３１号 

 

 亀岡市議会の解散請求に要する有権者総数の

３分の１の数並びに亀岡市の市長、副市長、教

育長、教育委員会の委員、選挙管理委員、監査

委員及び亀岡市議会議員の解職請求に要する有

権者総数の３分の１の数は、次のとおりである。 

 

   平成３１年３月２８日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

２４，７９７人 

 

「掲示済」 



 
亀 岡 市 公 報 

 99

第８９１号平成３１年４月１５日発行 

 亀岡市選挙管理委員会告示第３２号 

 

 合併協議会設置協議について選挙人の投票に

付する請求に要する有権者総数の６分の１の数

は、次のとおりである。 

 

   平成３１年３月２８日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

１２，３９９人 

 

「掲示済」 
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第８９１号平成３１年４月１５日発行 

 亀岡市選挙管理委員会告示第３３号 

 

 平成３１年４月７日執行の京都府議会議員一般選挙における投票管理者及び同職務代理者を次の

とおり選任した。 

 

   平成３１年３月２９日 

 

                      亀岡市選挙管理委員会委員長 岡野宗忠 

 

平成３１年４月７日 京都府議会議員一般選挙 投票管理者・同職務代理者一覧表 

地区名 
投票区 
番 号 

投 票 管 理 者 同 職 務 代 理 者 

氏  名 住    所 氏  名 住    所 

亀 岡 
1 岡 本 保 博 省略 服 部 哲 也 省略 

2 武 内 政 一 省略 数 井 克 俊 省略 

東別院 3 江 見 博 好 省略 伴 田   恵 省略 

西別院 
5 中 島 三羊子 省略 齋 田 善 弘 省略 

6 和 﨑 邦 夫 省略 吉 見 友 成 省略 

曽我部 
7 福 知 憲太郎 省略 今 西 恵 一 省略 

8 上 嶋 章 宏 省略 谷 口   裕 省略 

吉 川 9 赤 田 雅 光 省略 原 田 啓 子 省略 

薭田野 
10 長谷川 富 男 省略 白波瀬 元 一 省略 

11 西 村 禎 之 省略 坂 田 泰 孝 省略 

本 梅 
12 西 村 久 子 省略 森   英 美 省略 

13 小 林   久 省略 森   敏 郎 省略 

畑 野 
14 山 内   安 省略 齊 藤 和 則 省略 

15 谷 口 文 雄 省略 藤 原 弘 樹 省略 

宮 前 

16 柿 谷   出 省略 岩 城 光 太 省略 

17 森   幸 雄 省略 三 宅 晃 圓 省略 

18 宮 本 和 行 省略 内 藤 一 彦 省略 

大 井 
19 飯 田 良 子 省略 田 中   悟 省略 

20 山 本 善 也 省略 森 田 幸 治 省略 

千代川 
21 波 尻   弘 省略 山 口 悟 史 省略 

22 俣 野 和 俊 省略 俣 野 孝 明 省略 

馬 路 

23 畑   榮 治 省略 足 立 慎 吾 省略 

24 林     勝 省略 相 原   稔 省略 

25 古 市 幸 弘 省略 西 出 和 正 省略 

旭 
26 平 井 厚 生 省略 平 井 好 子 省略 

27 射 場 和 美 省略 川 勝 洋 太 省略 

千 歳 

28 嶋 津 正 道 省略 中 西 孝 臣 省略 

29 井 上 真 吾 省略 廣 瀬 敬 太 省略 

30 紺 谷 忠 義 省略 門 下 研 也 省略 

河原林 
31 福 島 克 巳 省略 綾 野 昌 弘 省略 

32 有 山 篤 利 省略 林 田 和 也 省略 

保 津 33 廣 瀨 文 章 省略 倉 橋 浩 史 省略 

東本梅 
35 奥 村 保 幸 省略 井 内 康 博 省略 

36 中 西   顯 省略 川 内 悌 二 省略 

篠 37 木 村 憲 文 省略 柳 谷 政 人 省略 

篠・東つつじ 38 山 田 音 弘 省略 上 園 千 佳 省略 

西つつじ 39 永 光   寛 省略 大西平四郎成人 省略 

亀 岡 40 芳 野 重 德 省略 太 田 健一郎 省略 

篠 41 山 本   巖 省略 宮 本 かおり 省略 

南つつじ 42 山 田   実 省略 名 倉 真 也 省略 

東別院 43 濱 井 一 夫 省略 鈴 木 翔 也 省略 

篠 44 長谷川 忠 良 省略 齊 藤 洋 平 省略 

「掲示済」 
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第８９１号平成３１年４月１５日発行 

 亀岡市選挙管理委員会告示第３４号 

 

 平成３１年４月７日執行の京都府議会議員一般選挙における各投票区の投票所を次のように定め

る。 

 

   平成３１年３月２９日 

 

                      亀岡市選挙管理委員会委員長 岡野宗忠 

 

投票区名 投票所の施設 所在地 

第 １ 投票区 亀岡小学校 亀岡市内丸町１５番地 

第 ２ 投票区 亀岡市役所市民ホール 亀岡市安町野々神８番地 

第 ３ 投票区 東別院町ふれあいセンター 亀岡市東別院町東掛一アン１５番地の８ 

第 ５ 投票区 亀岡市西別院生涯学習センター 亀岡市西別院町柚原佃１７番地 

第 ６ 投票区 犬甘野児童館 亀岡市西別院町犬甘野霜ノ下２、３、４番地 

第 ７ 投票区 曽我部公民館 亀岡市曽我部町南条北荒水代４－１ 

第 ８ 投票区 寺区公民館 亀岡市曽我部町寺広畑１２番地 

第 ９ 投票区 吉川公民館 亀岡市吉川町吉田沢６３番地 

第１０投票区 亀岡市薭田野生涯学習センター 亀岡市薭田野町佐伯西ノ辻９番地の１ 

第１１投票区 奥条公民館 亀岡市薭田野町奥条大仲１７番地 

第１２投票区 ほんめ町ふれあいセンター 亀岡市本梅町井手梅原３番地 

第１３投票区 西加舎公民館 亀岡市本梅町西加舎塩賀１４番地の１ 

第１４投票区 畑野町公民館 亀岡市畑野町千ケ畑西山５番地の１ 

第１５投票区 土ケ畑公民館 亀岡市畑野町土ケ畑堂ノ下１９番地 

第１６投票区 宮川公民館 亀岡市宮前町宮川谷ノ下１０３番地 

第１７投票区 神前ふれあいサロン 亀岡市宮前町神前平見１番地の１ 

第１８投票区 猪倉公民館 亀岡市宮前町猪倉森ノ下１０番地 

第１９投票区 大井小学校 亀岡市大井町並河１丁目３番１号 

第２０投票区 小金岐区会議所 亀岡市大井町小金岐馬場崎２１番地 

第２１投票区 千代川町自治会館 亀岡市千代川町北ノ庄国主ケ森１９番地 

第２２投票区 北ノ庄会議所 亀岡市千代川町北ノ庄市場２番地 

第２３投票区 馬路生涯学習センター 亀岡市馬路町流川２番地の１ 

第２４投票区 池尻区公民館 亀岡市馬路町池尻６０番地の１ 

第２５投票区 馬路老人センター 亀岡市馬路町小米田４５番地の４ 

第２６投票区 旭コミュニティセンター 亀岡市旭町年角２５番地 

第２７投票区 山階公民館 亀岡市旭町岩ケ谷８２番地 

第２８投票区 国分公民館 亀岡市千歳町国分西垣内１５番地の１ 

第２９投票区 千歳町自治会事務所 亀岡市千歳町千歳垣根２番地の３ 

第３０投票区 出雲公民館 亀岡市千歳町千歳南所２６番地 

第３１投票区 亀岡市河原林生涯学習センター 亀岡市河原林町河原尻上六反田９番地の１ 

第３２投票区 勝林島会議所 亀岡市河原林町勝林島稲荷５３番地 

第３３投票区 保津小学校 亀岡市保津町構ノ内２０番地 

第３５投票区 赤熊公民館 亀岡市東本梅町赤熊南垣内２２ 

第３６投票区 大内営農センター 亀岡市東本梅町大内上条３０番地 

第３７投票区 安詳小学校 亀岡市篠町篠中北裏６８番地 

第３８投票区 東つつじケ丘ふれあいセンター 亀岡市東つつじケ丘都台３丁目６番７号 

第３９投票区 西つつじケ丘ふれあいセンター 亀岡市西つつじケ丘大山台１丁目１２番１３号
第４０投票区 亀岡市文化資料館 亀岡市古世町中内坪１番地 
第４１投票区 詳徳小学校 亀岡市篠町柏原田中３番地の１ 

第４２投票区 亀岡市南つつじケ丘コミュニティセンター 亀岡市南つつじケ丘大葉台２丁目４３番１号 

第４３投票区 見立自治会館 亀岡市東別院町鎌倉見立１９番地１７１号 

第４４投票区 西山区集会所 亀岡市篠町王子唐櫃越 1番地５１ 

 

「掲示済」 
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第８９１号平成３１年４月１５日発行 

 亀岡市選挙管理委員会告示第３５号 

 

 平成３１年４月７日執行の京都府議会議員一

般選挙における投票記載場所の氏名掲示の掲載

順序を定めるくじを行う場所及び日時を次のよ

うに定める。 

 

   平成３１年３月２９日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

１ 場 所  亀岡市安町野々神８番地 

       亀岡市役所 

 

２ 日 時  平成３１年３月２９日 

       午後５時３０分 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第３６号 

 

 平成３１年４月７日執行の京都府議会議員一

般選挙における期日前投票所を次のように定め

る。 

 

   平成３１年３月２９日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市役所 市民ホール 

 

「掲示済」 
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第８９１号平成３１年４月１５日発行 

 亀岡市選挙管理委員会告示第３７号 

 

 平成３１年４月７日執行の京都府議会議員一般選挙における期日前投票所に係る投票管理者及び

同職務代理者を次のとおり選任した。 

 

   平成３１年３月２９日 

 

                      亀岡市選挙管理委員会委員長 岡野宗忠 

 

平成３１年４月７日執行 京都府議会議員一般選挙 

期日前投票所における投票管理者・同職務代理者 一覧表 

職務を行うべき日 

投 票 管 理 者 同 職 務 代 理 者  

氏  名 住    所 氏  名 住    所 

平成31年3月30日 八 田 成 雄 省略 岡 野 宗 忠 省略 

平成31年3月31日 俣 野 健一郎 省略 岩 﨑 多 良 省略 

平成31年4月1日 岡 野 宗 忠 省略 八 田 成 雄 省略 

平成31年4月2日 岩 﨑 多 良 省略 俣 野 健一郎 省略 

平成31年4月3日 八 田 成 雄 省略 岡 野 宗 忠 省略 

平成31年4月4日 俣 野 健一郎 省略 岩 﨑 多 良 省略 

平成31年4月5日 岡 野 宗 忠 省略 八 田 成 雄 省略 

平成31年4月6日 岩 﨑 多 良 省略 俣 野 健一郎 省略 

 

「掲示済」 
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第８９１号平成３１年４月１５日発行 

 亀岡市選挙管理委員会告示第３８号 

 

 平成３１年４月７日執行の京都府議会議員一

般選挙における開票管理者及び同職務代理者を

次のとおり選任した。 

 

   平成３１年３月２９日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

開 票 管 理 者 省略 岡 野 宗 忠

同職務代理者 省略 岩 﨑 多 良

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第３９号 

 

 平成３１年４月７日執行の京都府議会議員一

般選挙の開票の場所及び日時を次のように定め

る。 

 

   平成３１年３月２９日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

１ 開票場所 

   ガレリアかめおか 

   亀岡市余部町宝久保１番地の１ 

２ 開票日時 

   平成３１年４月７日 午後９時１０分 

 

「掲示済」 

 亀岡市選挙管理委員会告示第４０号 

 

 平成３１年４月７日執行の京都府議会議員一

般選挙における亀岡市開票区の開票立会人を定

めるくじを行う場所及び日時を次のように定め

る。 

 

   平成３１年３月２９日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

１ 場 所  亀岡市安町野々神８番地 

       亀岡市役所 

 

２ 日 時  平成３１年４月４日 

       午後５時００分 

 

「掲示済」 
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第８９１号平成３１年４月１５日発行 

公平委員会欄 
 

規 則 
 

 管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正

する規則をここに公布する。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

         亀岡市公平委員会 

           委員長 深澤則夫 

 

 亀岡市公平委員会規則第１号 

 

管理職員等の範囲を定める規則の

一部を改正する規則 

 

 管理職員等の範囲を定める規則（昭和４１年

亀岡市公平委員会規則第１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

 別表第２福祉事務所の項中「所長」の次に

「・副所長」を加える。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成３１年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

上下水道部欄 
 

規 程 
 

 亀岡市特定環境保全公共下水道事業、農業集

落排水事業及び小規模集合排水処理事業に地方

公営企業法の規定の全部を適用すること等に伴

う関係条例の整備に関する条例の施行等に伴う

関係上下水道事業管理規程の整備に関する規程

を次のように定める。 

 

   平成３１年３月１５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市上下水道事業管理規程第１号 

 

亀岡市特定環境保全公共下水道事

業、農業集落排水事業及び小規模

集合排水処理事業に地方公営企業

法の規定の全部を適用すること等

に伴う関係条例の整備に関する条

例の施行等に伴う関係上下水道事

業管理規程の整備に関する規程 

 

 （亀岡市上下水道部処務規程の一部改正） 

第１条 亀岡市上下水道部処務規程（昭和４８

年亀岡市水道事業管理規程第２号）の一部を

次のように改正する。 

 第１条中「亀岡市上下水道事業の組織等に

関する条例（平成１２年亀岡市条例第２号）

第３条に規定する上下水道部」を「上下水道

部」に改める。 

 別表第２中「排水量」を「汚水排水量」に、

「除外施設」を「除害施設」に改める。 

 （亀岡市上下水道部決裁規程の一部改正） 

第２条 亀岡市上下水道部決裁規程（昭和４８
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年亀岡市水道事業管理規程第３号）の一部を次のように改正する。 

 第９条第２号中「、下水道事業会計及び地域下水道事業特別会計」を「及び下水道事業会計」

に改める。 

 第１１条第４号中「排水量」を「汚水排水量」に改め、同条第６号中「排水設備等」を「排水

設備及び除害施設」に改める。 

 別表第２財務に関する事項中 

「 

１ 収入命令（調定を含む。）に関すること。（地域下水
道事業に係る分担金、繰入金は総務・経営課合議） 

    

 

地域下水道事業に係る寄附金 ○    

特に規定するもののほか2,000万円以上  ○   

特に規定するもののほか100万円以上2,000万円未満   ○  

特に規定するもののほか100万円未満    ○ 

                                          」 

を 

「 

１ 収入命令（調定を含む。）に関すること。     

 特に規定するもののほか2,000万円以上  ○   

特に規定するもののほか100万円以上2,000万円未満   ○  

特に規定するもののほか100万円未満    ○ 

                                          」 

に改める。 

 （亀岡市上下水道部庁舎管理規程の一部改正） 

第３条 亀岡市上下水道部庁舎管理規程（昭和５２年亀岡市水道事業管理規程第１号）の一部を次

のように改正する。 

 第１５条を次のように改める。 

 （庁舎の目的外使用） 

第１５条 庁舎の目的外使用については、亀岡市上下水道事業用行政財産の目的外使用に関する

規程（平成２３年亀岡市上下水道事業管理規程第３号）に定めるところによる。 

 第１７条を次のように改める。 

第１７条 削除 

 第１８条を次のように改める。 

第１８条 削除 

 別記第２号様式を削り、別記第１号様式を別記様式とする。 
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（亀岡市上下水道お客様センター設置規程の

一部改正） 

第４条 亀岡市上下水道お客様センター設置規

程（平成２３年亀岡市上下水道事業管理規程

第４号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第３号中「排水量」を「汚水排水

量」に改め、同条第６号中「、公共汚水ます

及び排水設備」を「並びに公共汚水ます、排

水設備及び除害施設」に改める。 

（亀岡市上下水道部徴収事務等委託規程の一

部改正） 

第５条 亀岡市上下水道部徴収事務等委託規程

（平成２０年亀岡市上下水道事業管理規程第

７号）の一部を次のように改正する。 

 題名中「上下水道部」を「上下水道事業」

に改める。 

 第１条中「並びに」を「及び」に改め、

「及び地方自治法施行令（昭和２２年政令第

１６号）第１５８条」を削り、「上下水道

部」を「上下水道事業（亀岡市上下水道事業

の設置等に関する条例（平成２９年亀岡市条

例第３１号）第１条に規定する上下水道事業

をいう。）」に改める。 

 第２条中「次の各号」を「次」に改め、同

条第１号中「排水量」を「汚水排水量」に改

め、同条第２号中「、地域下水道使用料」を

削り、同条第３号中「及び排水設備等」を 

「、排水設備及び除害施設」に改める。 

 第３条中「次の各号」を「次」に改める。 

（亀岡市水道料金等収納事務委託規程の一部

改正） 

第６条 亀岡市水道料金等収納事務委託規程

（平成２０年亀岡市上下水道事業管理規程第

８号）の一部を次のように改正する。 

 第１条中「並びに」を「及び」に改め、

「及び地方自治法施行令（昭和２２年政令第

１６号）第１５８条」及び「、地域下水道使

用料」を削る。 

 第２条中「次の各号」を「次」に改める。 

（亀岡市上下水道事業用行政財産の目的外使

用に関する規程の一部改正） 

第７条 亀岡市上下水道事業用行政財産の目的

外使用に関する規程（平成２３年亀岡市上下

水道事業管理規程第３号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第１条中「、別に定めるもののほか」を削

り、「行政財産（市長の権限に属する事務の

一部を水道事業及び下水道事業の管理者の権

限を行う市長に委任する規則（昭和４２年亀

岡市規則第１７号）第２条の規定に基づき水

道事業及び下水道事業の管理者の権限を行う

市長（以下「管理者」という。）に委任され

ている事務に係る行政財産を含む。）の目的

外使用」を「行政財産の目的外使用（亀岡市

下水道条例（昭和５７年亀岡市条例第２４

号）第２３条第１項の規定による占用の許可

を要するものを除く。）」に改める。 

 第２条中「管理者」を「水道事業及び下水

道事業の管理者の権限を行う市長（以下「管

理者」という。）」に改める。 

 第３条第１項中「行政財産の使用を申請し

ようとする者」を「前条第１項の許可を受け

ようとする者」に改め、「行政財産の所在地、

種別、数量又は面積、使用期間、使用目的及

び使用形態を記載した」を削り、「許可申請

書」を「（変更・廃止）許可申請書」に、

「次の各号に掲げる書類」を「次に掲げる図

書」に、「管理者の許可を受けなければなら

ない」を「管理者に申請しなければならない。

許可した事項を変更し、又は廃止するときも、

同様とする」に改め、同項第１号を次のよう

に改める。 

⑴ 工作物等を設置するときは、次に掲げ

る図書 

ア 方位、道路及び目標となる地物を明

示した附近見取図 
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イ 工作物等の平面図、断面図及び配置

図 

 第３条第１項第３号中「書類」を「図書」

に改め、同号を第４号とし、第２号を第３号

とし、第１号の次に次の１号を加える。 

⑵ 土地を使用するときは、その土地の求

積図 

 第３条第３項中「行政財産の使用」を「第

１項の申請」に改め、同条第４項中「使用」

を「第１項の申請」に改め、「次の各号に掲

げる事項を記載した」を削り、「許可書を申

請者に交付」を「（変更・廃止）許可書によ

り申請者に通知」に改め、同項各号を削る。 

 第４条第１項中「電柱、電話柱等で公益企

業者が使用するときその他使用期間を１年以

内とすることが適当でないと」を「公共の用

に供する目的をもって長期にわたり工作物を

設置する場合において、」に、「５年」を

「１０年」に改め、同条第２項を次のように

改める。 

２ 前項の期間が満了した場合において管理

者が必要と認めたときは、これを更新する

ことができる。 

 第４条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 前項の規定による使用期間の更新の手続

については、第３条の規定を準用する。た

だし、同条第１項に規定する図書の添付は、

省略することができる。 

 第５条に次のただし書を加える。 

 ただし、建物使用料及び使用の期間が１

月に満たない場合の土地使用料（その他の

土地利用の場合に限る。）の額は、この額

に消費税法（昭和６３年法律第１０８号）

に基づき消費税が課される額に同法に基づ

く税率を乗じて得た額及び地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）に基づき地方消費

税が課される額に同法に基づく税率を乗じ

て得た額の合計額（１０円未満の端数が生

じたときは、これを切り捨てた額）を加算

した額とする。 

 第６条を次のように改める。 

 （使用料の納入） 

第６条 前条の使用料は、毎年度その年度分

を管理者が指定する日までに納入しなけれ

ばならない。ただし、使用期間が１年以内

のもの又は使用期間に係る使用料の額が１

件２，０００円以下のものは、一時に全額

を納入するものとする。 

 第１０条を削り、第１１条を第１０条とす

る。 

 第１２条中「満了したとき」の次に「、使

用を廃止したとき」を加え、同条に次の１項

を加え、同条を第１１条とする。 

２ 管理者は、使用者に対して、前項の原状

回復又は原状に回復する必要がない場合の

措置について、必要な指示をすることがで

きる。 

 第１３条中「また同様」を「、同様」に改

め、同条を第１２条とし、第１２条の次に次

の１条を加える。 

 （様式） 

第１３条 第３条第１項の行政財産目的外使

用（変更・廃止）許可申請書及び同条第４

項の行政財産目的外使用（変更・廃止）許

可書の様式は、管理者が別に定める。 

 別表建物使用料の項中「１００分の６を乗

じた額に１００分の１０８を乗じ」を  

「１００分の６を乗じて得た額に当該建物の

敷地に対する」に改め、同表備考第４項中

「円未満」を「１０円未満」に改め、同表備

考第５項中「同様とする」を「、同様とす

る」に改める。 

（亀岡市水道事業給水条例施行規程の一部改

正） 

第８条 亀岡市水道事業給水条例施行規程（平

成３０年亀岡市上下水道事業管理規程第１
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号）の一部を次のように改正する。 

 第８条第２項中「次の各号」を「次に掲げ

る事項」に改める。 

 第９条の見出し中「工事」を「設置」に改

め、同条中「工事負担金」を「設置負担金」

に、「次の各号」を「次」に改め、同条第２

号中「１００分の８を乗じて得た額」を  

「、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）

に基づき消費税が課される額に同法に基づく

税率を乗じて得た額及び地方税法（昭和２５

年法律第２２６号）に基づき地方消費税が課

される額に同法に基づく税率を乗じて得た額

の合計額（１円未満の端数が生じたときは、

これを切り捨てた額）を加算した額」に改め

る。 

 第１４条中「次の各号」を「次に定めると

ころ」に改める。 

 第１５条中「給水契約申込書」を「給水契

約申込書・下水道使用開始届」に改め、ただ

し書を削り、同条に次の１項を加える。 

２ 前項の申込みは、管理者が必要と認める

ときは、口頭その他の方法によることがで

きる。 

 第２１条第１項第１号中「水道使用中止

届」を「水道・下水道使用中止届」に改め、

同項第３号中「水道臨時使用届」を「水道・

下水道臨時使用届」に改め、同条第２項第１

号中「水道使用者変更届」を「水道・下水道

使用者等変更届」に改め、同項の次に次の１

項を加える。 

３ 第１項第１号及び前項第１号に該当する

場合の届出は、管理者が必要と認めるとき

は、口頭その他の方法によることができる。 

 第２６条中「次の各号」を「次」に改め、

同条の次に次の１条を加える。 

 （過誤納等による料金の精算） 

第２６条の２ 料金の過誤納等による還付金

又は追徴金は、次期以降の料金で精算する

ことができる。 

 第３１条第２項中「決定通知書」を「決定

（却下）通知書」に改める。 

 別記第１１号様式中「亀岡市長」を削る。 

 別記第１６号様式から別記第１８号様式ま

での様式、別記第２０号様式、別記第２２号

様式、別記第２３号様式、別記第２６号様式

及び別記第２７号様式を次のように改める。 

 

別記様式 省略 

 

（亀岡市水道料金等口座振替収納事務取扱要

綱の一部改正） 

第９条 亀岡市水道料金等口座振替収納事務取

扱要綱（昭和６２年亀岡市公営企業管理規程

第９号）の一部を次のように改正する。 

 題名及び第１条中「要綱」を「規程」に改

める。 

 第２条第２号中「下水道事業受益者負担金

（」を「下水道事業受益者負担金（亀岡市下

水道事業受益者負担に関する条例（昭和５６

年亀岡市条例第２１号）第１条に規定する負

担金をいう。」に改める。 

 第３条中「株式会社関西アーバン銀行」を

「株式会社関西みらい銀行」に改める。 

 第８条第２号中「亀岡市公共下水道事業受

益者負担に関する条例施行規程」を「亀岡市

下水道事業受益者負担に関する条例施行規

程」に改める。 

 第１２条中「口座振替済通知書（別記第７

号様式又は第７号様式の２）」を「水道料

金・下水道使用料口座振替領収済通知書（別

記第７号様式）又は下水道事業受益者負担金

口座振替済通知書（第７号様式の２）」に改

める。 

 第１９条中「要綱」を「規程」に改める。 

 別記第７号様式を次のように改める。 
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別記様式 省略 

 

（漏水等に伴う水道料金の減額に関する取扱

基準の一部改正） 

第１０条 漏水等に伴う水道料金の減額に関す

る取扱基準（平成２４年亀岡市上下水道事業

管理規程第１７号）の一部を次のように改正

する。 

 題名を次のように改める。 

亀岡市漏水等に伴う水道料金及び下水

道使用料の減額に関する規程 

 第１条中「第３９条第２項」の次に「及び

亀岡市下水道条例（昭和５７年亀岡市条例第

２４号）第４１条第２項」を、「水道料金」

の次に「（飲料水供給施設料金を含む。以下

同じ。）及び下水道使用料」を加える。 

 第２条中「水道事業」の次に「及び下水道

事業」を、「水道料金」の次に「及び下水道

使用料」を加え、同条第１号中「使用者の」

を「水道料金にあっては、使用者の」に、

「であって」を「の場合で」に、「使用水量

が認定使用水量の」を「水道の使用水量（以

下「使用水量」という。）が第３条に規定す

る認定使用水量の」に改め、同条第２号中

「使用水量」を「使用水量若しくは汚水排水

量」に、「場合は」を「場合で」に、「も

の。」を「もの」に改め、同号を第３号とし、

第１号の次に次の１号を加える。 

⑵ 下水道使用料にあっては、使用水量を

もって下水道の汚水排水量（以下「汚水

排水量」という。）とする場合で、前号

の場合に該当し、かつ、その漏水が明ら

かに下水道に排水されていないと確認で

きるもの 

 第３条中「若しくは過去又は」を「又は過

去若しくは」に改める。 

 第４条の見出し中「及び金額」を削り、同

条第１項中「減額の対象とする水量」を「第

２条第１号の場合の減額の対象とする使用水

量」に、「差し引いた水量」を「差し引いた

量」に、「相当する水量」を「相当する量」

に、「乗じて得た水量（以下「減額対象水

量」という。）」を「乗じて得た量」に改め、

同条第２項を次のように改める。 

２ 第２条第２号の場合の減額の対象とする

汚水排水量は、対象とする期の汚水排水量

から認定使用水量を差し引いた量とする。 

 第７条を第９条とする。 

 第６条中「第２条第２号」を「第２条第３

号」に、「及び金額並びに」を「、減額する

金額及び」に、「前２条」を「前３条」に改

め、同条を第７条とする。 

 第５条を第６条とし、第４条の次に次の１

条を加える。 

 （減額する金額） 

第５条 減額する金額は、減額前の料金又は

使用料と使用水量又は汚水排水量から前条

の減額の対象とする使用水量又は汚水排水

量を差し引いた量に対する料金又は使用料

との差額とする。 

 第７条の次に次の１条を加える。 

 （申請等の様式） 

第８条 この規程による水道料金及び下水道

使用料の減額の申請及び減額決定の通知は、

亀岡市水道事業給水条例施行規程（平成 

３０年亀岡市上下水道事業管理規程第１

号）第３１条及び亀岡市下水道条例施行規

程（昭和５７年亀岡市水道事業管理規程第

９号）第２３条の規定にかかわらず、それ

ぞれ次に掲げる様式によるものとする。 

⑴ 漏水等に伴う水道料金・下水道使用料

減額申請書（別記第１号様式） 

⑵ 漏水等に伴う水道料金・下水道使用料

減額決定通知書（別記第２号様式） 

 附則の次に次の２様式を加える。 
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別記様式 省略 

 

（亀岡市指定給水装置工事事業者規程の一部

改正） 

第１１条 亀岡市指定給水装置工事事業者規程

（平成１０年亀岡市公営企業管理規程第２

号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第２項中「次の各号」を「次」に改

める。 

 第１０条中「各号」を「各号のいずれか」

に改める。 

 第１３条中「次の各号」を「次」に改める。 

 第１８条第１項中「次の各号に関して、」

を「指定工事業者の指定等における」に、

「図ることを目的として」を「図るため」に

改め、同項各号を削る。 

 （亀岡市下水道条例施行規程の一部改正） 

第１２条 亀岡市下水道条例施行規程（昭和 

５７年亀岡市水道事業管理規程第９号）の一

部を次のように改正する。 

 第１条の２中「第２条の３」を「第４条の

３」に改め、同条を第２条の２とする。 

 第１条の３中「第２条の３」を「第４条の

３」に改め、同条を第２条の３とする。 

 第１条の４中「第２条の４」を「第４条の

４」に改め、同条を第２条の４とする。 

 第１条の５中「第２条の５」を「第４条の

５」に改め、同条を第２条の５とする。 

 第１条の６中「第２条の７」を「第４条の

７」に改め、同条を第２条の６とする。 

 第２条を次のように改める。 

 （代理人及び総代人の届出） 

第２条 条例第３条第１項の規定による届出

は、代理人設置（変更）届（別記第１号様

式）により行うものとする。 

２ 条例第３条第２項の規定による届出は、

総代人選定（変更・廃止）届（別記第２号

様式）により行うものとする。 

 第３条を次のように改める。 

 （排水設備設置義務の猶予等） 

第３条 条例第５条第２項（条例第３０条に

おいて準用する場合を含む。）に規定する

特別の事情がある者は、下水道事業の管理

者の権限を行う市長（以下「管理者」とい

う。）に排水設備の設置義務の猶予又は免

除を申請することができる。この場合にお

いて、当該猶予又は免除を受けようとする

者は、排水設備設置義務猶予（免除）申請

書（別記第３号様式）に次に掲げる図書を

添付して、管理者に申請するものとする。 

⑴ 方位、道路及び目標となる地物を明示

した附近見取図 

⑵ 申請地の形状、建物の形状及び配置、

汚水を排除する施設の配置、用水及び排

水の系統並びに汚水を排除する公共の水

域の位置を明示した平面図 

⑶ 工場その他の事業所にあっては、当該

下水の水質検査証明書 

⑷ 誓約書 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、管理者が

必要と認める図書 

２ 管理者は、前項の申請を許可したときは、

排水設備設置義務猶予（免除）決定通知書

（別記第４号様式）により申請者に通知す

るものとする。 

 第４条を削り、第５条第１項中「第５条第

２号」を「第６条第２号（条例第３０条にお

いて準用する場合を含む。）」に、「公共汚

水ます等」を「公共汚水ます」に改め、同条

第１号中「汚水を排除するための排水設備

は、」を削り、「ますの内壁」を「排水設備

をますの内壁」に改め、「差し入れ」の次に

「、コンクリート製の公共汚水ますにあって

は」を加え、「すること」を「し、塩化ビ 

ニール製の公共汚水ますにあっては、所定の

接続材料等を用いて確実に接合すること」に
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改め、同条を第４条とする。 

 第６条の見出しを「（排水設備の設置及び

構造の基準）」に改め、同条中「排水設備の

構造及び附属装置」を「条例第６条第４号

（条例第３０条において準用する場合を含

む。）に規定する排水設備（附属する装置を

含む。）の設置及び構造」に、「よるほか、

次の各号に定める基準」を「よるもののほか、

次に掲げる基準」に改め、同条第１号アから

ウまでの規定以外の部分中「管渠」を「管

渠
きょ

」に、同号ア中「管渠の構造」を「管渠

（排水管及び排水渠をいう。以下同じ。）の

構造」に改め、同条第２号ア中「かえる」を

「変える」に改め、同条第５号中「しゃ断」

を「遮断」に改め、同条に次の２項を加え、

同条を第５条とする。 

２ 生ごみを破砕して汚水とともに排除する

排水設備（以下「ディスポーザ」とい

う。）を設置するときは、破砕された生ご

みを除去するための排水処理部とディス 

ポーザが、配管等によって一体のシステム

を構成するもの（以下「ディスポーザ排水

処理システム」という。）でなければなら

ない。 

３ ディスポーザ排水処理システムについて

必要な事項は、管理者が別に定める。 

 第７条の見出し中「排水設備等」を「排水

設備」に改め、同条第１項中「第７条第１項

及び第２項に規定する申請のうち、排水設備

及び排水施設に係る申請」を「第７条（条例

第３０条において準用する場合を含む。）の

規定による申請」に、「排水設備設置」を

「排水設備の新設等」に、「次の各号」を

「次」に、「、管理者に提出しなければなら

ない」を「行うものとする」に改め、同項第

２号ウ中「又は」を「及び」に改め、同項第

６号を第７号とし、第５号の次に次の１号を

加える。 

⑹ ディスポーザ排水処理システムを設置

するときは、管理者が別に定める図書 

 第７条第２項を削り、同条第３項中「前２

項の計画」を「前項の申請が排水設備の設置

及び構造の基準に適合するものであること」

に、「排水設備等計画確認通知書（別記第７

号様式）」を「排水設備の新設等計画（変

更・廃止）確認通知書（別記第６号様式）」

に改め、同項を第２項とする。 

 第７条を第６条とし、同条の次に次の１条

を加える。 

 （軽易な修繕） 

第７条 条例第７条に規定する軽易な修繕は、

次に掲げるものとする。 

⑴ し尿排除に関係のない部分の排水管そ

の他の修繕 

⑵ ます又はマンホールの蓋の据付け又は

取替え 

⑶ 防臭装置その他の排水設備の附属装置

の修繕 

 第８条を次のように改める。 

 （排水設備の工事の完了届） 

第８条 条例第８条第１項（条例第１２条第

３項及び条例第３０条において準用する場

合を含む。）の規定による届出は、排水設

備（除害施設）工事完了届（別記第７号様

式）により行うものとする。 

 第９条を削り、第１０条第１項中「第８条

第３項」を「第８条第２項（条例第１２条第

３項及び条例第３０条において準用する場合

を含む。）」に、「排水設備等検査済証（別

記第１０号様式）とする」を「排水設備（除

害施設）検査済証（別記第８号様式）による

ものとする」に改め、同条第２項中「検査済

証の交付に際して」を「前項の検査済証を交

付したときは」に、「（別記第１１号様

式）」を「（別記第９号様式）」に改め、同

条第３項中「かえる」を「代える」に改め、
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同条第４項中「規定により章標の交付を受け

たとき」を「章票」に改め、同条を第９条と

する。 

 第９条の次に次の１条を加える。 

（特別の必要による公共汚水ます等の新設

等） 

第１０条 条例第１０条第２項（条例第３０

条において準用する場合を含む。）の規定

により公共汚水ます等の新設等を必要とす

る者がその経費を負担しなければならない

場合は、次の場合とする。 

⑴ 下水道の供用開始の公示の際に公共汚

水ます等を設置しなかった土地（農地等

汚水を生じない土地又は障害物等により

公共汚水ます等が設置できなかった土地

で、その設置を留保することについて管

理者の承認を受けたものを除く。）に供

用開始の公示後に設置を必要とする場合 

⑵ 下水道の供用開始の際に管理者が別に

定める基準を超える箇所数の公共汚水ま

すの設置を必要とする場合 

⑶ 下水道の供用開始の公示後に公共汚水

ます等の増設又は改築を必要とする場合 

２ 条例第１０条第１項（条例第３０条にお

いて準用する場合を含む。）の規定による

申請は、特別の必要による公共汚水ます等

の新設等承認申請書（別記第１０号様式）

に次に掲げる図書を添付して行うものとす

る。 

⑴ 方位、道路及び目標となる地物を明示

した附近見取図 

⑵ 特別に必要とする公共汚水ます等の位

置を明示した平面図 

⑶ 第６条第１項第１号から同項第５号ま

でに掲げる図書 

⑷ 土地所有者の承諾書 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、管理者が

必要と認める図書 

３ 管理者は、前項の申請を承認したときは、

特別の必要による公共汚水ます等の新設等

承認決定書（別記第１１号様式）により申

請者に通知するものとする。 

４ 前項の規定にかかわらず、公共汚水ます

等の新設等について下水道法（昭和３３年

法律第７９号）第１６条又は第２４条第７

項の承認を受けたときは、その承認をもっ

て条例第１０条第１項の規定による承認と

みなす。 

５ 前４項の規定は、公共汚水ます等の撤去

について準用する。 

 第１１条から第２４条までを次のように改

める。 

 （除害施設の設置を要しない下水の基準） 

第１１条 条例第１２条第２項に規定する基

準は、１日平均排水量が５０立方メートル

未満で、次に掲げるものとする。 

⑴ 生物化学的酸素要求量 １リットルに

つき５日間に３，０００ミリグラム未満 

⑵ 浮遊物質量 １リットルにつき   

３，０００ミリグラム未満 

 （除害施設の計画の確認申請等） 

第１２条 条例第１２条第３項で準用する条

例第７条の規定による申請は、除害施設設

置計画（変更・廃止）確認申請書（別記第

１２号様式）に次に掲げる図書を添付して

行うものとする。 

⑴ 前項第１号に掲げる附近見取図 

⑵ 前項第２号に掲げる平面図 

⑶ 次に掲げる事項を明示した除害施設の

設計図書 

ア 汚水の処理工程図 

イ 除害施設の構造詳細図 

ウ 除害施設の工事日程表 

エ 発生汚泥等の処理及び処分方法 

⑷ 生産、製造工程図 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、管理者が
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必要と認める図書 

２ 管理者は、前項の申請が除害施設の設置

及び構造の基準に適合するものであること

を確認したときは、除害施設設置計画（変

更・廃止）確認通知書（別記第１３号様

式）により申請者に通知するものとする。 

 （水質の測定） 

第１３条 条例第１３条に規定する下水の水

質及び排水量の測定は、次に定めるところ

によるものとする。 

⑴ 下水の水質の検定方法等に関する省令

に定める検定方法その他管理者が認める

方法によること。 

⑵ 測定の回数は、下水道法施行規則（昭

和４２年建設省令第３７号）第１５条第

２号に規定する項目ごとの回数とするこ

と。 

⑶ 水質及び排水量の測定は、除害施設の

排水口ごとに他の排水による影響の及ば

ない地点で行うこと。 

２ 水質及び排水量の測定結果は、水質測定

記録表（別記第１４号様式）に記録し、測

定の日から５年間保存しなければならない。 

（除害施設管理責任者の選定届及び業務等） 

第１４条 条例第１４条の規定による届出は、

除害施設管理責任者選定（変更）届（別記

第１４号様式）により行うものとする。 

２ 除害施設管理責任者の業務は、次に掲げ

るものとする。 

⑴ 除害施設の操作及び維持に関すること。 

⑵ 除害施設から排除される下水の水質の

測定及び記録に関すること。 

⑶ 除害施設の破損その他の事故が発生し

た場合の措置に関すること。 

⑷ 除害施設から発生する汚泥の処理処分

に関すること。 

３ 除害施設管理責任者は、除害施設の施設

機能及び管理機能に事故等が発生したとき

は、直ちに管理者に連絡するとともに文書

をもって報告し、管理者の指示を受けなけ

ればならない。 

 （使用開始等の届出） 

第１５条 条例第１７条（条例第３０条にお

いて準用する場合を含む。）の規定による

届出は、次の各号に掲げる場合に応じ、当

該各号に掲げる届出書により行うものとす

る。 

⑴ 下水道の使用を開始する場合 給水契

約申込書・下水道使用開始届（別記第 

１６号様式） 

⑵ 下水道を臨時に使用する場合 水道・

下水道臨時使用届（別記第１７号様式） 

⑶ 下水道の使用を中止する場合 水道・

下水道使用中止届（別記第１８号様式） 

⑷ 下水道の使用者等を変更する場合 水

道・下水道使用者等変更届（別記第１９

号様式） 

２ 前項第１号、第３号及び第４号の場合の

届出は、管理者が必要と認めるときは、口

頭その他の方法によることができる。 

 （一時使用の申請等） 

第１６条 条例第１８条（条例第３０条にお

いて準用する場合を含む。）の規定による

申請は、下水道一時使用（変更・廃止）許

可申請書（別記第２０号様式）に次に掲げ

る図書を添付して行うものとする。 

⑴ 方位、道路及び目標となる地物を明示

した附近見取図 

⑵ 申請地の形状、建物の形状及び配置、

汚水を排除する施設の配置、用水及び排

水の系統並びに汚水を排除する公共下水

道の位置を明示した平面図及び断面図 

⑶ 下水道の使用方法を示す図書 

⑷ 管理者が必要と認めて指示する施設の

構造詳細図 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、管理者が
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必要と認める図書 

２ 管理者は、前項の申請を許可したときは、

下水道一時使用（変更・廃止）許可書（別

記第２１号様式）により申請者に通知する

ものとする。 

 （特別使用の申請等） 

第１７条 条例第１９条第１項（条例第３０

条において準用する場合を含む。）の規定

による申請は、下水道特別使用（変更・廃

止）許可申請書（別記第２２号様式）によ

り行うものとする。 

２ 管理者は、前項の申請を許可したときは、

下水道特別使用（変更・廃止）許可書（別

記第２３号様式）により申請者に通知する

ものとする。 

 （行為の許可申請等） 

第１８条 条例第２０条又は条例第２９条第

１項の規定による申請は、下水道制限行為

（変更・廃止）許可申請書（別記第２４号

様式）に次に掲げる図書を添付して行うも

のとする。 

⑴ 方位、道路及び目標となる地物を明示

した附近見取図 

⑵ 施設、工作物又はその他の物件の平面

図、断面図及び配置図 

⑶ 条例第１９条第１項に規定する特別使

用に伴う行為の場合は、第６条第１項第

１号から同項第５号までに掲げる図書 

⑷ 施設、工作物又はその他の物件の設置

が隣接の土地又は建築物の所有者、使用

者若しくは占有者との利害関係を生ずる

と認められるときは、当該土地又は建築

物の所有者、使用者若しくは占有者の同

意書の写し 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、管理者が

必要と認める図書 

２ 管理者は、前項の申請書に亀岡市暴力団

排除条例（平成２４年亀岡市条例第２４

号）第２条第４号に規定する暴力団員等に

該当しない旨の誓約書（別記第２５号様式。

以下「誓約書」という。）を添付させるこ

とができる。 

３ 管理者は、第１項の申請を許可したとき

は、下水道制限行為（変更・廃止）許可書

（別記第２６号様式）により申請者に通知

するものとする。 

 （下水道施設附近地での行為の届出等） 

第１９条 条例第２２条（条例第３０条にお

いて準用する場合を含む。）の規定による

届出は、行為に着手する１０日前までに下

水道施設附近地行為届（別記第２７号様

式）に次に掲げる図書を添付して行うもの

とする。 

⑴ 方位、道路及び目標となる地物を明示

した附近見取図 

⑵ 下水道施設附近地での行為の概要及び

損傷予防措置を明示した図書 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、管理者が

必要と認める図書 

 （占用の許可申請等） 

第２０条 条例第２３条第１項の規定による

申請は、下水道占用（変更・廃止）許可申

請書（別記第２８号様式）に次に掲げる図

書を添付して行うものとする。 

⑴ 方位、道路及び目標となる地物を明示

した附近見取図 

⑵ 占用物件の平面図、断面図及び配置図 

⑶ 占用地の求積図 

⑷ 下水道の施設又は敷地の占用が、隣接

の土地又は建築物の所有者、使用者若し

くは占有者との利害関係を生ずると認め

られるときは、当該土地又は建築物の所

有者、使用者若しくは占有者の同意書の

写し 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、管理者が

必要と認める図書 
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２ 管理者は、前項の申請書に誓約書を添付させることができる。 

３ 管理者は、第１項の申請を許可したときは、下水道占用（変更・廃止）許可書（別記第２９

号様式）により申請者に通知するものとする。 

４ 前３項の規定は、条例第２３条第４項の規定による占用期間の更新について準用する。ただ

し、第１項に規定による図書の添付については、省略することができる。 

 （用途の適用基準） 

第２１条 条例第３２条第２項に規定する用途の適用基準は、次のとおりとする。 

用途別 適用基準 

家事用 住宅又は店舗住宅において家事専用に使用するもの 

その他汚水用 家事用及び公衆浴場用以外に使用するもの 

公衆浴場用 公衆浴場（公衆浴場法（昭和２３年法律第１３９号）第１条
第２項に規定する知事の許可を受けて経営される公衆浴場
で、公衆浴場の設置の場所の配置の基準等に関する条例（昭
和６３年京都府条例第１１号）第２条に規定する一般公衆浴
場をいう。）において浴場専用に使用するもの 

 

 （汚水排水量の認定方法等） 

第２２条 条例第３４条第２号及び第３号の規定により管理者が認定する汚水排水量は、次に定

めるところにより算出する。ただし、１立方メートル未満の端数が生じた場合は、その端数は

切り捨てる。 

⑴ 計測装置が設置されている場合の汚水排水量は、当該計測装置により計量した地下水等の

使用水量とする。ただし、計量できなかった場合においては、従前の使用実績により認定し

た量とする。 

⑵ 計測装置が設置されていない場合で、地下水等のみを家事に専用するときの汚水排水量は、

使用人員が３人までの場合は１期につき３６立方メートルとし、３人を超える場合は１人増

すごとに９立方メートルを加えた量とする。 

⑶ 計測装置が設置されていない場合で、地下水等と水道水を併用して家事に専用するときの

汚水排水量は、水道水の給水量に前号により算出した量の２分の１を加えた量とする。ただ

し、その量が前号により算出した量に達しない場合は、前号により算出した量とする。 

⑷ 前３号以外の場合の汚水排水量は、使用人員、業態、揚水設備の能力、水の使用状況等を

考慮して算出した量とする。 

２ 前項第２号から第４号までの場合において、期の中途において人員等の異動があったときは、

異動のあった日の属する期の次の期から汚水排水量を変更するものとする。 

３ 第１項第２号又は第３号の場合において、期の中途において下水道の使用を開始し、休止若

しくは廃止し、又は現に休止しているその使用を再開したときの地下水等の使用に係る汚水排

水量は、日割計算によるものとする。 

４ 条例第３４条第４号及び第５号の規定により管理者が認定する汚水排水量は、使用者から申

告のあった事業の業態、工事等の内容、揚水設備の能力、水の使用状況等を考慮して算出した

量とする。 
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 （汚水排水量の認定申告等） 

第２３条 使用者は、次に掲げる場合は、管

理者が定める日までに汚水排水量認定申告

書（別記第３０号様式）により申告しなけ

ればならない。 

⑴ 条例第３４条第４号及び第５号の規定

する申告をする場合 

⑵ 前条第１項第１号の場合において、使

用水量を計量した場合 

⑶ 前条第１項第２号から第４号までの場

合において、期の中途において使用人員

等の異動があった場合 

２ 管理者は、条例第３４条第２号から第５

号までの規定により汚水排水量を認定した

ときは、汚水排水量認定書（別記第３１号

様式）により使用者に通知するものとする。

ただし、納入通知書又は水道料金・下水道

使用料口座振替領収済通知書の送付をもっ

て当該通知に代えることができる。 

 （市以外の者の行う工事等） 

第２４条 下水道法（昭和３３年法律第７９

号）第１６条の規定により公共下水道の施

設に関する工事又は公共下水道の施設の維

持を行おうとする者は、下水道施設工事等

施行（変更・廃止）承認申請書（別記第 

３２号様式）に設計図、工事仕様書その他

管理者が必要と認める図書を添付して、管

理者に申請しなければならない。承認を受

けた事項を変更し、又は廃止しようとする

ときも、同様とする。 

２ 管理者は、前項の申請を承認したときは、

下水道施設工事等施行（変更・廃止）承認

通知書（別記第３３号様式）により申請者

に通知するものとする。 

３ 前項の規定により工事等の承認を受けた

者（以下この条において「施行者」とい

う。）は、工事等に着手するときは、下水

道施設工事等着手届（別記第３４号様式）

により管理者に届け出なければならない。 

４ 施行者は、工事等が完了したときは、速

やかに下水道施設工事等完了届（別記第 

３５号様式）により管理者に届け出て、そ

の検査を受けなければならない。 

５ 施行者は、設置した下水道施設等が前項

の検査に合格したときは、下水道施設等帰

属申出書（別記第３６号様式）を管理者に

提出しなければならない。 

６ 管理者は、前項の帰属申し出を受諾した

ときは、下水道施設等帰属受諾書（別記第

３７号様式）により施行者に通知するもの

とする。 

７ 農業集落排水処理施設及び小規模集合排

水処理施設において下水道施設に関する工

事又は下水道施設の維持を行おうとする者

は、管理者の承認を受けなければならない。

この場合において、その手続等については、

公共下水道の例による。 

 第２７条を第２８条とし、第２５条第１項

中「第３５条」を「第４１条第１項」に、

「使用料等減免申請書（別記第２７号様

式）」を「水道料金等減免等申請書（別記第

３８号様式）」に、「提出」を「申請」に改

め、同条第２項中「審査して、その適否を決

定し、使用料等減免決定（却下）通知書（別

記第２８号様式）」を「審査し、適当と認め

たときは、水道料金等減免等決定（却下）通

知書（別記第３９号様式）」に改め、同条を

第２７条とする。 

 第２６条を削り、第２４条の次に次の２条

を加える。 

 （使用料等の納期限） 

第２５条 使用料その他条例の規定による納

入金の納期限は、次に定めるところによる。 

⑴ 使用料にあっては、納入通知書の方法

による場合は、納入通知書を発した日の

翌日から１４日とし、口座振替の方法に
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よる場合は、管理者が別に定める振替指

定日とする。 

⑵ 手数料その他の納入金にあっては、納

入通知書を発した日の翌日から１４日と

する。 

 （過誤納等による使用料の精算） 

第２６条 使用料の過誤納等による還付金又

は追徴金は、次期以降の使用料で精算する

ことができる。 

 別記第１号様式から別記第２８号様式まで

を次のように改める。 

 

別記様式 省略 

 

 別記第２８号様式の次に次の１１様式を加

える。 

 

別記様式 省略 

 

（亀岡市公共下水道使用料の滞納処分に係る

事務手続等に関する規程の一部改正） 

第１３条 亀岡市公共下水道使用料の滞納処分

に係る事務手続等に関する規程（平成１７年

亀岡市上下水道事業管理規程第１号）の一部

を次のように改正する。 

 第１条中「亀岡市公共下水道使用料」を

「公共下水道（特定環境保全公共下水道を含

む。）の下水道使用料」に改める。 

（亀岡市下水道排水設備指定工事業者規程の

一部改正） 

第１４条 亀岡市下水道排水設備指定工事業者

規程（平成１１年亀岡市公営企業管理規程第

５号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１項中「下水道法（昭和３３年法

律第７９号）第１０条第１項に規定する排水

設備の工事（新設、増設又は改築）」を「条

例第６条に規定する排水設備の新設等（亀岡

市下水道条例施行規程（昭和５７年亀岡市水

道事業管理規程第９号）第７条に規定する簡

易な修繕を除く。）の工事」に改め、同条第

２項中「の規定に基づき、排水設備工事の施

工ができるものとして、上下水道事業管理者

下水道事業の管理者の権限を行う市長（以下

「管理者」という。）が指定した工事業者」

を「に規定する指定工事業者」に改める。 

 第３条第１項中「申請書（別記第１号様式。

以下「申請書」という。）」を「（更新）申

請書（別記第１号様式）」に改める。 

 第６条第２項中「次の各号」を「次」に、

同項第１号中「工事施工」を「排水設備工事

の施工」に改め、同項第２号中「工事は」を

「排水設備工事は、」に改め、同項第３号中

「工事」を「排水設備工事」に改め、同項第

５号中「工事は」を「排水設備工事は」に、

「規定する排水設備工事の計画に係る管理者

の確認を受けたもの」を「規定による確認を

受けた後」に改め、同項第６号及び第７号中

「工事」を「排水設備工事」に改める。 

 第８条第１項中「するときは、管理者の指

定する日までに申請書（別記第１号様式）を

管理者に提出しなければならない」を「する

ときの手続等は、第３条から第５条まで及び

第７条の規定を準用する」に改め、同条第２

項を削る。 

 第１１条第２項中「、又は」を「、若しく

は」に、「とき」を「ときは」に改める。 

 第１５条中「次の各号」を「次」に改める。 

 第１８条中「次の各号に関して、公正の確

保と透明性の向上を図ることを目的として」

を「指定工事業者の指定等における公正の確

保と透明性の向上を図るため」に改め、同条

各号を削る。 

（亀岡市公共下水道事業受益者負担に関する

条例施行規程の一部改正） 

第１５条 亀岡市公共下水道事業受益者負担に

関する条例施行規程（昭和５７年亀岡市水道
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事業管理規程第５号）の一部を次のように改

正する。 

 題名及び第１条中「公共下水道事業」を

「下水道事業」に改める。 

 第３条第１項中「負担金」を「受益者が負

担する負担金（条例第１条に規定する負担金

をいう。以下単に「負担金」という。）」に、

「第５条に規定する」を「第５条の規定によ

る」に改める。 

 第４条中「第５条に規定する」を「第５条

の規定により公告された」に改める。 

 第５条第１項中「また、」を削り、「変更

又は」を「変更し、又は」に改め、同条第２

項中「所有者又は受益者のために、次の各号

に掲げる事項を行う」を「受益者に代わって、

負担金の納付に必要な一切の事項を行う」に

改め、同項各号を削る。 

 第６条第２項中「下水道事業」を「、下水

道事業」に改め、「また、」を削り、「変更

又は廃止したとき」を「変更し、又は廃止し

たとき」に改める。 

 第７条第１号中「第４条若しくは第１８条

に規定する届出をしない場合」を「第４条の

規定による申告若しくは第１８条第１項に規

定する届出がない場合」に改める。 

 第９条中「に規定する」を「の規定によ

る」に、「による」を「により行うものとす

る」に改める。 

 第１０条第１項中「に規定する負担金」を

「の規定による負担金の徴収」に、「次の４

期」を「４期」に、「徴収する」を「行う」

に、「当該各期に定めるところによる」を 

「、次のとおりとする」に改め、同条第３項

中「前項」を「前２項」に、「負担金の徴収

区分」を「納期ごとの負担金の額」に改め、

同条第４項を次のように改める。 

４ 第１項に規定する各納期に納付すべき負

担金の額（以下次項において「納付額」と

いう。）の通知は、下水道事業受益者負担

金納入通知書（兼領収書）（別記第５号様

式）により行うものとする。 

 第１０条に次の１項を加える。 

５ 受益者は、前項の納入通知書に記載され

た納付額のうち、到来した納期に係る納付

額に相当する金額の負担金を納付しようと

する場合においては、当該納期の後の納期

に係る納付額に相当する金額の負担金をあ

わせて納付することができる。 

 第１１条第１項中「、算出された各受益者

の負担金の額」を「算出した受益者ごとの負

担金の総額」に改め、同条第２項中「、分割

した額」を「分割した額」に、「端数を最初

の納期に合算」を「端数は最初の年度の最初

の納期分に合算」に改める。 

 第１２条第１項中「を納付する場合におい

て、次の区分により納付すること」を「の納

付で、次の各号のいずれかに該当する場合」

に改め、同項第１号中「、最初の納期限前

に」を「最初に到来する納期の末日までに」

に改め、同項第２号中「あわせて、」を「併

せた額を」に、「納期限前」を「納期の末日

まで」に改め、同項第３号中「納期限前」を

「納期の末日まで」に改める。 

 第１４条中「第７５条第３項」の次に「又

は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

２３１条の３第１項」を加え、「通知する」

を「行う」に改める。 

 第１５条第１項中「受けようとする者」を

「受けようとする受益者」に、「徴収猶予

（変更・取消）申請書」を「徴収猶予申請

書」に改め、同条第２項中「定めるところに

よりその適否を審査決定し」を「基づきその

適否を決定し」に、「通知する」を「当該受

益者に通知する」に改め、同条第３項中「受

けている者が」を「受けている受益者は」に、

「変更又は消滅したとき」を「消滅したとき、
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又はその理由等に変更が生じたとき」に、

「管理者に下水道事業受益者負担金徴収猶予

（変更・取消）申請書により」を「下水道事

業受益者負担金徴収猶予理由消滅（変更）届

（別記第９号様式の２）により管理者に」に

改め、同条第４項中「変更又は取消し」を

「変更し、又は取り消し」に、「その旨」を

「、その旨」に、「通知する」を「当該受益

者に通知する」に改める。 

 第１６条第１項中「第２項各号」を「第２

項」に、「受けようとする者」を「受けよう

とする受益者」に、「減免（変更・取消）申

請書」を「減免申請書」に改め、同条第２項

中「前項」を「、前項」に、「定めるところ

によりその適否を審査決定し」を「基づきそ

の適否を決定し」に、「通知する」を「当該

受益者に通知する」に改め、同項第３項中

「受けている者が」を「受けている受益者

は」に、「変更又は消滅したとき」を「消滅

したとき、又はその理由等に変更が生じたと

き」に、「管理者に下水道事業受益者負担金

減免（変更・取消）申請書により」を「下水

道事業受益者負担金減免理由消滅（変更）届

（別記第１２号様式の２）により管理者に」

に改め、同条第４項中「管理者」を「、管理

者」に、「通知する」を「当該受益者に通知

する」に改める。 

 第１７条中「負担金を繰り上げて納付させ

る」を「負担金の納期限を繰り上げて徴収す

る」に、「管理者」を「、管理者」に、「通

知する」を「当該受益者に通知する」に改め

る。 

 第１８条第１項中「の変更があったときは、

その当事者は下水道事業受益者変更申告書

（別記第１５号様式）を管理者に提出しなけ

ればならない」を「に変更があったときの届

出は、下水道事業受益者変更届（別記第１５

号様式）により行うものとする」に改め、後

段を削り、同条第２項中「前項の申告」を 

「、前項の届出」に、「納付期日等を」を

「納付期日等を決定し、」に、「受益者負担

金（納入義務消滅・変更）決定通知書」を

「受益者負担金納入義務（消滅・変更）決定

通知書」に改める。 

 第２０条中「第７５条第５項」の次に「又

は地方自治法第２３１条の３第３項」を加え

る。 

 別表第１中「（ただし、１年以内とす

る）」を削る。 

 別表第２中「当該私道及び水路に私権を行

使しないこと及び無償で供する旨の誓約書の

提出のあつたものに限る。」を削る。 

 別記第１号様式から別記第３号様式までの

様式中「亀岡市公共下水道事業受益者負担に

関する条例施行規程」を「亀岡市下水道事業

受益者負担に関する条例施行規程」に改める。 

 別記第４号様式中「亀岡市公共下水道事業

受益者負担に関する条例」を「、亀岡市下水

道事業受益者負担に関する条例」に、「今回

の賦課決定時に、負担金の減免、又は徴収猶

予を受けられた受益者は」を「特別使用の場

合及び今回の賦課決定時に負担金の減免又は

徴収猶予を受けた受益者には」に、「下水道

事業の管理者」を「、下水道事業の管理者」

に改め、同様式に備考として次のように加え

る。 

備考 

 決定した受益者負担金が都市計画事業であ

る公共下水道事業（特別使用の場合を除

く。）以外に対するものである場合には、裏

面第６項を次のように書き替えて使用するこ

と。 

６ ⑴ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ
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ます。 

⑵ この決定については、上記１の審査

請求に対する裁決を経た場合に限り、

当該審査請求に対する裁決があったこ

とを知った日の翌日から起算して６箇

月以内に、亀岡市を被告として（訴訟

において亀岡市を代表する者は、下水

道事業の管理者の権限を行う亀岡市長

となります。）、処分の取消しの訴え

を提起することができます。なお、次

のアからウまでのいずれかに該当する

ときは、審査請求に対する裁決を経な

いで処分の取消しの訴えを提起するこ

とができます。 

ア 審査請求があった日から３箇月を

経過しても裁決がないとき。 

イ 処分、処分の執行又は手続きの続

行により生ずる著しい損害を避ける

ため緊急の必要があるとき。 

ウ その他裁決を経ないことにつき正

当な理由があるとき。 

⑶ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定があった日の翌日から起算し

て１年を経過した場合は、審査請求を

することができなくなり、また、審査

請求に対する裁決があった日の翌日か

ら起算して 1年を経過した場合は、処

分の取消しの訴えを提起することがで

きなくなります。なお、正当な理由が

あるときは、上記の期間やこの決定

（審査請求に対する裁決）があった日

の翌日から起算して１年を経過した後

であっても審査請求をすることや処分

の取消しの訴えを提起することが認め

られる場合があります。 

 別記第５号様式中「亀岡市公共下水道事業

受益者負担に関する条例」を「亀岡市下水道

事業受益者負担に関する条例」に改める。 

 別記第６号様式を次のように改める。 

 

別記様式 省略 

 

 別記第７号様式表面中「市     課  

ＴＥＬ」を「      課 ＴＥＬ」に改

め、同様式に備考として次のように加える。 

備考 

 決定した受益者負担金が都市計画事業であ

る公共下水道事業（特別使用の場合を除

く。）以外に対するものである場合には、裏

面第３項を次のように書き替えて使用するこ

と。 

３ ⑴ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

⑵ この決定については、上記１の審査

請求に対する裁決を経た場合に限り、

当該審査請求に対する裁決があったこ

とを知った日の翌日から起算して６箇

月以内に、亀岡市を被告として（訴訟

において亀岡市を代表する者は、下水

道事業の管理者の権限を行う亀岡市長

となります。）、処分の取消しの訴え

を提起することができます。なお、次

のアからウまでのいずれかに該当する

ときは、審査請求に対する裁決を経な

いで処分の取消しの訴えを提起するこ

とができます。 

ア 審査請求があった日から３箇月を

経過しても裁決がないとき。 

イ 処分、処分の執行又は手続きの続

行により生ずる著しい損害を避ける

ため緊急の必要があるとき。 

ウ その他裁決を経ないことにつき正

当な理由があるとき。 
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⑶ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定があった日の翌日から起算し

て１年を経過した場合は、審査請求を

することができなくなり、また、審査

請求に対する裁決があった日の翌日か

ら起算して 1年を経過した場合は、処

分の取消しの訴えを提起することがで

きなくなります。なお、正当な理由が

あるときは、上記の期間やこの決定

（審査請求に対する裁決）があった日

の翌日から起算して１年を経過した後

であっても審査請求をすることや処分

の取消しの訴えを提起することが認め

られる場合があります。 

 別記第８号様式中「徴収猶予(変更・取消)

申請書」を「徴収猶予申請書」に、「徴収猶

予(変更・取消)」を「徴収猶予」に、「亀岡

市公共下水道事業受益者負担に関する条例施

行規程」を「亀岡市下水道事業受益者負担に

関する条例施行規程」に改め、「⑥関係書類

の添付…………変更・取消の場合には、前回

の下水道事業受益者負担金微収猶予決定通知

の写しを添付して下さい。」を削る。 

 別記第９号様式を次のように改める。 

 

別記様式 省略 

 

 別記第９号様式の次に次の１様式を加える。 

 

別記様式 省略 

 

 別記第１０号様式中「亀岡市公共下水道事

業受益者負担に関する条例施行規程」を「亀

岡市下水道事業受益者負担に関する条例施行

規程」に改め、同様式に備考として次のよう

に加える。 

備考 

 必要に応じ、この処分に係る審査請求及び

取消訴訟の提起に関する教示文について記載

すること。 

 別記第１１号様式中「減免（変更・取消）

申請書」を「減免申請書」に、「減免（変

更・取消）」を「減免」に、「亀岡市公共下

水道事業受益者負担に関する条例施行規程第

１６条第１項（第３項）」を「、亀岡市下水

道事業受益者負担に関する条例施行規程第 

１６条第１項」に改め、「④関係書類の添付

……変更・取消の場合には、前回の下水道事

業受益者負担金減免決定通知書の写しを添付

してください。」を削る。 

 別記第１２号様式を次のように改める。 

 

別記様式 省略 

 

 別記第１２号様式の次に次の１様式を加え

る。 

 

別記様式 省略 

 

 別記第１３号様式中「亀岡市公共下水道事

業受益者負担に関する条例施行規程」を「亀

岡市下水道事業受益者負担に関する条例施行

規程」に改め、同様式に備考として次のよう

に加える。 

備考 

 必要に応じ、この処分に係る審査請求及び

取消訴訟の提起に関する教示文について記載

すること。 

 別記第１４号様式中「亀岡市公共下水道事

業受益者負担に関する条例施行規程」を「亀

岡市下水道事業受益者負担に関する条例施行

規程」に、「繰上徴収するため次のとおり納

期限を変更します」を「受益者負担金の納期

限を繰り上げましたので通知します」に、

「下水道事業の管理者」を「、下水道事業の

管理者」に改め、同様式に備考として次のよ
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うに加える。 

備考 

 決定した受益者負担金が都市計画事業であ

る公共下水道事業（特別使用の場合を除

く。）以外に対するものである場合には、第

１項から第３項を次のように書き替えて使用

すること。 

１ この決定について不服がある場合は、こ

の決定があったことを知った日の翌日から

起算して３箇月以内に、亀岡市長に対して

審査請求をすることができます。 

２ この決定については、上記１の審査請求

に対する裁決を経た場合に限り、当該審査

請求に対する裁決があったことを知った日

の翌日から起算して６箇月以内に、亀岡市

を被告として（訴訟において亀岡市を代表

する者は、下水道事業の管理者の権限を行

う亀岡市長となります。）、処分の取消し

の訴えを提起することができます。なお、

次の⑴から⑶までのいずれかに該当すると

きは、審査請求に対する裁決を経ないで処

分の取消しの訴えを提起することができま

す。 

⑴ 審査請求があった日から３箇月を経過

しても裁決がないとき。 

⑵ 処分、処分の執行又は手続きの続行に

より生ずる著しい損害を避けるため緊急

の必要があるとき。 

⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な

理由があるとき。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、こ

の決定があった日の翌日から起算して１年

を経過した場合は、審査請求をすることが

できなくなり、また、審査請求に対する裁

決があった日の翌日から起算して１年を経

過した場合は、処分の取消しの訴えを提起

することができなくなります。なお、正当

な理由があるときは、上記の期間やこの決

定（審査請求に対する裁決）があった日の

翌日から起算して１年を経過した後であっ

ても審査請求をすることや処分の取消しの

訴えを提起することが認められる場合があ

ります。 

 別記第１５号様式中「変更申告書」を「変

更届」に、「受益者の変更があったので、亀

岡市公共下水道事業受益者負担に関する条例

施行規程第１８条第１項の規定により申告し

ます」を「、受益者の変更があったので届け

出ます」に改める。 

 別記第１６号様式中「（納入義務消滅・変

更）決定通知書」を「納入義務（消滅・変

更）決定通知書」に、「あなたの受益者負担

金を次のとおり（納入義務消滅・変更）」を

「受益者負担金の納入義務の（消滅・変更）

を次のとおり」に、「亀岡市公共下水道事業

受益者負担に関する条例施行規程」を「亀岡

市下水道事業受益者負担に関する条例施行規

程」に改める。 

 別記第１７号様式中「亀岡市公共下水道事

業受益者負担に関する条例施行規程」を「亀

岡市下水道事業受益者負担に関する条例施行

規程」に、「届けでます」を「届け出ます」

に改める。 

（亀岡市水洗便所改造資金融資あっせん制度

に関する規程の一部改正） 

第１６条 亀岡市水洗便所改造資金融資あっせ

ん制度に関する規程（昭和５７年亀岡市水道

事業管理規程第１６号）の一部を次のように

改正する。 

 第１条中「下水道法（昭和３３年法律第 

７９号。以下「法」という。）」を「亀岡市

下水道条例（昭和５７年亀岡市条例第２４号。

以下「条例」という。）」に、「し尿浄化そ

う」を「し尿浄化槽」に改める。 

 第８条中「亀岡市下水道条例（昭和５７年

亀岡市条例第２４号。以下「条例」とい
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う。）」を「条例」に改め、「第７条」の次

に「（条例第３０条の規定により準用する場

合を含む。）」を加え、「排水設備等」を

「排水設備」に、「替える」を「代える」に

改める。 

 第１２条中「第８条第１項」の次に「（条

例第３０条の規定により準用する場合を含む。

次条において同じ。）」を加える。 

 第１４条及び第１６条中「一に」を「いず

れかに」に改める。 

（亀岡市雨水貯留施設設置事業費補助金交付

規程の一部改正） 

第１７条 亀岡市雨水貯留施設設置事業費補助

金交付規程（平成２９年亀岡市上下水道事業

管理規程第８号）の一部を次のように改正す

る。 

 第２条中「次の各号に定める」を「次に掲

げる」に改める。 

 第３条第２号中「（地域下水道使用料含

む。）」を削る。 

（漏水等に伴う下水道使用料の減額に関する

取扱基準の廃止） 

第１８条 漏水等に伴う下水道使用料の減額に

関する取扱基準（平成２４年亀岡市上下水道

事業管理規程第１８号）は、廃止する。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この規程は、平成３１年４月１日から施行

する。 

（亀岡市上下水道事業用行政財産の目的外使

用に関する規程の一部改正に伴う経過措置） 

２ この規程の施行の日前にこの規程第７条の

規定による改正前の亀岡市上下水道事業用行

政財産の目的外使用に関する規程により申請

のあった目的外使用の使用料については、な

お従前の例による。 

（亀岡市下水道条例施行規程の一部改正に伴

う経過措置） 

３ この規程第１２条の規定による改正後の亀

岡市下水道条例施行規程第１１条に規定する

除害施設の設置を要しない下水の基準につい

ては、平成３６年３月３１日までの間、なお

従前の例による。 

 （処分、手続等の効力に関する経過措置） 

４ この規程の施行の際現に効力を有する処分、

申請その他の行為でこの規程による改正後の

規程中相当する規定があるものは、それぞれ

改正後の規程によりなされたものとみなす。 

 （様式に関する経過措置） 

５ この規程の施行の際現に使用している様式

は、当分の間所要の修正をして使用すること

ができる。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市上下水道部職員就業規程の一部を改正

する規程を次のように定める。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市上下水道事業管理規程第２号 

 

亀岡市上下水道部職員就業規程の

一部を改正する規程 

 

 亀岡市上下水道部職員就業規程（昭和５８年

亀岡市公営企業管理規程第９号）の一部を次の

ように改正する。 

 

 第４２条の２第２項中「第８条の２」を「第
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８条の３」に改める。 

 第５２条第８項を第９項とし、第７項を第８

項とし、第６項の次に次の１項を加える。 

２ 第１項及び第２項の規定により年次有給休

暇が１０日以上付与された職員は、付与日か

ら１年以内に、５日以上の年次有給休暇を取

得するものとする。 

 この場合において、年次有給休暇の取得が

一定期間経過後も５日に満たないときは、そ

の５日に満たない日数について、管理者が当

該職員の意見を尊重した上で、あらかじめ時

季を指定して年次有給休暇を取得させなけれ

ばならない。 

 

   附 則 

 

 この規程は、平成３１年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

告 示 
 

 亀岡市上下水道部告示第２号 

 

亀岡市指定給水装置工事事業者

における事業廃止の告示 

 

   平成３１年３月１１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 下記の業者から指定給水装置工事事業者廃止

届出書が提出されたので、亀岡市指定給水装置

工事事業者規程第１０条の規定により告示する。 

 

記 

 

廃止した業者 

指定
番号

業 者 名 代表者名 住   所 

69 達冨設備 達冨 久喜 
亀岡市古世町３丁

目１－９ 

 

「掲示済」 
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 亀岡市上下水道部告示第３号 

 

亀岡市指定給水装置工事

事業者指定の告示 

 

   平成３１年３月１１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 下記の業者を亀岡市指定給水装置工事事業者

として指定したので、亀岡市指定給水装置工事

事業者規程第１０条の規定により告示する。 

 

記 

 

１ 指定した日 

   平成３１年３月１１日 

２ 指定した業者 

指定 
番号 

業 者 名 代表者名 住   所 

295 
株式会社 

MIZU SAPO 

代表取締役 

中村 信幸 

広島県広島市中区

舟入幸町２１－

２３（１Ｆ） 

 

「掲示済」 
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 亀岡市上下水道部告示第４号 

 

 公共下水道の供用及び汚水の処理を開始するので、下水道法（昭和３３年法律第７９号）第９条

の規定に基づき、次のとおり告示する。 

 その関係図書は、平成３１年３月１５日から平成３１年３月２９日までの期間、亀岡市上下水道

部お客様サービス課において、縦覧に供する。 

 

   平成３１年３月１５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 供用及び汚水の処理を開始する年月日 

平成３１年３月３１日 

２ 供用及び汚水の処理を開始する区域 

大井町並河（新戸・二丁目）、千代川町今津一丁目、余部町法蔵寺、荒塚町一丁目、篠町浄法

寺中村、見晴三丁目、夕日ケ丘三丁目、曽我部町穴太口山、重利三反田、寺（長縄手・蛇谷）、

吉川町吉田沢、大井町南部土地区画整理事業区域内の各一部 

３ 供用及び汚水の処理を開始する排水施設の位置 

路線名 起点 終点 

国道９号線 荒塚町一丁目１０６番１先 荒塚町一丁目１０７番１先 

 

４ 供用及び汚水の処理を開始する排水施設の合流式又は分流式の別 

分流式 

５ 汚水の処理を開始する終末処理場の位置及び名称 

（１）位 置：京都府亀岡市三宅町八田１番地 

（２）名 称：亀岡市年谷浄化センター 
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 亀岡市上下水道部告示第５号 

 

亀岡市下水道排水設備指定工事

業者廃止の告示 

 

   平成３１年３月１５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 下記の業者から指定工事業者指定辞退届が提

出されたので、亀岡市下水道排水設備指定工事

業者規程第１５条第２号の規定により告示する。 

 

記 

 

１ 廃止処理日 

   平成３１年３月５日 

２ 廃止業者 

指定 
番号 

業 者 名 代表者名 住   所 

47 達冨設備 達冨 久喜 
亀岡市古世町３丁

目１－９ 
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 亀岡市上下水道部告示第６号 

 

 亀岡市公共下水道事業における公共汚水ます

等の設置基準要綱（平成２２年亀岡市上下水道

部告示第１１号）の一部を次のように改正する。 

 

   平成３１年３月１５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 題名中「公共下水道事業」を「下水道事業」

に改める。 

 第１条中「下水道法（昭和３３年法律第７９

号。以下「法」という。）第２条第８号に規定

する処理区域（以下「処理区域」という。）内

及び当該年度に公共下水道事業を実施する区域

（以下「処理予定区域」という。）内における

公共汚水ます及び取付管（以下「公共汚水ます

等」という。）」を「別に定めるもののほか、

下水道事業における公共汚水ます等」に改める。 

 第２条を次のように改める。 

 （設置者及び費用負担） 

第２条 次に掲げる場合は、下水道事業の管理

者の権限を行う市長（以下「管理者」とい

う。）が公共汚水ます等の設置等（亀岡市下

水道条例（昭和５７年亀岡市条例第２４号。

以下「条例」という。）第１０条第１項に規

定する公共汚水ます等の新設等（撤去を含

む。）をいう。以下同じ。）の費用を負担す

るものとする。 

⑴ 下水道の供用開始の公示に伴い管理者が

公共汚水ます等の新設を行う場合 

⑵ 下水道の供用開始の公示の際に農地等汚

水を生じない土地又は障害物等により公共

汚水ます等が設置できなかった土地（公共

汚水ます等の設置を留保することについて、

第６条第２項の規定により管理者の承認を

受けたものに限る。）に供用開始の公示後

に管理者が公共汚水ます等の新設を行う場

合。ただし、障害物等の移設等に要する費

用は、この限りでない。 

２ 次に掲げる場合は、公共汚水ます等の設置

等を必要とする者がその費用を負担するもの

とする。 

⑴ 条例第１０条第１項に規定する特別の必

要により公共汚水ます等の設置等を必要と

する場合で、亀岡市下水道条例施行規程

（昭和５７年亀岡市水道事業管理規程第９

号。以下「規程」という。）第１０条第１
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項各号に掲げる場合 

⑵ 条例第１９条に規定する特別使用により

公共汚水ます等の設置等を必要とする場合 

⑶ 亀岡市宅地開発等に関する条例（平成 

２８年亀岡市条例第４３号）第３条各号に

掲げる開発行為等により公共汚水ます等の

設置等を必要とする場合 

⑷ 前３号に掲げる場合のほか、下水道法

（昭和３３年法律第７９号。以下「法」と

いう。）第１６条若しくは規程第２４条第

７項の規定による承認又は法第２４条第１

項若しくは条例第２９条第１項の規定によ

る許可を受けた者が公共汚水ます等の設置

等を行う場合 

３ 前項各号に掲げる場合における公共汚水ま

す等の設置等は、その必要とする者が行うも

のとする。ただし、管理者が特に認めた場合

は、この限りでない。 

 第３条を削り、第４条の見出しを「（設置条

件）」に改め、同条を第３条とする。 

 第５条を第４条とする。 

 第６条中「第２条第１項の規定により管理者

が設置する公共汚水ます等」を「公共汚水ます

等」に、「法第１１条第１項に規定する場合」

を「他人の土地又は排水設備を使用して下水を

下水道に流入させる場合」に、「次の各号に定

める」を「次に掲げる」に改め、同条を第５条

とする。 

 第７条の見出しを「（設置場所の確認等）」

に改め、同条第２項を削り、同条第３項中「第

２条第１項第３号の規定により」を「規程第 

１０条第１項第１号に規定する」に、「留保を

申請しようとする者」を「留保の承認を受けよ

うとする者」に、「（別記第４号様式）」を

「（別記第２号様式）」に改め、「、承認を受

け」を削り、同項を第２項とし、同条第４項中

「第２条第１項第３号の規定による」を「前項

の規定により承認を受けた」に、「留保の解

除」を「留保」に改め、「排水設備設置義務者

が」を削り、「を提出した時点に行われた」を

「の提出があったときは解除する」に改め、同

項を第３項とし、同条を第６条とする。 

 第８条から第１２条までを削る。 

 第１３条中「支障となるようないかなる施設

又は工作物その他の物件を」を「支障となる施

設、工作物その他いかなる物件も」に改め、同

条を第７条とする。 

 第１４条を第８条とする。 

 別記第１号様式中「（第７条関係）」を

「（第６条関係）」に、「（宛先）亀岡市長」

を「（宛先）」に、「承諾いたします」を「承

諾します」に改める。 

 別記第２号様式及び別記第３号様式を削る。 

 別記第４号様式中「第４号様式（第７条関

係）」を「第２号様式（第６条関係）」に、

「（宛先）亀岡市長」を「（宛先）」に、「留

保したく申請いたします」を「留保願いたく申

請します」に改め、同様式を別記第２号様式と

する。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、平成３１年４月１日から実施す

る。 
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市立病院欄 
 

規 程 
 

 亀岡市立病院処務規程及び亀岡市立病院職員

の給与に関する規程の一部を改正する規程を次

のように定める。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

    亀岡市病院事業管理者 玉井和夫 

 

 亀岡市病院事業管理規程第１号 

 

亀岡市立病院処務規程及び亀岡市

立病院職員の給与に関する規程の

一部を改正する規程 

 

（亀岡市立病院処務規程の一部改正） 

第１条 亀岡市立病院処務規程（平成１６年亀

岡市病院事業管理規程第２号）の一部を次の

ように改正する。 

 第７条を第８条とし、第６条の次に次の１

条を加える。 

（相互援助等） 

第７条 緊急及び重要と認められる事務につ

いては、各部、室等及び各課等は、相互に

援助し、又は協力しなければならない。 

２ 管理者は、事務処理上必要があると認め

るときは、第２条に定める他の組織の所属

職員を適宜応援させることができる。 

（亀岡市立病院職員の給与に関する規程の一

部改正） 

第２条 亀岡市立病院職員の給与に関する規程

（平成１６年亀岡市病院事業管理規程第２６

号）の一部を次のように改正する。 

 第１０条第５項中第３号を削り、第４号を

第３号とし、第５号を第４号とし、第６号を

第５号とする。 

 附則第３項を削る。 

 別表第２の医療職給料表⑵を次のように改

める。 

 



 
亀 岡 市 公 報 

 131

第８９１号平成３１年４月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医
 

療
 

職
 

給
 

料
 

表
 

（
２

）
 

職
員

の
 

区
 

分
 

 
職
務

 
 

の
級

 
 号

給
 

1
級

 
2
級
 

3
級
 

4
級

 
5
級

 
6
級

 
7
級

 

給
料
月

額
 

給
料

月
額

 
給

料
月

額
 

給
料

月
額

 
給

料
月

額
 

給
料
月

額
給

料
月
額

再
任

用
職

員
以

外
の

職
員

 

 
1
 

円
 

1
4
9
,0

0
0 

円
1
8
6
,9
0
0 

円
2
2
2
,1
0
0 

円
2
4
8
,1

0
0 

円
2
7
9
,9

0
0 

円
3
2
7
,
0
0
0

円
3
7
1
,
1
0
0

2
 

1
5
0
,4

0
0 

1
8
8
,5
0
0 

2
2
3
,7
0
0 

2
4
9
,3

0
0 

2
8
1
,9

0
0 

3
2
9
,
0
0
0

3
7
3
,
8
0
0

3
 

1
5
1
,8

0
0 

1
9
0
,1
0
0 

2
2
5
,3
0
0 

2
5
0
,5

0
0 

2
8
4
,1

0
0 

3
3
1
,
2
0
0

3
7
6
,
4
0
0

4
 

1
5
3
,2

0
0 

1
9
1
,7
0
0 

2
2
6
,9
0
0 

2
5
1
,9

0
0 

2
8
6
,2

0
0 

3
3
3
,
4
0
0

3
7
9
,
1
0
0

5
 

1
5
4
,4

0
0 

1
9
3
,2
0
0 

2
2
8
,3
0
0 

2
5
3
,1

0
0 

2
8
8
,3

0
0 

3
3
5
,
2
0
0

3
8
1
,
5
0
0

6
 

1
5
6
,2

0
0 

1
9
4
,7
0
0 

2
2
9
,9
0
0 

2
5
4
,3

0
0 

2
9
0
,4

0
0 

3
3
7
,
4
0
0

3
8
4
,
2
0
0

7
 

1
5
7
,9

0
0 

1
9
6
,3
0
0 

2
3
1
,4
0
0 

2
5
5
,5

0
0 

2
9
2
,5

0
0 

3
3
9
,
4
0
0

3
8
6
,
8
0
0

8
 

1
5
9
,6

0
0 

1
9
7
,8
0
0 

2
3
3
,0
0
0 

2
5
6
,6

0
0 

2
9
4
,6

0
0 

3
4
1
,
6
0
0

3
8
9
,
5
0
0

9
 

1
6
1
,3

0
0 

1
9
9
,4
0
0 

2
3
4
,1
0
0 

2
5
7
,9

0
0 

2
9
6
,6

0
0 

3
4
3
,
4
0
0

3
9
1
,
6
0
0

1
0 

1
6
3
,0

0
0 

2
0
1
,1
0
0 

2
3
5
,6
0
0 

2
5
8
,9

0
0 

2
9
8
,8

0
0 

3
4
5
,
5
0
0

3
9
3
,
9
0
0

1
1 

1
6
4
,7

0
0 

2
0
2
,7
0
0 

2
3
7
,0
0
0 

2
5
9
,9

0
0 

3
0
0
,9

0
0 

3
4
7
,
6
0
0

3
9
6
,
1
0
0

1
2 

1
6
6
,5

0
0 

2
0
4
,4
0
0 

2
3
8
,2
0
0 

2
6
0
,9

0
0 

3
0
3
,1

0
0 

3
4
9
,
7
0
0

3
9
8
,
3
0
0

1
3 

1
6
8
,0

0
0 

2
0
5
,8
0
0 

2
3
9
,8
0
0 

2
6
2
,2

0
0 

3
0
5
,1

0
0 

3
5
1
,
2
0
0

4
0
0
,
4
0
0

1
4 

1
6
9
,9

0
0 

2
0
7
,4
0
0 

2
4
1
,2
0
0 

2
6
3
,5

0
0 

3
0
7
,0

0
0 

3
5
3
,
2
0
0

4
0
2
,
4
0
0

1
5 

1
7
1
,9

0
0 

2
0
9
,0
0
0 

2
4
2
,4
0
0 

2
6
5
,1

0
0 

3
0
9
,1

0
0 

3
5
5
,
1
0
0

4
0
4
,
4
0
0

1
6 

1
7
3
,8

0
0 

2
1
0
,6
0
0 

2
4
3
,8
0
0 

2
6
6
,5

0
0 

3
1
1
,1

0
0 

3
5
7
,
1
0
0

4
0
6
,
5
0
0

1
7 

1
7
5
,7

0
0 

2
1
2
,0
0
0 

2
4
4
,7
0
0 

2
6
8
,0

0
0 

3
1
3
,1

0
0 

3
5
8
,
9
0
0

4
0
8
,
3
0
0

1
8 

1
7
7
,6

0
0 

2
1
3
,6
0
0 

2
4
5
,9
0
0 

2
6
9
,8

0
0 

3
1
5
,1

0
0 

3
6
0
,
9
0
0

4
1
0
,
3
0
0

1
9 

1
7
9
,4

0
0 

2
1
5
,3
0
0 

2
4
7
,1
0
0 

2
7
1
,6

0
0 

3
1
7
,2

0
0 

3
6
2
,
9
0
0

4
1
2
,
2
0
0

2
0 

1
8
1
,3

0
0 

2
1
7
,0
0
0 

2
4
8
,3
0
0 

2
7
3
,4

0
0 

3
1
9
,3

0
0 

3
6
4
,
9
0
0

4
1
4
,
3
0
0

2
1 

1
8
3
,2

0
0 

2
1
8
,3
0
0 

2
4
9
,7
0
0 

2
7
5
,2

0
0 

3
2
1
,1

0
0 

3
6
6
,
7
0
0

4
1
6
,
1
0
0

2
2 

1
8
4
,7

0
0 

2
1
9
,8
0
0 

2
5
0
,7
0
0 

2
7
7
,0

0
0 

3
2
3
,1

0
0 

3
6
8
,
7
0
0

4
1
7
,
7
0
0

2
3 

1
8
6
,2

0
0 

2
2
1
,2
0
0 

2
5
1
,7
0
0 

2
7
8
,8

0
0 

3
2
4
,9

0
0 

3
7
0
,
8
0
0

4
1
9
,
3
0
0

2
4 

1
8
7
,7

0
0 

2
2
2
,7
0
0 

2
5
2
,8
0
0 

2
8
0
,5

0
0 

3
2
6
,9

0
0 

3
7
2
,
9
0
0

4
2
0
,
8
0
0

2
5 

1
8
9
,3

0
0 

2
2
4
,1
0
0 

2
5
4
,0
0
0 

2
8
2
,3

0
0 

3
2
8
,6

0
0 

3
7
4
,
3
0
0

4
2
2
,
3
0
0

 

2
6 

1
9
0
,6

0
0 

2
2
5
,5
0
0 

2
5
5
,3
0
0 

2
8
4
,2

0
0 

3
3
0
,5

0
0 

3
7
6
,
1
0
0

4
2
3
,
6
0
0

2
7 

1
9
2
,1

0
0 

2
2
6
,8
0
0 

2
5
6
,7
0
0 

2
8
6
,1

0
0 

3
3
2
,5

0
0 

3
7
7
,
9
0
0

4
2
4
,
9
0
0

2
8 

1
9
3
,5

0
0 

2
2
8
,1
0
0 

2
5
8
,2
0
0 

2
8
7
,9

0
0 

3
3
4
,5

0
0 

3
7
9
,
6
0
0

4
2
6
,
2
0
0

2
9 

1
9
5
,0

0
0 

2
2
9
,4
0
0 

2
5
9
,6
0
0 

2
8
9
,6

0
0 

3
3
5
,8

0
0 

3
8
1
,
4
0
0

4
2
7
,
5
0
0

3
0 

1
9
6
,2

0
0 

2
3
0
,8
0
0 

2
6
1
,3
0
0 

2
9
1
,4

0
0 

3
3
7
,6

0
0 

3
8
2
,
9
0
0

4
2
8
,
7
0
0

 

  

3
1 

1
9
7
,5
0
0 

2
3
2
,3
0
0 

2
63
,0
0
0 

2
9
3,
2
00
 

3
3
9
,3
0
0 

38
4
,5
0
0

4
2
9,
90
0

3
2 

1
9
8
,8
0
0 

2
3
3
,7
0
0 

2
64
,6
0
0 

2
9
5,
1
00
 

3
4
1
,1
0
0 

38
6
,2
0
0

4
3
1,
00
0

3
3 

2
0
0
,2
0
0 

2
3
4
,8
0
0 

2
66
,0
0
0 

2
9
6,
8
00
 

3
4
2
,8
0
0 

38
7
,5
0
0

4
3
2,
20
0

 

3
4 

2
0
1
,6
0
0 

2
3
6
,1
0
0 

2
67
,8
0
0 

2
9
8,
5
00
 

3
4
4
,6
0
0 

38
8
,8
0
0

4
3
3,
40
0

3
5 

2
0
2
,9
0
0 

2
3
7
,1
0
0 

2
69
,5
0
0 

3
0
0,
3
00
 

3
4
6
,5
0
0 

39
0
,1
0
0

4
3
4,
60
0

3
6 

2
0
4
,3
0
0 

2
3
8
,4
0
0 

2
71
,2
0
0 

3
0
2,
1
00
 

3
4
8
,3
0
0 

39
1
,3
0
0

4
3
5,
80
0

3
7 

2
0
5
,4
0
0 

2
3
9
,8
0
0 

2
72
,7
0
0 

3
0
3,
4
00
 

3
5
0
,1
0
0 

39
2
,4
0
0

4
3
7,
10
0

3
8 

2
0
6
,7
0
0 

2
4
1
,1
0
0 

2
74
,4
0
0 

3
0
5,
1
00
 

3
5
1
,8
0
0 

39
3
,6
0
0

4
3
7,
90
0

3
9 

2
0
8
,0
0
0 

2
4
2
,2
0
0 

2
76
,1
0
0 

3
0
6,
6
00
 

3
5
3
,4
0
0 

39
4
,7
0
0

4
3
8,
30
0

4
0 

2
0
9
,3
0
0 

2
4
3
,5
0
0 

2
77
,7
0
0 

3
0
8,
2
00
 

3
5
5
,1
0
0 

39
5
,8
0
0

4
3
9,
00
0

4
1 

2
1
0
,4
0
0 

2
4
4
,8
0
0 

2
79
,2
0
0 

3
0
9,
9
00
 

3
5
6
,3
0
0 

39
6
,6
0
0

4
3
9,
50
0

4
2 

2
1
1
,6
0
0 

2
4
5
,9
0
0 

2
80
,8
0
0 

3
1
1,
6
00
 

3
5
7
,4
0
0 

39
7
,4
0
0

4
3
9,
90
0

4
3 

2
1
2
,8
0
0 

2
4
7
,1
0
0 

2
82
,5
0
0 

3
1
3,
2
00
 

3
5
8
,6
0
0 

39
8
,2
0
0

4
4
0,
30
0

4
4 

2
1
4
,0
0
0 

2
4
8
,2
0
0 

2
84
,2
0
0 

3
1
4,
9
00
 

3
5
9
,8
0
0 

39
9
,0
0
0

4
4
0,
70
0

4
5 

2
1
5
,2
0
0 

2
4
9
,3
0
0 

2
85
,7
0
0 

3
1
5,
8
00
 

3
6
1
,0
0
0 

39
9
,4
0
0

4
4
1,
10
0

4
6 

2
1
6
,3
0
0 

2
5
0
,7
0
0 

2
87
,4
0
0 

3
1
7,
2
00
 

3
6
1
,8
0
0 

40
0
,0
0
0

4
4
1,
50
0

4
7 

2
1
7
,3
0
0 

2
5
2
,2
0
0 

2
89
,1
0
0 

3
1
8,
7
00
 

3
6
3
,0
0
0 

40
0
,5
0
0

4
4
1,
90
0

4
8 

2
1
8
,4
0
0 

2
5
3
,5
0
0 

2
90
,7
0
0 

3
2
0,
3
00
 

3
6
4
,1
0
0 

40
0
,9
0
0

4
4
2,
20
0

4
9 

2
1
9
,4
0
0 

2
5
5
,1
0
0 

2
91
,9
0
0 

3
2
1,
7
00
 

3
6
5
,1
0
0 

40
1
,3
0
0

4
4
2,
50
0

5
0 

2
2
0
,4
0
0 

2
5
6
,5
0
0 

2
93
,5
0
0 

3
2
3,
0
00
 

3
6
6
,1
0
0 

40
1
,6
0
0

4
4
2,
90
0

5
1 

2
2
1
,3
0
0 

2
5
7
,9
0
0 

2
94
,8
0
0 

3
2
4,
2
00
 

3
6
7
,1
0
0 

40
1
,9
0
0

4
4
3,
20
0

5
2 

2
2
2
,3
0
0 

2
5
9
,2
0
0 

2
96
,4
0
0 

3
2
5,
5
00
 

3
6
8
,1
0
0 

40
2
,2
0
0

4
4
3,
50
0

5
3 

2
2
2
,7
0
0 

2
6
0
,3
0
0 

2
97
,7
0
0 

3
2
6,
6
00
 

3
6
8
,9
0
0 

40
2
,5
0
0

4
4
3,
80
0

5
4 

2
2
3
,6
0
0 

2
6
1
,7
0
0 

2
99
,2
0
0 

3
2
7,
6
00
 

3
6
9
,7
0
0 

40
2
,8
0
0

5
5 

2
2
4
,3
0
0 

2
6
3
,1
0
0 

3
00
,6
0
0 

3
2
8,
7
00
 

3
7
0
,6
0
0 

40
3
,1
0
0

5
6 

2
2
5
,2
0
0 

2
6
4
,4
0
0 

3
02
,1
0
0 

3
2
9,
7
00
 

3
7
1
,5
0
0 

40
3
,4
0
0

5
7 

2
2
5
,9
0
0 

2
6
5
,2
0
0 

3
03
,1
0
0 

3
3
0,
2
00
 

3
7
2
,0
0
0 

40
3
,7
0
0

5
8 

2
2
6
,8
0
0 

2
6
6
,5
0
0 

3
04
,3
0
0 

3
3
1,
1
00
 

3
7
2
,8
0
0 

40
4
,0
0
0

5
9 

2
2
7
,5
0
0 

2
6
7
,8
0
0 

3
05
,5
0
0 

3
3
1,
9
00
 

3
7
3
,6
0
0 

40
4
,3
0
0

6
0 

2
2
8
,3
0
0 

2
6
9
,1
0
0 

3
06
,9
0
0 

3
3
2,
8
00
 

3
7
4
,4
0
0 

40
4
,7
0
0

6
1 

2
2
9
,2
0
0 

2
7
0
,0
0
0 

3
08
,2
0
0 

3
3
3,
6
00
 

3
7
4
,8
0
0 

40
4
,9
0
0

6
2 

2
3
0
,0
0
0 

2
7
1
,2
0
0 

3
09
,4
0
0 

3
3
3,
9
00
 

3
7
5
,5
0
0 

40
5
,2
0
0

6
3 

2
3
0
,9
0
0 

2
7
2
,5
0
0 

3
10
,7
0
0 

3
3
4,
5
00
 

3
7
6
,2
0
0 

40
5
,5
0
0

 

6
4 

2
3
1
,9
0
0 

2
7
3
,8
0
0 

3
11
,9
0
0 

3
3
5,
2
00
 

3
7
6
,9
0
0 

40
5
,8
0
0

6
5 

2
3
2
,5
0
0 

2
7
4
,6
0
0 

3
13
,3
0
0 

3
3
5,
8
00
 

3
7
7
,3
0
0 

40
6
,0
0
0

 



 
亀 岡 市 公 報 

 132 

第８９１号平成３１年４月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

6
6 

2
3
3
,3
0
0 

2
7
5
,7
0
0 

3
14
,1
0
0 

3
3
6,
5
00
 

3
7
7
,9
0
0 

40
6
,3
0
0

6
7 

2
3
4
,1
0
0 

2
7
6
,6
0
0 

3
14
,9
0
0 

3
3
7,
2
00
 

3
7
8
,6
0
0 

40
6
,6
0
0

6
8 

2
3
4
,9
0
0 

2
7
7
,7
0
0 

3
15
,7
0
0 

3
3
7,
9
00
 

3
7
9
,2
0
0 

40
6
,9
0
0

6
9 

2
3
5
,6
0
0 

2
7
8
,7
0
0 

3
16
,3
0
0 

3
3
8,
6
00
 

3
7
9
,6
0
0 

40
7
,1
0
0

7
0 

2
3
6
,3
0
0 

2
7
9
,7
0
0 

3
17
,0
0
0 

3
3
9,
1
00
 

3
8
0
,1
0
0 

 
 

7
1 

2
3
7
,0
0
0 

2
8
0
,8
0
0 

3
17
,7
0
0 

3
3
9,
7
00
 

3
8
0
,6
0
0 

 
 

 

7
2 

2
3
7
,6
0
0 

2
8
1
,9
0
0 

3
18
,3
0
0 

3
4
0,
3
00
 

3
8
1
,1
0
0 

 
 

7
3 

2
3
8
,3
0
0 

2
8
2
,5
0
0 

3
19
,0
0
0 

3
4
0,
6
00
 

3
8
1
,7
0
0 

 
 

7
4 

2
3
9
,1
0
0 

2
8
3
,2
0
0 

3
19
,2
0
0 

3
4
1,
2
00
 

3
8
2
,2
0
0 

 
 

7
5 

2
3
9
,9
0
0 

2
8
3
,7
0
0 

3
19
,8
0
0 

3
4
1,
7
00
 

3
8
2
,8
0
0 

 
 

7
6 

2
4
0
,6
0
0 

2
8
4
,5
0
0 

3
20
,4
0
0 

3
4
2,
3
00
 

3
8
3
,4
0
0 

 
 

7
7 

2
4
1
,0
0
0 

2
8
5
,3
0
0 

3
21
,0
0
0 

3
4
2,
8
00
 

3
8
3
,9
0
0 

 
 

7
8 

2
4
1
,6
0
0 

2
8
5
,9
0
0 

3
21
,5
0
0 

3
4
3,
3
00
 

3
8
4
,4
0
0 

 
 

7
9 

2
4
2
,2
0
0 

2
8
6
,5
0
0 

3
22
,0
0
0 

3
4
3,
8
00
 

3
8
4
,9
0
0 

 
 

8
0 

2
4
2
,8
0
0 

2
8
7
,1
0
0 

3
22
,5
0
0 

3
4
4,
2
00
 

3
8
5
,4
0
0 

 
 

8
1 

2
4
3
,1
0
0 

2
8
7
,8
0
0 

3
23
,1
0
0 

3
4
4,
5
00
 

3
8
5
,7
0
0 

 
 

8
2 

2
4
3
,5
0
0 

2
8
8
,3
0
0 

3
23
,6
0
0 

3
4
4,
8
00
 

3
8
6
,2
0
0 

 
 

8
3 

2
4
3
,9
0
0 

2
8
8
,7
0
0 

3
24
,0
0
0 

3
4
5,
2
00
 

3
8
6
,6
0
0 

 
 

8
4 

2
4
4
,2
0
0 

2
8
9
,1
0
0 

3
24
,5
0
0 

3
4
5,
5
00
 

3
8
7
,0
0
0 

 
 

8
5 

2
4
4
,5
0
0 

2
8
9
,3
0
0 

3
25
,0
0
0 

3
4
6,
0
00
 

3
8
7
,4
0
0 

 
 

8
6 

 
2
8
9
,5
0
0 

3
25
,4
0
0 

3
4
6,
3
00
 

3
8
7
,9
0
0 

8
7 

 
2
8
9
,7
0
0 

3
25
,6
0
0 

3
4
6,
6
00
 

3
8
8
,3
0
0 

8
8 

 
2
8
9
,9
0
0 

3
26
,0
0
0 

3
4
6,
9
00
 

3
8
8
,7
0
0 

8
9 

 
2
9
0
,3
0
0 

3
26
,4
0
0 

3
4
7,
3
00
 

3
8
9
,1
0
0 

9
0 

 
2
9
0
,5
0
0 

3
26
,8
0
0 

3
4
7,
6
00
 

3
8
9
,6
0
0 

9
1 

 
2
9
0
,7
0
0 

3
27
,2
0
0 

3
4
8,
0
00
 

3
9
0
,0
0
0 

9
2 

 
2
9
0
,9
0
0 

3
27
,6
0
0 

3
4
8,
3
00
 

3
9
0
,4
0
0 

9
3 

 
2
9
1
,3
0
0 

3
27
,9
0
0 

3
4
8,
7
00
 

3
9
0
,8
0
0 

9
4 

 
2
9
1
,5
0
0 

3
28
,1
0
0 

3
4
9,
0
00
 

3
9
1
,3
0
0 

9
5 

 
2
9
1
,7
0
0 

3
28
,5
0
0 

3
4
9,
3
00
 

3
9
1
,7
0
0 

9
6 

 
2
9
2
,0
0
0 

3
28
,8
0
0 

3
4
9,
6
00
 

3
9
2
,1
0
0 

9
7 

 
2
9
2
,4
0
0 

3
29
,0
0
0 

3
4
9,
9
00
 

3
9
2
,5
0
0 

 

9
8 

 
2
9
2
,7
0
0 

3
29
,3
0
0 

3
5
0,
3
00
 

 

9
9 

 
2
9
2
,9
0
0 

3
29
,6
0
0 

3
5
0,
7
00
 

 

1
0
0 

 
2
9
3
,2
0
0 

3
29
,9
0
0 

3
5
1,
1
00
 

 

 

 

1
0
1 

29
3
,5

0
0 

3
3
0
,1

0
0 

3
5
1,

60
0 

 

 

1
0
2 

29
3
,7

0
0 

3
3
0
,4

0
0 

3
5
2,

00
0 

 

1
0
3 

29
3
,9

0
0 

3
3
0
,8

0
0 

3
5
2,

40
0 

 

1
0
4 

29
4
,2

0
0 

3
3
1
,0

0
0 

3
5
2,

80
0 

 

1
0
5 

29
4
,5

0
0 

3
3
1
,2

0
0 

3
5
3,

30
0 

 

1
0
6 

 
3
3
1
,4

0
0 

 
 

1
0
7 

 
3
3
1
,8

0
0 

 
 

1
0
8 

 
3
3
2
,0

0
0 

 
 

1
0
9 

 
3
3
2
,2

0
0 

 
 

1
1
0 

 
3
3
2
,6

0
0 

 
 

1
1
1 

 
3
3
3
,0

0
0 

 
 

1
1
2 

 
3
3
3
,4

0
0 

 
 

1
1
3 

 
3
3
3
,6

0
0 

 
 

再
任

用
職

 
員

 
1
8
8
,7

00
21

5
,3

0
0 

2
4
3
,5

0
0 

2
5
6,

90
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2
82
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0
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備
考
 
こ

の
表
は
、
病
院
に
勤
務
す
る
薬
剤
師
、

診
療
放
射
線
技

師
、
臨
床
検
査
技
師
、
理
学
療
法
士

、
作
業
療

法
士
、
あ
ん
摩
マ
ッ

サ
ー
ジ
指
圧
師

、
管
理
栄
養
士
、
栄
養
士
、
医
療
ソ

ー
シ
ャ
ル
ワ
ー

カ
ー
、
臨
床
工
学

技
士
及
び
そ
の
他
の
職
員
で
管
理
者
が

定
め
る
も
の
に
適
用
す
る
。
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 別表第３の３医療職給料表⑵職務級別基準表中 

「 

６級 
相当の経験を有する薬剤科長の職務 

課長の職務又はこれに相当する職務 

                                    」を 

「 

６級 
相当の経験を有する薬剤科長の職務 

課長の職務又はこれに相当する職務 

７級 部長の職務又はこれに相当する職務 

                                    」に改める。 

 別表第４の２医療職給料表⑵昇格時号給対応表の表を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昇格した日の

前日に受けて

いた号給 

昇格後の号給 

2級 3級 4級 5級 6級 7級 

1 1 1 1 1 1 1 

2 1 1 1 1 1 1 

3 1 1 1 1 1 1 

4 1 1 1 1 1 1 

5 1 1 1 1 1 1 

6 1 1 1 1 1 1 

7 1 1 1 1 1 1 

8 1 1 1 1 1 1 

9 1 1 1 1 1 1 

10 1 1 1 1 1 1 

11 1 1 1 1 1 1 

12 1 1 1 1 1 1 

13 1 1 1 1 1 1 

14 1 1 2 1 1 1 

15 1 1 3 1 1 1 

16 1 1 4 1 1 1 

17 1 1 5 1 1 1 

18 1 2 6 2 2 2 

19 1 3 7 3 3 3 

20 1 4 8 4 4 4 

21 1 5 9 5 5 5 

22 2 6 10 6 6 6 

23 3 7 11 7 7 7 

24 4 8 12 8 8 8 

25 5 9 13 9 9 9 

26 6 10 14 10 10 10 

27 7 11 15 11 11 11 

28 8 12 16 12 12 12 

29 9 13 17 13 13 13 

30 10 14 18 14 14 14 

31 11 15 19 15 15 15 

32 12 16 20 16 16 16 

33 13 17 21 17 17 17 

 



 
亀 岡 市 公 報 

 134 

第８９１号平成３１年４月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

34
 

1
4 

1
8 

2
2 

18
 

18
 

18
 

35
 

1
5 

1
9 

2
3 

19
 

19
 

19
 

36
 

1
6 

2
0 

2
4 

20
 

20
 

20
 

37
 

1
7 

2
1 

2
5 

21
 

21
 

21
 

38
 

1
8 

2
2 

2
6 

22
 

22
 

21
 

39
 

1
9 

2
3 

2
7 

23
 

23
 

22
 

40
 

2
0 

2
4 

2
8 

24
 

24
 

22
 

41
 

2
1 

2
5 

2
9 

25
 

25
 

23
 

42
 

2
2 

2
6 

3
0 

26
 

26
 

23
 

43
 

2
3 

2
7 

3
1 

27
 

27
 

24
 

44
 

2
4 

2
8 

3
2 

28
 

28
 

24
 

45
 

2
5 

2
9 

3
3 

29
 

29
 

25
 

46
 

2
6 

3
0 

3
4 

30
 

30
 

25
 

47
 

2
7 

3
1 

3
5 

31
 

31
 

25
 

48
 

2
8 

3
2 

3
6 

32
 

32
 

25
 

49
 

2
9 

3
3 

3
7 

33
 

33
 

25
 

50
 

2
9 

3
4 

3
8 

33
 

33
 

25
 

51
 

3
0 

3
5 

3
9 

34
 

34
 

26
 

52
 

3
0 

3
6 

4
0 

34
 

34
 

26
 

53
 

3
1 

3
7 

4
1 

35
 

35
 

26
 

54
 

3
1 

3
8 

4
2 

35
 

35
 

26
 

55
 

3
2 

3
9 

4
3 

36
 

36
 

26
 

56
 

3
2 

4
0 

4
4 

36
 

36
 

26
 

57
 

3
3 

4
1 

4
5 

37
 

37
 

27
 

58
 

3
3 

4
2 

4
6 

38
 

37
 

27
 

59
 

3
4 

4
3 

4
7 

39
 

37
 

27
 

60
 

3
4 

4
4 

4
8 

40
 

38
 

27
 

61
 

3
5 

4
5 

4
9 

41
 

38
 

27
 

62
 

3
5 

4
6 

5
0 

41
 

38
 

27
 

63
 

3
6 

4
7 

5
1 

41
 

39
 

28
 

64
 

3
6 

4
8 

5
2 

42
 

39
 

28
 

65
 

3
7 

4
9 

5
3 

42
 

39
 

28
 

66
 

3
8 

5
0 

5
4 

42
 

40
 

 

67
 

3
9 

5
1 

5
5 

43
 

40
 

 

68
 

4
0 

5
2 

5
6 

43
 

40
 

 

69
 

4
1 

5
3 

5
7 

43
 

40
 

 

70
 

4
1 

5
3 

5
8 

44
 

41
 

 

71
 

4
2 

5
4 

5
9 

44
 

41
 

 

72
 

4
2 

5
4 

6
0 

44
 

41
 

 

73
 

4
3 

5
5 

6
1 

45
 

41
 

 

 

 

7
4 

43
 

55
 

6
1 

4
5 

4
2 

 

7
5 

44
 

56
 

6
2 

4
5 

4
2 

 

7
6 

44
 

56
 

6
2 

4
5 

4
2 

 

7
7 

45
 

57
 

6
3 

4
6 

4
2 

 

7
8 

45
 

57
 

6
3 

4
6 

4
3 

 

7
9 

45
 

58
 

6
4 

4
6 

4
3 

 

8
0 

46
 

58
 

6
4 

4
6 

4
3 

 

8
1 

46
 

59
 

6
5 

4
7 

4
3 

 

8
2 

46
 

59
 

6
5 

4
7 

4
4 

 

8
3 

47
 

60
 

6
6 

4
7 

4
4 

 

8
4 

47
 

60
 

6
6 

4
7 

4
4 

 

8
5 

47
 

61
 

6
7 

4
8 

4
5 

 

8
6 

 
61
 

6
7 

4
8 

4
5 

 

8
7 

 
61
 

6
8 

4
8 

4
6 

 

8
8 

 
61
 

6
8 

4
8 

4
6 

 

8
9 

 
61
 

6
9 

4
8 

4
7 

 

9
0 

 
61
 

7
0 

4
8 

4
7 

 

9
1 

 
61
 

7
1 

4
9 

4
8 

 

9
2 

 
62
 

7
2 

4
9 

4
8 

 

9
3 

 
62
 

7
3 

4
9 

4
9 

 

9
4 

 
62
 

7
3 

4
9 

4
9 

 

9
5 

 
62
 

7
4 

4
9 

5
0 

 

9
6 

 
62
 

7
4 

4
9 

5
0 

 

9
7 

 
62
 

7
4 

5
0 

5
1 

 

9
8 

 
62
 

7
4 

5
0 

 
 

9
9 

 
63
 

7
4 

5
0 

 
 

10
0 

 
63
 

7
4 

5
0 

 
 

10
1 

 
63
 

7
4 

5
0 

 
 

10
2 

 
63
 

7
4 

5
0 

 
 

10
3 

 
63
 

7
4 

5
1 

 
 

10
4 

 
63
 

7
4 

5
1 

 
 

10
5 

 
63
 

7
4 

5
1 

 
 

10
6 

 
 

7
4 

 
 

 

10
7 

 
 

7
4 

 
 

 

10
8 

 
 

7
4 

 
 

 

10
9 

 
 

7
4 

 
 

 

11
0 

 
 

7
4 

 
 

 

11
1 

 
 

7
4 

 
 

 

11
2 

 
 

7
4 

 
 

 

11
3 

 
 

7
4 

 
 

 



 
亀 岡 市 公 報 

 135

第８９１号平成３１年４月１５日発行 

 別表第４の２の２医療職給料表⑵降格時号給対応表の表を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

降格した日の

前日に受けて

いた号給 

降格後の号給 

1級 2級  3級 4級  5級  6級  

1 21 17 13 17 17 17 

2 22 18 14 18 18 18 

3 23 19 15 19 19 19 

4 24 20 16 20 20 20 

5 25 21 17 21 21 21 

6 26 22 18 22 22 22 

7 27 23 19 23 23 23 

8 28 24 20 24 24 24 

9 29 25 21 25 25 25 

10 30 26 22 26 26 26 

11 31 27 23 27 27 27 

12 32 28 24 28 28 28 

13 33 29 25 29 29 29 

14 34 30 26 30 30 30 

15 35 31 27 31 31 31 

16 36 32 28 32 32 32 

17 37 33 29 33 33 33 

18 38 34 30 34 34 34 

19 39 35 31 35 35 35 

20 40 36 32 36 36 36 

21 41 37 33 37 37 38 

22 42 38 34 38 38 40 

23 43 39 35 39 39 42 

24 44 40 36 40 40 44 

25 45 41 37 41 41 50 

26 46 42 38 42 42 56 

27 47 43 39 43 43 62 

28 48 44 40 44 44 65 

29 50 45 41 45 45 65 

30 52 46 42 46 46 65 

31 54 47 43 47 47 65 

32 56 48 44 48 48 65 

33 58 49 45 50 50 65 
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 別表第５中 

「 

医療職給料表⑴ 

病院長 

消化器センター長（管理者の定めるものに限る。） 

副院長（管理者の定めるものに限る。） 

１種 

医療職給料表⑵ 課長 ４種 

                                         」 

を 

「 

医療職給料表⑴ 
病院長 

副院長（管理者の定めるものに限る。） 
１種 

医療職給料表⑵ 
室長 ３種 

課長 ４種 

                                         」 

に改める。 

 別表第６中 

「 

医療職給料表⑵ ６級 ４種 52,300円 

                                         」 

を 

「 

医療職給料表⑵ 
７級 ３種 62,900円 

６級 ４種 52,300円 

                                         」 

に改める。 

 別表第８を次のように改める。 
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別表第８（第１９条関係） 

給料表 職員 加算割合 

行政職給料表 職務の級が７級の職員 １００分の１５ 

職務の級が６級の職員 １００分の１２ 

職務の級が５級の職員 １００分の１０ 

職務の級が４級の職員 １００分の７ 

職務の級が３級の職員 １００分の５ 

医療職給料表⑴ 職務の級が５級、４級及び３級の職員 
 
 

１００分の１５ 
（管理者が定める職員にあっ
ては１００分の２０） 

職務の級が２級の職員 １００分の１０ 

職務の級が１級の職員（管理者が定める
職員に限る。） 

１００分の５ 

医療職給料表⑵ 職務の級が７級の職員 １００分の１５ 

職務の級が６級の職員 １００分の１５ 

職務の級が５級の職員 １００分の１０ 

職務の級が４級及び３級の職員 １００分の５ 

職務の級が２級の職員（管理者が定める
職員に限る。） 

医療職給料表⑶ 職務の級が６級の職員 １００分の１５ 

職務の級が５級及び４級の職員 １００分の１０ 

職務の級が３級の職員 

１００分の５ 職務の級が２級の職員（管理者が定める
職員に限る。） 

備考 給料表の適用を異にして異動した職員（異動後においてこの表に掲げられている職員に限

る。）で、異動後の加算割合が異動前の加算割合を下回ることとなるもののうち、他の職員

との均衡及び任用における特別の事情を考慮して管理者が特に必要と認める職員については、

当該異動後の加算割合に100分の5を加えた加算割合とする。 
 
 別表第９の２の表中 

「            「 

            を            に改める。 

           」            」 

 

   附 則 

 

 この規程は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

医療職給料表⑵ 

 

医療職給料表⑵ 

職務の級が７級で

あった者 
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 亀岡市立病院職員就業規程の一部を改正する

規程を次のように定める。 

 

   平成３１年３月２６日 

 

    亀岡市病院事業管理者 玉井和夫 

 

 亀岡市病院事業管理規程第２号 

 

亀岡市立病院職員就業規程の一部

を改正する規程 

 

 亀岡市立病院職員就業規程（平成１６年亀岡

市病院事業管理規程第１９号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

 目次中「（第２６条・第２７条）」を「（第

２６条－第２７条の２）」に改める。 

 第１２条中「職員の営利企業等の従事制限に

関する規則」を「職員の営利企業への従事等の

制限に関する規則」に改める。 

 第２７条の２第２項中「第８条の２」を「第

８条の３」に改める。 

 第２８条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず、年次有給休暇が

１０日以上付与された職員に対しては、付与

日から１年以内に、当該職員の有する年次有

給休暇日数のうち５日について、管理者が職

員の意見を聴取し、その意見を尊重した上で、

あらかじめ時季を指定して取得させなければ

ならない。ただし、職員が前項において準用

する勤務時間条例第１２条第３項の規定によ

り年次有給休暇を取得した場合においては、

当該取得した日数分を５日から控除するもの

とする。 

 

   附 則 

 

 この規程は、平成３１年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 
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公 告 
 

 亀岡市立病院公告第１号 

 

 平成３１年２月２７日に実施した亀岡市立病

院職員採用試験の結果、次のとおり合格者を決

定し、職員採用候補者名簿に登録したので公告

する。ただし、登録有効期限については、平成

３１年７月３１日までとする。 

 

   平成３１年３月１４日 

 

    亀岡市病院事業管理者 玉井和夫 

 

（候補者受験番号） 

   看－１  看－４  看－６ 

   看助－１ 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市立病院公告第２号 

 

 平成３１年２月２７日に実施した亀岡市立病

院職員採用試験の結果、次のとおり合格者を決

定し、職員採用候補者名簿に登録したので公告

する。ただし、登録有効期限については、平成

３１年７月３１日までとする。 

 

   平成３１年３月１４日 

 

    亀岡市病院事業管理者 玉井和夫 

 

（候補者受験番号） 

   薬－１ 

 

「掲示済」 

 亀岡市立病院公告第３号 

 

 平成３１年３月２０日に実施した亀岡市立病

院職員採用試験の結果、次のとおり合格者を決

定し、職員採用候補者名簿に登録したので公告

する。ただし、登録有効期限については、平成

３１年７月３１日までとする。 

 

   平成３１年３月２７日 

 

    亀岡市病院事業管理者 玉井和夫 

 

（候補者受験番号） 

   理学療法士 １ 

 

「掲示済」 


	亀岡市欄

	条例要綱

	条例

	規則

	告示

	訓令

	公告

	任免及び辞令


	監査委員欄

	公表


	教育委員会欄

	規則

	告示

	教育長訓令


	選挙管理委員会欄

	告示


	公平委員会欄

	規則


	上下水道部欄

	規程

	告示


	市立病院欄

	規程

	公告



